
 

 

こまえ子育て応援プラン 平成 28 年度進捗状況報告書 

平成 29 年 10 月 



はじめに 

 

狛江市では、平成 27 年３月に子ども・子育て分野のマスタープランとして「こまえ子

育て応援プラン」（以下「子育て応援プラン」）を策定し、現在市の子ども・子育て支援に

総合的かつ計画的に取り組んでいるところです。 

この計画を着実に遂行し、事業を実施していくため、狛江市子ども・子育て会議におい

て進捗管理を行うとともに、狛江市子ども・子育て支援事業計画庁内委員会及び狛江市子

ども・子育て支援事業計画推進本部を立ち上げ、全庁的に取り組んでいくための推進体制

を強化しました。 

こうした推進体制のもとで、平成 27 年度から平成 31 年度までの５年を１期とした応

援プランの全事業について、平成 28 年度実績と評価を取りまとめました。 

この評価結果をもとに、さらなる事業の推進と狛江市の子育ち、子育て環境をよりよい

ものにしていくことを目指してまいります。 
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１ 子育て応援プランの基本理念 

子育て応援プランの基本理念は、５つの基本的な視点を踏まえて、５つの基本目標を掲げて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５つの 
基本的な視点 

みんなでつくる、地域で⽀える、 
安⼼して⼦育てのできるまち・狛江 

基本理念 

基本目標１ 子どもが健やかに育つ家庭づくりを支援します 

基本目標２ 地域の子育て力を高める環境を創出します 

基本目標３ 子どもの生きる力と豊かな心を育む環境を整えます 

基本目標４ ワーク・ライフ・バランスを積極的に進める社会にします 

基本目標５ 子どもや子育て家庭が安心して生活できる社会にします 

⼦どもたちの幸
せと利益を最⼤
限に尊重します 

多様なニーズに
応える⼦育て⽀
援体制を確⽴し
ます 

⼦育て家庭を温
かく⾒守り⽀援
する地域をつく
ります

市 ・市⺠ ・事業者
等との連携を⼤
切にします 

安⼼して利⽤で
きる充実した⼦
育て⽀援サービ
スを提供します 
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２ 子育て応援プランの施策の体系 

 

基本目標１ 子どもが健やかに育つ家庭づくりを支援します 

主要課題 施策の⽅向 重点
施策

関連事業 
No. 事業名 担当課 ⾴ 

１ 子育て情報を的
確に提供し相談
機能を充実する 

①子育て情報を的確
に提供します 

 1 身近な情報交換の場の提供 子育て支援課 
児童青少年課 

38

 2 子育てガイドブックの充実 子育て支援課 39

★ 3 広報紙・インターネット等による情報の提供・集
約 

子育て支援課 22

 

 新規 4 公私立保育園の連携・協力の推進 児童青少年課 39

★ 新規 5 子育てポータルサイトの充実 子育て支援課 23

②子育て相談機能を
充実します 

 6 専門性を重視した身近な相談の場の確保 子育て支援課 
児童青少年課 

40

 7 子ども家庭支援ネットワークの強化 子育て支援課 
児童青少年課 

41

 8 多様な相談体制の充実 子育て支援課 41

 9 専門職員等の配置 子育て支援課 42

２ 子育て力を高め
る手助けをする 

①啓発活動を推進し
ます 

 10 講演会・フォーラム等の開催 子育て支援課 
健康推進課 

43

②学習・交流の機会を
提供します 

 11 ママ・パパ学級の開催 健康推進課 44

 12 父親学級の開催 健康推進課 44

 13 離乳食教室の開催 健康推進課 44

 14 みんなで進める子育て学びの機会充実 子育て支援課 
健康推進課 
公民館 

45

 15 子育てグループ・サークルの育成・支援 子育て支援課 
健康推進課 

46

 16 家庭教育に関する学びの場の提供 子育て支援課 
公民館 

47

３ 母と子の健康を
確実に育む 

①妊産婦・乳幼児期の
切れ目のない保健
対策を着実に推進
します 

 17 妊婦健診の充実 健康推進課 48

 18 乳幼児健診の充実 健康推進課 48

★ 19 「こんにちは赤ちゃん事業」の充実 健康推進課 35

 20 ５歳児健診についての検討推進 健康推進課 
子育て支援課 

49

 21 養育支援訪問事業の充実 子育て支援課 49

 22 予防接種の推奨 健康推進課 50

 23 専門職による相談の実施 健康推進課 51

 24 母子訪問指導の実施 健康推進課 51

 25 育児支援ヘルパー事業の充実 子育て支援課 51

②小児医療の拡大・充
実を図ります 

 26 休日・夜間応急診療の充実 健康推進課 52

 27 子どもの医療費助成の実施 子育て支援課 52

 後新 28 未熟児養育医療給付 健康推進課 52

４ 「食育」の考え方
をひろめ、食に関
心を向ける 

①「狛江市食育推進計
画」の基本方針に
基づく、次世代育
成に向けた食育の
推進を目指します

 29 各世代における「食育」の推進 児童青少年課 
学校教育課 
指導室 
健康推進課 

53

５ 思春期の心と体
を守る保健対策
を充実する 

①子どもたちの性な
どに関する必要な
知識の普及を推進
します 

 30 性に関する指導の推進と性感染症予防に関する
知識の普及 

指導室 
児童青少年課 
健康推進課 

54

 31 喫煙や飲酒・薬物乱用に関する知識の普及 指導室 
健康推進課 

55

②子どもたちのメン
タルヘルス対策を
推進していきます

 32 相談支援体制の強化 指導室 
子育て支援課 
福祉相談課 

56

 

※「新規」は本計画で新たに取り組む事業、「後新」は次世代育成支援行動計画（後期）期間中に取組みを開始した事業 
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基本目標２ 地域の子育て力を高める環境を創出します 

主要課題 施策の⽅向 重点
施策

関連事業 
No. 事業名 担当課 ⾴ 

１ 地域での子育て
支援体制を充実
する 

①子育て支援施設の機
能を充実します 

★ 33 子ども家庭支援センターの充実 子育て支援課 

政策室 

14

 34 子育てひろば・つどいの広場の拡充 児童青少年課 
子育て支援課 

57

 35 児童館・児童センターの充実 児童青少年課 58

★ 36 学童保育所・小学生クラブ等の充実 児童青少年課 10

 37 放課後子ども教室事業の推進 児童青少年課 59

 新規 38 放課後子ども総合プランの推進 児童青少年課 59

 39 児童関連施設の連携強化 公民館 
子育て支援課 
児童青少年課 
図書館 

60

 40 障がいのある子どもたちの受入れの推進 児童青少年課 
高齢障がい課 

61

②子育てを支援する活
動を活性化し充実
します 

 41 ファミリー・サポート・センターの充実 児童青少年課 62

 42 子育て仲間づくり・子育てグループの支援 児童青少年課 
健康推進課 

63

★ 43 「子育て支援推進会議（仮称）」の設置 子育て支援課 15

★ 新規 44 潜在的人材の掘り起こし 子育て支援課 13

 新規 45 イクジイ養成講座等の開設 子育て支援課 64

★ 新規 46 民生児童委員による家庭訪問の充実 地域福祉課 
健康推進課 

36

 

 後新 47 子育て応援事業 子育て支援課 64

２ 子どもたちの遊
び場・居場所を広
げる 

①子どもたちの遊び
場・居場所を確保
します 

 48 市民に親しまれる公園・児童遊園の整備 環境政策課 65

★ 49 「居場所と遊びのニーズ」の把握・対応充実 児童青少年課 
子育て支援課 
社会教育課 

30

31

 50 雨の日の遊び場の充実 児童青少年課 65

★ 新規 51 プレーパークの設置・推進 子育て支援課 
児童青少年課 

32

②中高生の居場所をひ
ろげます 

 52 児童館・児童センターの活用 児童青少年課 66

 53 地域センター等既存施設の活用 公民館 
児童青少年課 
地域活性課 

66

 54 学校施設の開放 社会教育課 67

３ 地域での活動を
充実する 

①地域での交流活動を
促進します 

 55 地域ふれあい事業の推進 指導室 68

 56 児童関連施設における地域交流の促進 児童青少年課 68

 57 世代間・異年齢交流の促進 児童青少年課 
地域活性課 
社会教育課 
公民館 

69

70

②青少年の活動を活性
化します 

 58 総合的な青少年育成施策の推進 社会教育課 
児童青少年課 

71

 59 地域活動への子どもの参画の推進 子育て支援課 
地域活性課 

72

 60 青少年の主体的な活動の支援 児童青少年課 72

４ 子育てしやすい
都市・生活環境を
創出する 

①ユニバーサルデザイ
ンを基本としたま
ちづくりを推進し
ます 

 61 公共施設やその周辺のユニバーサルデザイン化
の推進 

公民館 
道路交通課 
環境政策課 
地域福祉課 
子育て支援課 
施設課 
整備課 
社会教育課 

73

74

 62 歩道整備と幅員の確保 道路交通課 
整備課 

75

 63 ユニバーサルデザインの啓発の推進 地域福祉課 75
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主要課題 施策の⽅向 重点
施策

関連事業 
No. 事業名 担当課 ⾴ 

５ 子どもたちを取
り巻く有害環境
を取り除く 

①子どもたちの健全な
育成を阻害する有
害環境への対策を
推進します 

 64 パトロール活動等の推進 児童青少年課 
学校教育課 
指導室 

76

 65 有害環境の浄化 児童青少年課 
指導室 
健康推進課 

77

６ 子育てを地域で
支えるための人
材を確保する 

①地域に人材を求め活
用していきます 

 66 子育てアドバイザーの確保・育成 子育て支援課 78

 67 社会的養護に関わる人材の確保、育成 子育て支援課 78

②子育て支援のボラン
ティアを育成して
いきます 

 68 ボランティアの確保・育成 児童青少年課 
子育て支援課 

79

基本目標３ 子どもの生きる力と豊かな心を育む環境を整えます 

主要課題 施策の⽅向 重点
施策

関連事業 
No. 事業名 担当課 ⾴ 

１ 子どもたちの人
権を擁護する 

①子どもたちの権利
や視点を反映させ
たまちづくりをし
ます 

 69 子どもの権利条約の普及啓発 児童青少年課 
指導室 

80

 70 子ども議会・子どもフォーラムの開催 児童青少年課 
指導室 

81

 71 児童館の運営への子どもの参画 児童青少年課  81

 72 子ども関連施設の第三者評価の推進 地域福祉課 81

②いじめや不登校等
への取組みを推進
します 

 73 相談・カウンセリング事業の推進 子育て支援課 
指導室 

82

★ 74 スクールソーシャルワーカーの活動推進 子育て支援課 
指導室 

33

★ 新規 75 「スクールソーシャルワーカー活動研究会（仮
称）」の設置 

指導室 

子育て支援課 

福祉相談課 

34

 

 76 不登校対策事業の推進 指導室 
児童青少年課 

83

 77 児童健全育成相談事業の実施 児童青少年課 83

 78 ゆうあいフレンド事業の推進 指導室 84

 79 自然体験活動事業の実施 児童青少年課 84

★ 新規 80 学習支援事業の推進 福祉相談課 
社会教育課 

35

２ 幼児教育の充実
を図る 

①幼児教育の内容の
充実を図るととも
に、関係機関との
連携を進めます 

 81 幼児教育の内容の充実 子育て支援課 
児童青少年課 
指導室 

85

 82 幼児教育の情報提供 子育て支援課 
指導室 

86

② 幼稚園・保育園・小
学校の連携を強化
します 

 83 幼稚園・保育園・小学校の交流・連携 子育て支援課 
指導室 

87

３ 学校教育の充実
を図る 

①開かれた学校とし
て地域や家庭との
連携を深めます 

 84 学校運営連絡協議会の充実 指導室 88

②生きる力を育む教
育環境等を整備し
ます 

 85 少人数学習集団による指導やティームティーチ
ングの充実 

指導室 89

 86 外国人英語指導員の派遣 指導室 89

 87 情報教育の充実 指導室 90

 後新 88 読書を通じた学びの機会の提供 図書館 90

４ 体験学習の機会
を広げる 

①学校教育における
多様な学習の充実
を図ります 

 89 多様な学習の推進 指導室 91

 後新 90 歴史、文化財教育の充実 社会教育課 91

 後新 91 文化・芸術に触れる機会の提供 地域活性課 

指導室 

92

②地域における体験
学習の機会の拡大
を推進します 

 92 体験型事業の推進 児童青少年課 
地域活性課 
環境政策課 

93

５ 次代の親の育成
を支援する 

①乳幼児等とふれあ
う機会を提供しま
す 

★ 93 乳幼児等とのふれあい体験機会の提供 児童青少年課 
指導室 

24

 94 中高生等の子育てボランティア活動の促進 児童青少年課 94
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基本目標４ ワーク・ライフ・バランスを積極的に進める社会にします 

主要課題 施策の方向 
重点
施策

関連事業 

No. 事業名 担当課 ⾴ 

１ 仕事と子育てが
両立できる就労
環境をつくる 

①就労支援情報の提
供を促進します 

 95 就労支援情報の提供の促進 地域活性課 95

２ 待機児対策と保
育サービスを充
実する 

①保育園定数の見直
し等受入れの拡大
を行います 

★ 96 保育園等の施設整備 児童青少年課 

子育て支援課 

11

 97 保育活動の充実 児童青少年課 96

 98 延長保育の拡大 児童青少年課  96

 99 年末・年始保育の実施 児童青少年課 96

 100 特定保育の実施 児童青少年課 96

 101 認可外保育施設等の支援 児童青少年課 97

★ 後新 102 公立保育園の民営化 児童青少年課 12

★ 新規 103 保育・教育の質の向上に向けた専門職の研修 児童青少年課 
子育て支援課 

13

②多様なニーズに応
じた保育サービス
を行います 

 104 一時保育の充実 子育て支援課 
児童青少年課 

98

 105 ショートステイ事業（子育て短期支援事業）の充
実 

子育て支援課 98

 106 保育ニーズの的確な把握 子育て支援課 
児童青少年課 

99

 107 幼稚園の預かり保育の充実 子育て支援課 99

 108 病児・病後児保育の充実 子育て支援課 99

３ 男女ともに子育
てに参加する社
会をつくる 

①男女共同参画社会
の推進をします 

 109 男女共同参画推進計画の推進 政策室 100

 110 啓発活動の推進 政策室 100

★ 111 仕事と生活の調和に向けた協働推進 政策室 
地域活性課 
子育て支援課 

25

 

★ 新規 112 市職員を対象とした保育実習や実地研修の充実 職員課 
児童青少年課 

26

★ 新規 113 ワーク・ライフ・バランスに関する周知 政策室 
子育て支援課 
地域活性課 

27

 

★ 新規 114 事業所への積極的な支援 政策室 
子育て支援課 
地域活性課 

28

 

★ 新規 115 市役所におけるワーク・ライフ・バランスの実践 職員課 29

②男性の子育てへの
参加を促進します

 116 男性の家庭教育・地域活動への参加の推進 児童青少年課 
健康推進課 

101

 117 父親向け子育て啓発冊子の配布 子育て支援課 101
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基本目標５ 子どもや子育て家庭が安心して生活できる社会にします 

主要課題 施策の⽅向 重点
施策

関連事業  
No. 事業名 担当課 ⾴ 

１ 子どもたちの安
全を確保する 

①子どもの交通安全
対策を推進します

 118 交通安全教育の推進 道路交通課 
指導室 
児童青少年課 

102

 119 通学路の安全対策の推進 学校教育課 
道路交通課 
整備課 

103

 120 交通安全施設の設置の推進 道路交通課 103

②子どもの防犯対策
を推進します 

 121 犯罪等に関する情報の提供 安心安全課 104

 122 「こどもかけこみ 110 番」活動の支援 社会教育課 104

 123 防犯パトロール活動の推進 安心安全課 
学校教育課 
指導室 

105

③子どもの防災教育
を推進します 

 新規 124 防災教育の推進 安心安全課 
指導室 

106

２ 子どもの虐待防
止と被虐待児の
立ち直りを支援
する 

①児童虐待防止のた
めの体制を強化し
ます 

 125 子ども家庭支援ネットワークの強化 子育て支援課 
健康推進課 

107

 126 ドメスティック・バイオレンス等への相談対応
の充実 

子育て支援課 107

 127 児童虐待についての市民への啓発 子育て支援課 
健康推進課 

108

３ 障がいのある子
どもと家庭への
支援を充実する 

①相談・療育事業を充
実します 

★ 128 地域療育システムの構築 福祉相談課 
高齢障がい課 
子育て支援課 
健康推進課 
指導室 
学校教育課 

18

19

 

★ 後新 129 「児童発達支援センター（仮称）」の創設 高齢障がい課 
福祉相談課 
健康推進課 

子育て支援課 
政策室 

20

21

 後新 130 発達障がいの子どもへの支援の充実と体制整備 高齢障がい課 
福祉相談課 
健康推進課 
子育て支援課 

109

110

 131 乳幼児発達健康診査の充実 健康推進課 
福祉相談課 

111

★ 132 相談事業の充実 健康推進課 
子育て支援課 
児童青少年課 
福祉相談課 

16

17

 

 133 早期療育訓練事業の推進 高齢障がい課 111

★ 134 就学相談等の推進 学校教育課 22
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主要課題 施策の⽅向 重点
施策

関連事業  
No. 事業名 担当課 ⾴ 

 
つづき） 

３ 障がいのある子
どもと家庭への
支援を充実する 

②特別支援教育に取
り組みます 

 135 特別支援教育の推進 指導室 
学校教育課 

112

 136 就学支援計画の作成 指導室 112

 137 発達障がいのある児童・生徒への取組み 指導室 113

 138 都立特別支援学校等との連携の推進 指導室 
学校教育課 

113

 139 都立特別支援学校、本市小中学校における交流
及び共同学習の促進 

指導室 114

③ 在宅支援を充実し
ます 

 新規 140 障がい福祉サービスの充実 高齢障がい課 
福祉相談課 

115

 新規 141 児童発達支援及び放課後等デイサービスの充実 高齢障がい課 
福祉相談課 

116

 142 児童育成手当（障がい）の支給 子育て支援課 116

 143 特別児童扶養手当の支給 子育て支援課 116

４ ひとり親家庭等
への支援を充実
する 

①相談事業の充実を
推進します 

 144 ひとり親家庭相談事業の充実 子育て支援課 117

②ひとり親家庭への
支援サービスの充
実を図ります 

 145 ひとり親家庭支援策の周知 子育て支援課 118

 146 母子家庭等の自立を支援する事業等の促進 子育て支援課 118

 147 母子及び父子福祉資金貸付 子育て支援課 118

 148 母子生活支援施設事業 子育て支援課 118

 149 ひとり親家庭ホームヘルプサービス 子育て支援課 118

 150 ひとり親家庭医療費助成 子育て支援課 119

 151 児童扶養手当の支給 子育て支援課 119

 152 児童育成手当の支給 子育て支援課 119

５ 子育て家庭への
経済的支援を推
進する 

①子ども関係手当制
度の推進を図りま
す 

 153 児童手当の支給 子育て支援課 120

 154 私立幼稚園児に対する補助金の支給 子育て支援課 120

 155 就学援助費の支給 学校教育課 120

 156 奨学資金の支給 学校教育課 120
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３ 評価の方法等と決定のプロセス 

◆評価の方法と決定までのプロセス 

 この報告書では、子育て応援プランの全事業について、重点施策の関連事業とそれ以外

の事業とを分けて評価しています。 
※重点施策及びその関連事業は、子育て応援プラン策定の際、狛江市子ども・子育て会議（以下「子育て

会議」）において検討を重ね、最終的に市として決定したもので、市が重点的・優先的に取り組むべき施策

として掲げたものです。 

 

（１）重点施策の関連事業 

 重点施策については、「こまえ子育て応援プラン・実施計画」として年度ごとに具体的な

計画を策定しています。したがって、今年度は平成 28 年度の計画に対して、実績がどの

程度達成されているのかを評価しました。 

（２）（１）以外の全事業 

 重点施策以外の事業については、前年度実績（平成 27 年度実績）があることから、前

年度と比較してどの程度進捗したかを評価しました。 

 

また具体的な評価は、各事業担当課において行い、狛江市子ども・子育て支援事業計画

庁内委員会（以下「庁内委員会」）を通して取りまとめました。その後、子育て応援プラン

等の進捗を管理する子育て会議において意見をいただいた上で、最終的に狛江市子ども・

子育て支援事業計画推進本部（以下「推進本部」）を経て、市として確定しました。 

 

 平成 29 年４～５月 事業担当課ごとに評価・確認 

           庁内委員会にて評価等の検討 

        ６月 子育て会議にて評価等の検討 

        ７月 庁内委員会にて、子育て会議での意見等を踏まえた評価等の検討 

        ８月 子育て会議にて、平成 28 年度実績及び評価（案）の決定 

10 月 推進本部にて平成 28 年度進捗状況報告書（案）の検討・決定 

  

◆評価基準 

評価基準 重点施策 
重点施策以外 

評価内容 前年度比※ 

Ａ 
達成 

達成できた 進捗している １倍超 

Ｂ 
達成に近い 

かなり進み、達成に近い 現状維持 0.8 倍以上１倍未満

Ｃ 
未達成に近い 

あまり進まず、未達成に近い あまり進捗していない 0.5 倍以上 0.8 未満

Ｄ 
未達成 

ほとんどあるいは全く進まず、達成できない まったく進捗していない 0.5 倍未満 

※具体的な数値目標がある場合の評価方法 
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◆評価結果 

 平成 28 年度の評価結果は、以下のとおりとなりました。 

「達成」と「達成に近い」が全体のほとんどを占めており、概ね前年度からの進捗が見

られます。しかしながら、わずかではありますが、「未達成に近い」または「未達成」の事

業もあります。今後、庁内委員会等を通して取組み状況を確認しながら、最終目標の達成

を目指します。 

 

 

 

 

  

 

 

※１つの事業に複数の担当課があるものもあるため、事業数の合計と評価の合計は一致しない。 

※隔年実施の事業など実施予定のなかった事業については、評価できないため「 」と表記している。 

 

４ 重点施策の関連事業における平成 28 年度実績と評価 

◆表の見方 

 

【学童保育所・小学生クラブ等の充実】 

 

 

A

A

平成27年度実績 評価

　学童クラブ需要の大幅な増加により、平成27年４月１日現在、待機児童は71名となっています。
　学童クラブの定員拡大のため、平成28年度に向けて、民設民営の学童クラブ（定員40名）を誘致しました。ま
た、和泉児童館改築工事の際に定員拡大（定員50名→60名）を見越した設計としました。
　さらに、学童クラブを設置する予定の（仮称）北部児童館について、平成31年度開設にむけて借地契約を締結し
ました。

評価

・和泉小学生クラブの
定員増を図る

・新設学童クラブとし
てこどもクラブを開設

・学童保育所の定員拡
大の検討

・放課後クラブの設置
拡大の検討 ・放課後クラブ基本設

計、実施設計

27年度 28年度 29年度 30年度

・学童保育所の定員拡
大の検討

・民間事業者の誘致等
による学童クラブの新
設を検討

・放課後クラブの設置
拡大の検討

31年度 担当課

　学童クラブ需要の大幅な増加により、平成28年４月１日現在、待機児童は78名となっています。
　学童クラブの定員拡大のため、平成28年度より、民設民営のこどもクラブ（定員40名）を開設しました。また、
和泉児童館で実施の和泉小学生クラブの定員を拡大しました（定員50名→60名）。
　さらに、学童クラブを設置する予定の（仮称）北部児童館について、基本設計を実施し利用者の意見を聴くため児
童館フォーラムや青少年会議を開催し、利用者や参加者の意見を募りました。
　また、一小放課後クラブの拡充の検討や五小放課後クラブの移設・拡充に向けて調整をしました。

平成28年度実績

事業ＮＯ．
事業名

　 ＜36＞

学童保育所・小
学生クラブ等の
充実

・学童保育所、放課後
クラブの定員見直し

・放課後クラブ新設工
事

・岩戸児童センター改
修工事

・一支援単位40人以
下の体制実施

・北部地域に児童館を
新設し、学童クラブを
開設

・放課後クラブ新設等

・小学生クラブ定員拡
大

児童青少年課

評価 重点施策の関連事業 重点施策以外の事業 

A 29 79 

B 26 119 

C １ 2 

D ０ ２ 

計 56 202 

 

平成 27 年度の 

実績と評価 

平成 28 年度の 

実績と評価 

最終年度までの各年度における計画 



1 待機児解消と⼦育て⽀援施設の充実
【学童保育所・⼩学⽣クラブ等の充実】

A

A

平成27年度実績 評価

　学童クラブ需要の大幅な増加により、平成27年４月１日現在、待機児童は71名となっています。
　学童クラブの定員拡大のため、平成28年度に向けて、民設民営の学童クラブ（定員40名）を誘致しまし
た。また、和泉児童館改築工事の際に定員拡大（定員50名→60名）を見越した設計としました。
　さらに、学童クラブを設置する予定の（仮称）北部児童館について、平成31年度開設にむけて借地契約
を締結しました。

評価

・和泉小学生クラブ
の定員増を図る

・新設学童クラブと
してこどもクラブを
開設

・学童保育所の定員
拡大の検討

・放課後クラブの設
置拡大の検討

・放課後クラブ基本
設計、実施設計

27年度 28年度 29年度 30年度

・学童保育所の定員
拡大の検討

・民間事業者の誘致
等による学童クラブ
の新設を検討

・放課後クラブの設
置拡大の検討

31年度 担当課

　学童クラブ需要の大幅な増加により、平成28年４月１日現在、待機児童は78名となっています。
　学童クラブの定員拡大のため、平成28年度より、民設民営のこどもクラブ（定員40名）を開設しまし
た。また、和泉児童館で実施の和泉小学生クラブの定員を拡大しました（定員50名→60名）。
　さらに、学童クラブを設置する予定の（仮称）北部児童館について、基本設計を実施し利用者の意見を聴
くため児童館フォーラムや青少年会議を開催し、利用者や参加者の意見を募りました。
　また、一小放課後クラブの拡充の検討や五小放課後クラブの移設・拡充に向けて調整をしました。

平成28年度実績

事業ＮＯ．
事業名

　 ＜36＞

学童保育所・
小学生クラブ
等の充実

・学童保育所、放課
後クラブの定員見直
し

・放課後クラブ新設
工事

・岩戸児童センター
改修工事

・一支援単位40人以
下の体制実施

・北部地域に児童館
を新設し、学童クラ
ブを開設

・放課後クラブ新設
等

・小学生クラブ定員
拡大

児童青少年課
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【保育園等の施設整備】

児童青少年課

B

B

担当課

子育て支援課

A

A

評価

　認定こども園１園（定員117人）の整備を進め、平成28年４月１日に開園しました。

平成27年度実績 評価

　ベネッセ狛江南保育園の開設により定員64名を拡大しました。
　また、平成28年４月開設に向けて宮前保育園の民営化、小規模保育事業２ヵ所の整備を進めましたが、
待機児解消には至りませんでした。（待機児数　平成27年４月１日；175名、平成28年４月１日；142
名）

評価

　宮前保育園の民営化（認可保育園１園）、小規模保育事業２所の開園により定員50名を拡大しました。
　また、平成29年４月開設に向けて和泉保育園の民営化、認可保育園３園、小規模保育事業１所の整備を
進めましたが、待機児解消には至りませんでした。（待機児数　平成28年４月１日；142名、平成29年４
月１日；98名）

平成27年度 平成28年度

29年度 30年度 31年度 担当課
事業ＮＯ．

事業名
27年度 28年度

評価

平成29年度 平成30年度 平成31年度

・狛江市待機児対策
推進本部の設置

・狛江市待機児対策
推進本部の検討結果
及びこまえ子育て応
援プランのローリン
グ結果に基づいた保
育施設整備

・平成28年度新規開
園の私立認定こども
園設置準備

・私立認定こども園
開園

平成28年度実績

　平成28年４月１日に狛江市初となる認定こども園「パイオニアキッズ西野川園」を開園しました。保護
者の就労の有無に関わらず、就学前の子どもに幼児教育・保育を提供しました。

・宮前保育園民営化
に伴う定員拡大

・小規模保育事業２
所の開設による定員
拡大

・狛江市待機児対策
推進本部において待
機児解消策の検討

　 ＜96＞

保育園等の施
設整備

・認可保育園3か所
開園

・和泉保育園民営化
に伴う定員拡大

・小規模保育１か所
開園

・認可保育園1か所
開園

・認可保育園1か所
開園

平成28年度実績

平成27年度実績
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【公⽴保育園の⺠営化】

評価

A

評価

A

平成27年度実績

　宮前保育園において、在園児への負担を最小限に抑えることや民営化移行後も当該園の保育内容を引き続
き運営法人が実施することができることを目的として１年間の引継保育を実施するとともに、前年度から継
続設置している三者協議会を計７回開催しました。
　和泉保育園においては、在園児保護者委員を含む運営法人選定委員会を設置し、民営化保育園の運営法人
を選定しました。また、10月には三者協議会を設置し、計６回の協議を行い、和泉保育園民営化移行計画
等を策定しました。

担当課

児童青少年課

27年度 30年度 31年度
事業ＮＯ．

事業名
29年度28年度

平成28年度実績

　宮前保育園の民営化保育園であるめぐみの森保育園が４月１日に開園しました。また、継続して設置して
いる三者協議会を計４回開催しました。
　和泉保育園において、在園児への負担を最小限に抑えることや民営化移行後も当該園の保育内容を引き続
き運営法人が実施することを目的として１年間の引継保育を実施するとともに、前年度から継続設置してい
る三者協議会を計６回開催しました。

＜後新102＞

公立保育園の
民営化

・（仮称）狛江市立
保育園民営化検証委
員会の設置

・宮前保育園引継保
育の実施

・宮前保育園三者協
議会の継続開催

・和泉保育園民営化
に係る保育園運営法
人の決定

・和泉保育園民営化
移行計画の策定

・和泉保育園三者協
議会の設置及び開催

・宮前保育園民営化
に係る保育園「めぐ
みの森保育園」開園

・宮前保育園三者協
議会の継続開催
（三者協議会で同意
があった場合は解
散）

・民営化移行後アン
ケート（宮前）

・和泉保育園引継保
育の実施

・和泉保育園三者協
議会の継続開催

・民営化移行後アン
ケート（和泉）

・和泉保育園民営化
に係る保育園開園

・和泉保育園三者協
議会の継続開催
（三者協議会で同意
があった場合は解
散）
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【保育・教育の質の向上に向けた専⾨職の研修】

児童青少年課

評価

A

評価

A

担当課

子育て支援課

評価

B

評価

B

2 ⼦育て⽀援⼈材の発掘と活⽤ 
【潜在的⼈材の掘り起こし】

子育て支援課

評価

B

評価

B

平成27年度実績

　幼稚園協会主催による合同研修の実施、また外部主催の研修等への参加により、教員等の質の向上に繋げ
ました。

　私立幼稚園教職員に対する研修費等の補助により、私立幼稚園による合同研修の実施、外部主催の研修へ
の参加に繋げることで、教員等の質の向上を図りました。

＜新規103＞

保育・教育の
質の向上に向
けた専門職の
研修

平成28年度実績

　市内保育施設の職員を対象として公立保育園主催の研修会を７回開催し、保育の質の向上を図りました。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

・前年度の検討内容
を踏まえた研修の実
施、支援

担当課

平成28年度実績

・既存の研修内容等
の把握と必要性の検
討

・外部研修等の情報
提供

・研修費等の補助

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度

・市内保育施設職員
等を対象とした市立
保育園主催の研修の
実施

31年度

平成27年度実績

　市内保育施設の職員を対象として公立保育園主催の研修会を６回開催し、保育の質の向上を図りました。

30年度29年度

「（仮称）子育てボ
ランティア講座」の
見直し

30年度 31年度

　 ＜44＞

潜在的人材の
掘り起こし

事業ＮＯ．
事業名

平成27年度実績

　「子育てボランティア講座」の過去５年間の参加人数・アンケート結果等について整理し、新たな子育て
ボランティア講座についての検討準備を行いました。
　また、東京都主催の「子育て支援員研修」の周知を行い、人材の発掘に取り組みました。

　潜在的な人材を掘り起こすため、既存の「子育てボランティア講座」を見直し、新たな「子育てボラン
ティア講座」について検討しました。
　また、東京都主催の「子育て支援員研修」の周知を行い、人材の発掘に取り組みました。

担当課

平成28年度実績

27年度 28年度 29年度

 
・「子育てボラン
ティア講座」の受講
状況等の把握

・子育て支援員研修
を踏まえ、「子育て
ボランティア講座」
の活用を検討

・子育て支援員研修
のＰＲ

・新たな「（仮称）
子育てボランティア
講座」の開催

「（仮称）子育てボ
ランティア講座」の
検証
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３ ⼦ども家庭⽀援センターの充実
【⼦ども家庭⽀援センターの充実】

評価

A

評価

A

政策室

評価

評価

A

27年度

平成27年度実績

28年度 29年度

・子ども家庭支援セ
ンターの機能拡充に
向けた検討

平成28年度実績

事業ＮＯ．
事業名

子育て支援課

31年度 担当課

担当課

・現状の子ども家庭
支援センターの把握

・子ども家庭支援セ
ンターの機能整理

　子ども家庭支援センターの虐待対策ワーカーを中心に、子どもの相談対応を行いました。
　また、児童相談所等関係機関との定例ケース会議をはじめ、個別ケース会議等に積極的に参加し、情報共
有を行うことで、各関係機関との連携を図るとともに、毎月スーパーバイザーを招いて、困難ケースの検討
を行い、相談対応力の強化に努めました。
　一時保育、ショートステイ、育児支援ヘルパー等の「子ども家庭在宅サービス事業」の充実にも努めまし
た。
　子ども家庭支援センター、児童発達支援センター、教育研究所の３つを統合する「子育て・教育支援複合
施設」の整備決定に合わせて、機能拡充に向けた検討を行いました。

・「子育て・教育支
援複合施設」※基本
設計

・「子育て・教育支
援複合施設」実施設
計

・「子育て・教育支
援複合施設」新設工
事

27年度

平成27年度実績

　子ども家庭支援センターの虐待対策ワーカーを中心に、子どもの相談対応を行いました。
　また、児童相談所等関係機関との定例ケース会議をはじめ、個別ケース会議等に積極的に参加し、情報共
有を行うことで、各関係機関との連携を図るとともに、毎月スーパーバイザーを招いて、困難ケースの検討
を行い、相談対応力の強化に努めました。
　あわせて一時保育、ショートステイ、育児支援ヘルパー等の「子ども家庭在宅サービス事業」の充実にも
努めました。
　また、子ども家庭支援センターの機能整理を行うため、他市子ども家庭支援センターの視察を行いまし
た。

29年度 30年度

　 ＜33＞

子ども家庭支
援センターの
充実

28年度

平成28年度実績

30年度 31年度

　関係課長で構成する狛江市公共施設整備計画改定検討委員会での検討を経て、子ども家庭支援センターを
移転し、児童発達支援センター（仮称）及び教育研究所と一体化を図り、子育て・教育支援複合施設を整備
することを決定しました。
　なお、岩戸児童センターの改修から子育て・教育支援複合施設が完成するまでは、子ども家庭支援セン
ターをあいとぴあセンター内に一時的に移転することとしました。

・公共施設整備計画
の見直しの中で、子
ども家庭支援セン
ターの移転場所の検
討・決定
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４ ⼦育て⽀援の連携機会づくり
【「⼦育て⽀援推進会議(仮称)」の設置】

子育て支援課

評価

B

評価

Ｃ

30年度 31年度

　先進市の取組みを調査するなど会議体の設置に向けた検討を行いましたが、具体的な検討には至りません
でした。情報交換等を目的とした地域住民による会議体等について、庁内関係部署に聞き取りを行いました
が、地域の課題を吸い上げるような仕組みはなく、マンパワーの問題からもこれ以上の役割を持たせること
が難しいとの結論に至りました。そこで、他市で同様の取組みがないかについても調査を行ったところ、春
日部市が同様の会議体を設置していることから視察の調整を行いました。29年度の春日部市での調査結果
等を踏まえて、引き続き具体化に向けた検討を進めていきます。

 　＜43＞

「子育て支援
推進会議(仮
称)」の設置

平成27年度実績

　情報交換等を目的とした地域住民による会議体、または類似の会議体の有無について、庁内関係課から聞
き取りを行うことで、現状把握を行いました。

平成28年度実績

　
・地域の情報交換等
を行う場について現
状把握
（情報交換等を目的
とした地域住民によ
る会議体、または類
似の会議体の有無な
ど）

・モデル区域の検討
　「子育て支援推進
会議（仮称）」の設
置検討（構成メン
バー等）

・「子育て支援推進
会議（仮称）」の設
置、運営

・「子育て支援推進
会議（仮称）」の検
証
（運営における課題
整理等）

・モデル以外の「子
育て支援推進会議
（仮称）」の設置、
検討

28年度 29年度事業ＮＯ．
事業名

27年度 担当課
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５ 出⽣から学齢までの⼀貫した療育システムの構築の検討 
【相談事業の充実】

健康推進課

評価

A

評価

A

担当課

子育て支援課

評価

B

評価

B

担当課

児童青少年課

評価

A

評価

A

　＜132＞

相談事業の充
実

　出産や育児で不安やストレスを感じている妊婦や母親を対象とした相談「ママの気持ち」を実施しまし
た。平成28年度は、年間11回開催し、延べ相談件数は21件でした。
　一件ごとの相談対応の中で、問題点を把握し、整理するための助言と改善に向け他機関との連携に努め
るとともに、次年度から乳幼児健診などの検診機会を利用して、アンケートを取るなどにより相談ニーズ
の把握を図ることこととしました。

平成27年度実績

　公立保育園及び私立保育園で、心理、言語聴覚、作業療法の専門家による巡回指導を、公立保育園では
各園ごとに年間延べ５回、私立保育園では各園ごとに年間延べ２回実施し、保育の質の向上を図りまし
た。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

平成28年度実績

 私立幼稚園３園を対象に巡回事業を７回、保護者向けの講演会を４回実施しました。

平成28年度実績

　公立保育園・私立保育園及び認定こども園で、心理、言語聴覚、作業療法の専門家による巡回指導を、
公立保育園及び民営化保育園は各園ごとに年間延べ５回、私立保育園及び認定こども園では各園ごとに年
間延べ３回実施し、保育の質の向上を図りました。

29年度 30年度

平成27年度実績

　出産や育児で不安などを感じている妊婦や母親を対象に相談を行うママの気持ちを実施しました。（年
間12回、延べ相談件数26件）
　一件ごとの相談対応の中で、問題点の把握とそれを踏まえた解決への連携、きっかけづくりを進めまし
た。

27年度

・市立保育園、私立
保育園等での巡回相
談の実施

・市立保育園での巡
回相談の実施

・私立保育園での巡
回相談の拡充

・認定こども園での
巡回相談の実施（新
規）

・私立保育園での巡
回相談の実施

28年度

・相談件数、内容の
把握と課題の整理

・相談事業のあり方
の検討

31年度

・検討結果に基づく
相談事業の実施

・私立幼稚園での巡
回相談の実施

・私立幼稚園での巡
回相談の回数の拡大

・私立幼稚園での巡
回相談の回数の拡大

平成27年度実績

　私立幼稚園３園を対象に巡回事業を５回、保護者向けの講演会を３回実施しました。

担当課

平成28年度実績

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
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評価

B

評価

B

担当課

   ＜132＞

相談事業の充
実

27年度 28年度 29年度

　サポートブックの作成を行い、関係機関への周知、児童発達支援や放課後等デイサービス利用者には訪
問の際などに配布しました。（128再掲）
　障害児支援利用援助が支給決定されている場合は相談支援専門員や関係機関と、セルフプランの場合は
事業所や必要に応じて医療機関と連絡を取り合い、福祉サービスの支給決定を行いました。

30年度 31年度

平成28年度実績

福祉相談課

・支援の必要な子ど
もについて、気軽に
相談できる窓口への
改善

・児童発達支援事業
所、放課後等デイ
サービス事業所等と
の緊密な連携

・サービス等利用計
画に沿った福祉サー
ビスの支援

・ケースワーカーを
中心とした子ども、
保護者、各関係機関
との調整

・サポートブックの
作成と配布

・サポートブックの
配布・活用

平成27年度実績

　サポートブックの作成を行い、関係機関への周知、児童発達支援や放課後等デイサービス利用者には訪
問の際などに配布しました。（128再掲）
　サービス等利用計画が入っている場合は相談支援専門員や関係機関と、セルフプランの場合は事業所と
連絡を取り合い、福祉サービスの支給決定を行いました。
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【地域療育システムの構築】

福祉相談課

評価

B

評価

B

担当課

高齢障がい課

評価

B

評価

Ａ

担当課

子育て支援課

評価

B

評価

A

平成27年度実績

　サポートブックの作成を行い、関係機関や児童発達支援や放課後等デイサービスの利用者に対して配布
しています。
　また、市ＨＰからも印刷が出来るように掲載しています。
　ケースワーク業務を通じて、療育体制の把握と利用者の状況把握に努めました。

平成27年度実績

　市民福祉推進委員会障がい小委員会において、ぱるの職員からの事業説明を受け、市内の療育の状況を
まとめた資料をもとに、地域療育に関する検討を行いました。庁内の担当部署の情報共有のための会議を
行うなど、「あり方検討委員会」設置のための準備を行いました。

平成27年度実績

28年度 29年度 30年度 31年度

　教育研究所や保育園、学校等の関係機関と連携し、配慮が必要な子どもとその家庭を把握し、必要に応
じた支援を行いました。
　また、庁内関係課と打ち合わせを行い、各課の現状を把握するなど、一貫した地域療育システムのあり
方を検討するための準備を行いました。

平成28年度実績

　子ども・子育て会議に一貫した地域療育システムのあり方検討部会を設置し、市の発達支援の現状と課
題から必要な取組みについて整理・検討を行いました。（開催回数４回）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

・地域療育システム
における課題検証

・現状の療育体制の
把握

・あり方検討委員会
設置検討（事務局体
制、構成メンバー
他）

・一貫した地域療育
システムのあり方検
討部会設置

・現状の問題点、課
題の把握のための調
査（関係機関、保護
者等含む）

・先進都市の視察調
査

・地域療育システム
構想（案）策定

・地域療育システム
構築、運用

・子ども家庭支援セ
ンターから療育への
「つなぎ」について
検証

平成28年度実績

　子ども・子育て会議に一貫した地域療育システムのあり方検討部会を設置し、市の発達支援の現状と課
題から必要な取組みについて整理・検討を行いました。（開催回数４回）

27年度

・一貫した地域療育
システムのあり方検
討部会への参画

・先進都市の視察調
査

・ケースワーカーの
視点から狛江のある
べき療育システムに
おけるケースワー
カーの役割の確立

・現状の療育体制の
把握

・あり方検討委員会
設置の検討（事務局
体制、構成メンバー
他）

・一貫した地域療育
システムのあり方検
討部会設置

・現状の問題点、課
題の把握のための調
査
（関係機関、保護者
等含む）

・先進都市の視察調
査

・地域療育システム
構想（案）策定

・地域療育システム
構築、運用

平成28年度実績

　サポートブックを児童発達支援や放課後等デイサービス利用者に対して、新規相談時や更新時期に配布
しました。また、特別支援学校等の説明会で個別配布したほか、事業者に対しても、チラシ配布を行った
り、相談支援専門員に対し、周知を図りました。
　ケースワーク業務においては、現在の療育体制の把握と利用者の医療機関等も含めた情報把握に努め、
あり方検討部会への参画や先進自治体の視察を行いました。

　＜128＞

地域療育シス
テムの構築

担当課事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

・現状の療育体制の
把握
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担当課

評価

B

評価

B

担当課

指導室

評価

B

評価

B

担当課

学校教育課

評価

B

評価

B

平成28年度実績

平成27年度実績

　「就学支援シート」を活用するとともに各小・中学校において、特別支援教育コーディネーターを中心
に、校内委員会を年間複数回実施し、継続して児童・生徒を観察することで適切な指導につなげました。

平成27年度実績

　小学校就学を控え、特別な支援を必要とする児童や予め留意事項を就学先の学校に伝えたい児童を対象
として、就学支援シートを広く周知し、提出されたシートを学校へ引き継ぎました。また、就学支援シー
トの受付時期に備え、保育園・幼稚園・教育研究所・ぱる等に制度の趣旨を伝えるとともに記入の協力を
依頼しました。平成27年度提出数53人

　「一貫した地域療育システムのあり方検討部会」の検討報告書の作成に協力しました。
　小学校就学を控え、特別な支援を必要とする児童や予め留意事項を就学先の学校に伝えたい児童を対象
として、就学支援シートを広く周知し、提出されたシートを学校へ引き継ぎました。また、就学支援シー
トの受付時期に備え、保育園・幼稚園・教育研究所・ぱる等に制度の趣旨を伝えるとともに記入の協力を
依頼しました。平成28年度提出数61人

・現状の療育体制の
把握

・就学支援シートの
活用方法の検討

・一貫した地域療育
システムのあり方検
討部会への参画

・先進都市の視察調
査

平成28年度実績

　「就学支援シート」及び「学校生活支援シート（個別の教育支援計画）」を活用するとともに各小・中
学校において、特別支援教育コーディネーターを中心に、教育研究所とも連携を図りながら、校内委員会
を年間複数回実施し、継続して児童・生徒を観察することで適切な指導につなげました。
　子ども・子育て会議に設置した「一貫した地域療育システムのあり方検討部会」に参画し、市の発達支
援の現状と課題、それに対する必要な取組みについて整理検討を行いました。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

・地域療育システム
における母子保健事
業の実施

　子ども・子育て会議に設置した「一貫した地域療育システムのあり方検討部会」に参画し、市の発達支
援の現状と課題、それに対する必要な取組みについて整理の検討を行いました。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

平成27年度実績

　現状の療育システムを活用した、教育や保育園、療育施設等との連携と利用者の状況把握に努めまし
た。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

・現状の療育体制の
把握

・一貫した地域療育
システムのあり方検
討部会への参画

・先進都市の視察調
査

・個別の指導計画の
見直し

・個別の指導計画の
活用

・個別の指導計画の
検証

・現状の療育体制の
把握

・一貫した地域療育
システムのあり方検
討部会への参画

・先進都市の視察調
査

平成28年度実績

健康推進課

　＜128＞

地域療育シス
テムの構築
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【「児童発達⽀援センター（仮称）」の創設】

評価

B

評価

Ａ

担当課

福祉相談課

評価

C

評価

B

担当課

健康推進課

評価

B

評価

B

平成27年度実績

　近隣の発達支援センターの状況等を調べるとともに、現状の療育体制の把握を進めました。あり方検討
委員会設置に向け、会議の方向性等について関係主管課と検討しました。

平成27年度実績

　日常のケースワーク業務からの課題は出てきていましたが、機能やあり方についての意見を集約するに
は至りませんでした。今後地域療育システムのあり方検討委員会の中で、現場としての意見を伝えていき
ます。

　子どもの成長のステージにおいては、相談支援体制も含めて分断された支援体制ではなく、それぞれの
ステージごとに重なる部分を増やすことが重要であり、ステージごとに主体となる関係機関同士を繋ぐ役
割が、センターの重要な機能の一つであると、現場の意見として検討部会へ提出するとともに、検討部会
にも出席しました。

27年度

29年度 30年度 31年度

28年度 29年度 30年度

平成28年度実績

　既存の相談事業（いるか・くじらグループ、ことばの相談等）の安定的な運営を図り、新制度開始時体
系的に整理できるよう検討を加えました。子ども・子育て会議に設置した「一貫した地域療育システムの
あり方検討部会」に参画し、児童発達支援センターに必要な機能等の検討を行いました。

平成27年度実績

　相談事業（いるか・くじら教室、ことばの相談等）の体系的及び安定的な運用について、実施をしなが
ら検討を加えました。

平成28年度実績

　子ども・子育て会議に「一貫した地域療育システムのあり方検討部会」を設置し、４回の部会を開催
し、児童発達支援センターに必要な機能等の検討を行いました。

平成28年度実績

31年度

・関係部署での庁内
検討会議の実施によ
る現状の把握及び課
題の整理

・一貫した地域療育
システムのあり方検
討部会における検討

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 担当課

28年度

・具体的な機能等を
検討するために関係
部署での庁内検討会
議を実施

・現状、保健、福
祉、教育の各部署で
行われている関係事
業を繋いだ一貫した
療育システムの構築
に向けた、課題の把
握及び整理

・一貫した地域療育
システムのあり方検
討部会における検討

・地域療育システム
構想（案）策定

・児童発達支援セン
ター（仮称）創設に
向けた検討

・「子育て・教育支
援複合施設」※基本
設計

高齢障がい課

・担当ケースワー
カーより、日常の業
務のケースワークの
中から、機能、あり
方について意見を集
約

・一貫した地域療育
システムのあり方検
討部会における検討

31年度

・「子育て・教育支
援複合施設」実施設
計

・「子育て・教育支
援複合施設」新設工
事

＜後新129＞

「児童発達支
援センター
（仮称）」の
創設

27年度
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担当課

子育て支援課

評価

B

評価

Ａ

担当課

政策室

評価

評価

A

平成27年度実績

　庁内関係課と打ち合わせを行い、各課の現状を把握するなど、一貫した地域療育システムのあり方を検
討するための準備を行いました。

　子ども・子育て会議に「一貫した地域療育システムのあり方検討部会」を設置し、児童発達支援セン
ター（仮称）に必要な機能について整理・検討を行いました。（開催回数４回）

30年度 31年度

・公共施設整備計画
の見直しの中で、児
童発達支援センター
（仮称）設置場所の
検討・決定

平成28年度実績

27年度

平成27年度実績

　

・関係部署での庁内
検討会議の実施によ
る現状の把握及び課
題の整理

・一貫した地域療育
システムのあり方検
討部会における検討

・地域療育システム
構想（案）策定

31年度29年度 30年度28年度

平成28年度実績

　関係課長で構成する狛江市公共施設整備計画改定検討委員会での検討を経て、児童発達支援センター
（仮称）を創設し、子ども家庭支援センター、教育研究所と一体化を図り、子育て・教育支援複合施設を
整備することを決定しました。

＜後新129＞

「児童発達支
援センター
（仮称）」の
創設

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度
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【就学相談等の推進】

学校教育課

評価

A

評価

A

6 インターネットを活⽤した情報発信機能「⼦育てポータルサイト」の充実
【広報紙・インターネット等による情報の提供・集約】

子育て支援課

評価

B

評価

B

平成27年度実績

　こまえ子育てねっとを中心に、幅広く子育てに資する情報を提供しました。情報の収集に当たっては、
子育て支援課内の情報のみならず、広く子育て関連の事業や催し物を行っている部署に聞き取りを行い、
幅広い記事を掲載しました。
　また、子育てポータルサイトの利用状況やSNSの活用状況について、委託業者からのアクセス件数等の
報告書により把握を行いました。

担当課

 　 ＜３＞

広報紙・イン
ターネット等
による情報の
提供・集約

　

・子育てポータルサ
イトの利用状況とＳ
ＮＳの活用状況等に
ついての現状把握と
分析

　

・子育てポータルサ
イト及びＳＮＳを活
用した情報発信

・市民活動・生活情
報誌「わっこ」を活
用した地域の子育て
情報の発信

　

・子育てポータルサ
イト及びSNSの利用
状況検証とそれを踏
まえた活用

平成28年度実績

　こまえ子育てねっとを中心に、幅広く子育てに資する情報を提供しました。情報の収集に当たっては、
子育て支援課内の情報のみならず、広く子育て関連の事業や催し物を行っている部署に聞き取りを行い、
幅広い記事を掲載しました。
　また、市民活動・生活情報誌「わっこ」を活用して、毎月地域の子育て情報を発信しました。

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

平成27年度実績

　就学相談に関する新たな情報提供方法について検討と調整を行い、平成28年度からは社会福祉協議会と
の共催で説明会を実施することが決定しました。就学支援シートについては、関係機関へ周知するととも
に、就学支援シートについての記事を市広報・ＨＰに掲載しました。
　就学相談の受付件数：118件
　　内訳
　　・小学校就学　37件
　　・小学校転学　48件
　　・中学校就学　28件
　　・中学校転学　5件
　また、多様化するニーズに対し、専門的見地からの助言も踏まえて就学先の判定を実施するための検討
と調整を行い、平成28年度からは就学支援委員会に医師と臨床心理士にアドバイザーとして参加してもら
うことが決定しました。

・就学支援委員会の
見直し

・新たな情報提供方
法の検討

・医師及び臨床心理
士の就学支援委員会
への出席

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 担当課

  ＜134＞

就学相談等の
推進

平成28年度実績

　就学相談に関する情報提供方法について社会福祉協議会との共催で説明会を実施。就学支援シートにつ
いては、関係機関へ周知するとともに、就学支援シートについての記事を広報・HPに掲載しました。
　就学相談の受付件数：113件
　　内訳
　　・小学校就学　38件
　　・小学校転学　41件
　　・中学校就学　26件
　　・中学校転学　８件

　平成28年度より就学支援委員会に精神科医・臨床心理士をアドバイザーとして参加してもらい、専門的
見地からの助言を参考に判定を実施しました。
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【⼦育てポータルサイトの充実】

子育て支援課

評価

B

評価

B

事業ＮＯ．
事業名

  ＜新規５＞

子育てポータ
ルサイトの充
実

　
・子育てポータルサ
イトの利用状況等現
状分析

　
・子育てポータルサ
イトの機能整理・統
合について検討

・子育てポータルサ
イトの再構築（設
計・構築）

・再構築後の子育て
ポータルサイトの利
用状況等検証

平成27年度実績

　子育てポータルサイトを通じて、各種の情報を迅速・正確に掲載し、子育て世代が必要な情報を容易に
取得できるよう努めました。
　「こまえ子育てねっと」では、相談システムのページ改修を行い、より相談しやすい環境づくりに努め
ました。「こまえパクパクぴーれ」については、市内在住の野菜ソムリエ（香月りささん）の特集ページ
を設けて、食育に関する記事を掲載しました。「こまえスマイルぴーれ」では、現役の子育て世代が記事
を執筆するサイトとして、より子育て世帯に身近な情報を収集・提供しました。
　また、子育てポータルサイトの利用状況やSNSの活用状況について、委託業者からのアクセス件数等の
報告書により把握を行うとともに、平成28年１月から、定期的に委託業者と打ち合わせを行い、サイトの
機能整理・統合の検討準備を行いました。

・子育てポータルサ
イトの内容充実

平成28年度実績

　子育てポータルサイトを通じて、各種の情報を迅速・正確に掲載し、子育て世代が必要な情報を容易に
取得できるよう努めました。
　また、子育てポータルサイトの再構築に向けて、委託業者との打ち合わせを行いながら、機能整理・統
合について検討を行いました。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 担当課
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7 ワーク・ライフ・バランスの推進
【乳幼児等とのふれあい体験機会の提供】

評価

B

評価

B

担当課

指導室

評価

ー

評価

B

・都教育委員会作成
の就学前教育プログ
ラムの活用を教務主
任会にて検討

・モデル校の成果を
普及

　各小学校において、児童と乳幼児等とのふれあい活動を実施したほか、中学校技術・家庭科家庭分野にお
ける乳幼児に関する学習の充実を図りました。
　都教育委員会作成の就学前教育プログラム及び就学前教育カンファレンスについて、各学校に情報提供を
行いました。

　中学校の技術・家庭科における保育実習を推進しました。

・小学校1校をモデ
ル校として指定

・都教育委員会作成
の就学前教育プログ
ラムを活用した交流
の実施

・岩戸児童センター
（小学生クラブ）に
おける乳幼児ふれあ
い体験事業の実施

・公立保育園等にお
ける中高生の職場体
験の受入れ

・市内保育園と市内
小学校の交流事業の
実施

・その他、ふれあい
体験事業等の検討

平成27年度実績

　児童館・児童センターでは、中学生による乳幼児活動の体験を継続して実施しました。
　また、小学生クラブでは在籍児童と乳幼児が触れ合う取組みを進めており、子育てひろばにおける保育体
験や乳幼児親子を対象とした縁日ごっこなどを行いました。
　公立保育園の５歳児クラスと小学生との交流事業を実施しました。
　中学生及び高校生の職場体験を公立保育園で実施しました。

29年度

事業ＮＯ．
事業名

28年度

27年度

    ＜93＞

乳幼児等との
ふれあい体験
機会の提供

平成27年度実績

平成28年度実績

31年度30年度

児童青少年課

29年度

平成28年度実績

27年度

　児童館・児童センターでは、中学生による乳幼児活動の体験を継続して実施しました。
　また、小学生クラブでは在籍児童と乳幼児が触れ合う取組みを進めており、子育て広場における保育体験
や乳幼児親子を対象とした縁日ごっこなどを行いました。
　公立保育園の５歳児クラスと小学生との交流事業を実施しました。
　中学生及び高校生の職場体験を公立保育園で実施しました。

担当課

30年度 31年度

28年度
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【仕事と⽣活の調和に向けた協働推進】

政策室

評価

B

評価

B

担当課

地域活性課

評価

A

評価

A

担当課

子育て支援課

評価

B

評価

A

　「多摩３市（狛江市、小金井市、国立市）男女共同参画推進共同研究会」で、平成27年12月に狛江市で
子育てフォーラムプレイベントとして講演「次代を担う子供たちのために親が知っておくべきこと」及び映
画上映を行いました。そして平成28年２月に小金井市で子育てフォーラム「仕事も家庭も楽しもう～ハイブ
リットな生き方～」を開催しました。また、啓発冊子「ENJOY子育て」を発行しました。
　国や都等作成の制度や取組み事例紹介のチラシを庁内ラック等にて配布、情報提供しました。

平成27年度実績

　国、都等が作成したパンフレット、冊子等を活用して配布、提供することで情報提供を行いました。
　また、東京都労働相談情報センターと共催でセミナーを実施（平成27年12月、平成28年２月）するとと
もに、ワーク・ライフ・バランスに関する市民向け講演会を平成28年度に実施するための準備を行いまし
た。

31年度

平成27年度実績

担当課

・狛江市男女共同参
画推進委員会の組織
強化

・ワーク・ライフ・
バランスの効果的な
広報活動等の検討

・他自治体との連携
の推進

・狛江市男女共同参
画推進委員会による
フォーラムの開催や
冊子の発行等を実施

・他自治体と連携し
た取組みの推進

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

29年度

平成28年度実績

　平成29年１月に狛江市男女共同参画推進委員会によるフォーラム「局アナパパの子育て奮闘記－地域の人
にも助けられて－」を開催しました。
　「多摩３市（狛江市、小金井市、国立市）男女共同参画推進共同研究会」主催の３市市民交流会を２回開
催し、「今考えたい男女共同参画」について幅広く意見交換を行いました。また、啓発冊子「今考えたい男
女共同参画」を発行しました。
　国や都等作成の制度や取組み事例紹介のチラシを庁内ラック等にて配布、情報提供しました。

・国や東京都等から
送付されるマザーズ
ハローワークや相談
窓口案内等のチラシ
の配布

・東京都労働相談情
報センター開催のセ
ミナーへの共催

・ワーク・ライフ・
バランスに関する市
民向け講演会の実施

30年度 31年度

　ワーク・ライフ・バランスについての専用ページ開設に向けて、他自治体のサイト等から情報を収集する
とともに委託事業者との打ち合わせを行い検討を進めました。
　また、地域活性課と連携し、ワーク・ライフ・バランスに関する講演会を実施しました。

　ワーク・ライフ・バランスについての専用ページ開設に向けて、情報収集及び委託事業者との打ち合わせ
を行いました。

27年度

27年度 28年度 29年度 30年度

平成28年度実績

　国、都等が作成したパンフレット、冊子等を活用して配布、提供することで情報提供を行いました。
　また、ワーク・ライフ・バランスに関する市民向け講演会を５月に実施いたしました。

28年度

平成28年度実績

   ＜111＞

仕事と生活の
調和に向けた
協働推進

・ワーク・ライフ・
バランスの具体的な
啓発方法を検討

・子育てポータルサ
イトの機能整理・統
合の中で、ワーク・
ライフ・バランスの
専用ページについて
検討

・地域活性課と連携
したワーク・ライ
フ・バランスに関す
る講演会の実施

・ワーク・ライフ・
バランスに関する専
用ページによる啓発

平成27年度実績
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【市職員を対象とした保育実習や実地研修の充実】

評価

A

評価

A

評価

A

評価

A

平成28年度実績

　児童青少年部に新規配属された職員4名を対象に公立保育園における保育実習を実施しました。

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度

31年度

・新規採用職員等を
対象とし、学童保育
所等における保育実
習を実施

＜新規112＞

市職員を対象
とした保育実
習や実地研修
の充実

担当課

職員課

児童青少年課

30年度 担当課

30年度 31年度

平成28年度実績

　新人の市職員13名を対象に学童保育所における実地研修を実施しました。

・所属部職員による
保育園実地研修を実
施

・市立学校教員の保
育園実地研修の受入
れ

27年度

平成27年度実績

　新人の市職員10名を対象に学童保育所における実地研修を実施しました。

平成27年度実績

　児童青少年部に新規配属された職員６名を対象に公立保育園における保育実習を実施しました。
公立小学校教諭の保育実習を公立保育園で実施しました。（延べ６名）

28年度 29年度

26



【ワーク・ライフ・バランスに関する周知】

政策室

評価

B

評価

B

子育て支援課

評価

A

評価

A

地域活性課

評価

A

評価

A

担当課

担当課

30年度

平成27年度実績

　子育てサイト内にワーク・ライフ・バランスの専用ページ開設に向けて、情報収集及び委託事業者との打
ち合わせ等を行いました。
　また、市民活動・生活情報誌「わっこ」に育児休業の記事を掲載し、ワーク・ライフ・バランスの重要性
について周知を行いました。

平成27年度実績

　「多摩３市（狛江市、小金井市、国立市）男女共同参画推進共同研究会」等によるワークライフバランス
に関するフォーラムや啓発冊子等の取組みを子育てポータルサイトに掲載し、情報発信を行いました。

31年度27年度

　ワーク・ライフ・バランスに関するフォーラムや啓発冊子等の取組みを子育てポータルサイトに掲載し、
情報発信を行いました。

平成27年度実績

　国、都等が作成したパンフレット、冊子等を活用して配布、提供することで情報提供を行いました。

・ワーク・ライフ・
バランスに関する専
用ページの利用状況
等分析及び改善

・ワーク・ライフ・
バランスに関する専
用ページの構築、運
用

・ワーク・ライフ・
バランスについての
情報収集とコンテン
ツの充実

・市民活動・生活情
報誌「わっこ」に育
児休業の記事を掲載

31年度

30年度

・子育てポータルサ
イトの機能整理・統
合の中で、ワーク・
ライフ・バランスの
専用ページについて
検討

・ワーク・ライフ・
バランスに関する情
報収集とコンテンツ
整理
　

平成28年度実績

27年度

・子育てポータルサ
イトの活用方法の検
討

・効果的な周知方法
の検討

28年度 29年度

事業ＮＯ．
事業名

担当課28年度

・子育てポータルサ
イトを活用し積極的
な情報発信を実施
（効果的な周知方法
の実施）

29年度

＜新規113＞

ワーク・ライ
フ・バランス
に関する周知

　国、都等が作成したパンフレット、冊子等を活用して配布、提供することで情報提供を行いました。

平成28年度実績

・国や東京都等から
送付されるマザーズ
ハローワークや相談
窓口案内等のチラシ
の配布

平成28年度実績

31年度

27年度 28年度 29年度 30年度

　ワーク・ライフ・バランスについての専用ページ開設に向けて、他自治体のサイト等から情報を収集する
とともに委託事業者との打ち合わせを行い検討を進めました。
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【事業所への積極的な⽀援】

政策室

評価

B

評価

B

子育て支援課

評価

－

評価

B

地域活性課

評価

A

評価

A

担当課

27年度 28年度 29年度 30年度

平成27年度実績

　子育てサイト内にワーク・ライフ・バランスの専用ページ開設に向けて、情報収集及び委託事業者との打
ち合わせ等を行いました。

29年度

31年度

＜新規114＞

事業所への積
極的な支援

31年度

平成28年度実績

　幅広い啓発活動のため、関係課と連携し、市民や事業所の関心事、周知の方法について情報交換を行いま
した。

平成27年度実績

　国、都等が作成したパンフレット、冊子等を活用して配布、提供することで情報提供を行いました。
　また、東京都労働相談情報センターと共催でセミナーを実施しました。（平成27年12月、平成28年２
月）

・市民、事業所を含
めた幅広い啓発活動
の実施

・関係課との連携、
情報交換

平成27年度実績

　市民・事業所を含め、市全体でワーク・ライフ・バランスの機運醸成を図るため、フォーラムの実施や情
報誌の発行を行いました。

・国や東京都等から
送付される支援制度
案内等のチラシの配
布

・東京都労働相談情
報センター開催のセ
ミナーへの共催

・ワーク・ライフ・
バランスに関する事
業所向け講演会の検
討

・ワーク・ライフ・
バランスに関する事
業所向け講演会の実
施

　政策室・地域活性課とワーク・ライフ・バランスに関する現状を共有するとともに、具体的な取組みにつ
いて検討を行いました。

担当課

平成28年度実績

　国、都等が作成したパンフレット、冊子等を活用して配布、提供することで情報提供を行いました。
　また、ワーク・ライフ・バランスに関する事業所の方も参加できる講演会を平成29年度に実施するため
の準備を行いました。

・関係課との情報共
有、連携

・ワーク・ライフ・
バランスのモデル事
業所や各種制度等に
ついて、ポータルサ
イトに専用ページを
設け紹介

　
・情報収集（ワー
ク・ライフ・バラン
スの実践事業所への
取材等）により、積
極的に情報発信

平成28年度実績

・関係課との連携
（情報共有とワー
ク・ライフ・バラン
スの取組みに関して
調査・研究）

27年度 28年度 30年度

担当課事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

・ワーク・ライフ・
バランスに関する情
報提供

・関係課との情報共
有
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【市役所におけるワーク・ライフ・バランスの実践】

評価

A

評価

A

職員課

・8月に第２期狛江
市特定事業主行動計
画を策定。計画に基
づき「子育て・介護
休暇制度ガイドブッ
ク」を作成し、育児
休暇を含めた休暇制
度の周知の実施

・男性職員のより積
極的な育児休業取得
を促すための手法の
検討

・平成29年１月の
「育児休業、介護休
業等育児又は家族介
護を行う労働者の福
祉に関する法律」
（育児・介護休業
法）等の改正に伴う
対応

・男性職員のより積
極的な育児休業取得
を促すための手法の
実施

30年度

平成28年度実績

＜新規115＞

市役所におけ
るワーク・ラ
イフ・バラン
スの実践

　狛江市職員のための子育て・介護休暇制度ガイドブックを作成し、育児休暇制度を含む休暇制度を全職員
に周知しました。男性職員の育児休業取得率は、53.8％でした。

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 31年度 担当課

平成27年度実績

　育児休業、部分休業取得者の昇給基準の見直し（育児休業及び部分休業の期間を昇給に係る在職期間の算
定から除算しない）、育児休業を取得した際の勤勉手当の除算期間の見直し（期間が1月以下の場合は、除
算しない）を行いました。男性職員の育児休業取得率は、60.0％でした。

29



８ ⼦どもが地域でいきいきと過ごせる環境づくり
【「居場所と遊びのニーズ」の把握・対応充実】

評価

A

評価

A

担当課

・（仮称）北部児童
館開館

平成28年度実績

児童青少年課

31年度

・（仮称）こども自
由ひろばとして（仮
称）北部児童館用地
暫定活用

平成27年度実績

　平成28年2月より、遊びを通しての多世代交流や居場所となるよう、西河原公園内に狛江プレーパークを
開設しました。
　児童館においては、自由来館児に対して意見箱を設置し、意見・要望を随時受け付けました。　KoKoA
では利用児童に対して随時聞き取りを実施し、遊具購入時などに意見を反映しました。
　また、市内中学生による実行委員会を５回開催し、ダンスや演奏のステージなどを行う中高生フェスティ
バルを開催しました。中学校区毎に組織された青少年育成委員会では、それぞれ工夫して、夜間パトロール
や防災体験、科学教室やドミノチャレンジといった青少年参加の企画を実施しました。

・（仮称）北部児童
館建設工事

・市立小学校全校に
おけるＫｏＫｏＡ
（放課後子ども教
室）の実施

・中高生フェスティ
バル、青少年会議の
実施等のソフト面で
の中高生の居場所づ
くり

・青少年育成委員会
（４中学校区）によ
る地域における子ど
もの居場所づくり活
動

・その他、中高生の
居場所づくりの研
究、検討

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度

・（仮称）北部児童
館基本構想策定、基
本設計（子どもたち
の意見反映）

    ＜49＞

「居場所と遊
びのニーズ」
の把握・対応
充実

　平成28年2月より、西河原公園内に開設したプレーパークでは、参加者の居場所となれるよう工夫した運
営を実施し、延べ12,516人の利用がありました。
　児童館では、自由来館児に対して意見箱を設置し、意見・要望を随時受け付けました。
　KoKoAでは利用児童に対して随時聞き取りを実施し、遊具購入時などに意見を反映しました。
　また、市内中学生による実行委員会を５回開催し、ダンスや演奏のステージなどを行う「中高生フェス
ティバル」を開催しました。
　市内中学生による青少年会議を開催し、「中高生の居場所づくり」をテーマとして身近な公共施設に対す
る意見の発表を受け、(仮称)北部児童館の設計に反映させました。
　中学校区毎に組織された青少年育成委員会では、それぞれ工夫して、夜間パトロールや防災体験、科学教
室やドミノチャレンジといった青少年参加の企画を実施しました。
　こども自由ひろばとして(仮称)北部児童館用地の暫定活用を開始しました。

・（仮称）北部児童
館実施設計
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子育て支援課

評価

ー

評価

Ｂ

社会教育課

評価

A

評価

A

　社会教育委員の会議における「放課後の過ごし方」に関するアンケートや子育て応援プラン策定時に実施
予定であった調査票等を踏まえて検討を行いました。

担当課

担当課

・ニーズ調査結果を
反映した施策の検証

・ニーズ調査結果の
施策への反映

平成27年度実績

28年度 31年度29年度 30年度27年度

平成28年度実績

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

平成27年度実績

　社会教育委員が定期考査前の土曜日に「中学生のための学習フリースペース」を各地域センターにて試行
開設し，利用者へのアンケート調査を行いました。

・定期考査前に中学
生のための学習フ
リースペースを市内
地域センターに開設

平成28年度実績

・ニーズ調査の実施
及び集計

・集計結果を踏まえ
た施策への反映につ
いての検討

・平成26年度に実施
したニーズ調査に基
づき、社会教育委員
の会議において中学
生の居場所づくりを
検討、関係機関と調
整

　平成28年2月より、遊びを通しての多世代交流や居場所となるよう、西河原公園内に狛江プレーパークを
開設しました。

　
・社会教育委員の会
議の結論も踏まえた
ニーズ調査の検討
（設問内容、調査方
法等）

　社会教育委員が中心となって定期考査前の土曜日に「中学生のための学習フリースペース」を各地域セン
ターで開設しました。
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【プレーパークの設置・推進】

子育て支援課

評価

A

評価

-

評価

A

評価

A

平成27年度実績

　西河原公園の一部を改修・整備する（整備課）とともに、管理棟を建設し（施設課）、平成28年２月に
狛江プレーパークを常設しました。プレーパークの開園に伴い、子どもたちが自由な発想で自由に遊べる
場と機会を提供することができました。

平成27年度実績

　平成28年２月に西河原公園内に狛江プレーパークを常設し、子どもたちが、自由な発想で自由に遊べる
場と機会を提供しました。
　さらに、遊びを通して、子どもたちの感性や生きる力を磨いていけるよう、プレーパークを推進してい
きます。
　また、プレーパーク事業地域連絡会を設置し、プレーパークのより良い運営に向けて、話し合いを行っ
ていくこととしました。

30年度

-

31年度

・プレーパークの利
用促進を図るための
取組みを実施

児童青少年課

・運営法人の決定及
び契約、プレーパー
ク開設

・管理棟及び公園内
整備

・西河原公園内に設
置

平成28年度実績

　平成28年2月より、西河原公園内に開設したプレーパークでは、参加者の居場所となれるよう工夫した
運営を実施し、延べ12,516人の利用がありました。
　また、プレーパーク事業地域連絡会を６回実施し、プレーパークのより良い運営に向けて、参加者や地
域住民と話し合いを行いました。

平成28年度実績

27年度 28年度 29年度

・近隣住民との調整
を行うため「（仮
称）プレーパーク事
業地域連絡会」の設
置・運営

・「プレーパーク事
業地域連絡会」の運
営による近隣住民と
の連絡、調整

・プレーパークの周
知

・運営法人との調整

・利用形態や開催時
間の拡大の検討

担当課

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 担当課

 ＜新規51＞

プレーパーク
の設置・推進
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9 ⼦どもの貧困対策
【スクールソーシャルワーカーの活動推進】

評価

－

評価

B

指導室

評価

－

評価

B

平成27年度実績

　２名のスクールソーシャルワーカーを配置し、各校からのニーズに応え、家庭を訪問する等保護者とも
連携し、個に応じた支援の充実を行いました。

平成27年度実績

　狛江市子ども家庭支援ネットワーク会議（実務者会議）においてスクールソーシャルワーカーの役割や
活動について関係機関へ周知しました。
　また、不登校などの学校における子どもの問題等には、スクールソーシャルワーカーやその他の関係機
関と連携し対応、支援しました。

31年度

平成28年度実績

    ＜74＞

スクールソー
シャルワー
カーの活動推
進

平成28年度実績

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

・スクールソーシャ
ルワーカーの活動内
容等を踏まえて、支
援に必要な新たな連
携方法について研究

・新たな連携方法に
よる支援実施

・教育研究所運営連
絡会において、ス
クールソーシャル
ワーカーと子育て支
援課、子ども家庭支
援センターとの連携
の在り方を検討

担当課

・教育研究所運営連
絡会、生活指導主任
会、不登校、教育相
談対策委員会などの
機会を通してスクー
ルソーシャルワー
カーの活動状況等に
ついて把握

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度

子育て支援課

30年度

・要保護児童対策地
域協議会である「狛
江市子ども家庭支援
ネットワーク会議」
において、スクール
ソーシャルワーカー
の活動を周知

・庁内関係課と連携
し、スクールソー
シャルワーカーの活
動内容など現状把握

・スクールソーシャ
ルワーカーと子育て
支援課、子ども家庭
支援センターとが連
携した支援の実施

担当課

  狛江市子ども家庭支援ネットワーク会議（実務者会議）においてスクールソーシャルワーカーの役割や活
動についてＤＶＤを活用し、関係機関へ周知するとともに、スクールソーシャルワーカーと連携した事例
紹介を行いました。
　また、不登校などの学校における子どもの問題等には、スクールソーシャルワーカーやその他の関係機
関と連携し対応、支援しました。

　２名のスクールソーシャルワーカーを配置し、各校からのニーズに応え、家庭を訪問する等保護者とも
連携し、個に応じた支援の充実を行いました。
　スクールソーシャルワーカーが毎月の生活指導主任会に出席し、各学校の生活指導上配慮を要する児
童・生徒の情報を把握し、必要に応じた支援につなげられるようにしました。
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【「スクールソーシャルワーカー活動研究会(仮称)」の設置】

評価

－

評価

B

評価

－

評価

B

福祉相談課

評価

B

評価

B

平成27年度実績

　「狛江市子ども家庭支援ネットワーク会議」の中で、関係機関の実務担当者を対象に、スクールソーシャ
ルワーカーの役割や機能等について学ぶ機会を提供しました。これにより、関係者の理解を深め、円滑な連
携に努めました。

平成27年度実績

　会議体や定期的なものとしての意見交換の実施には至っていないが、発達等で気になる方や家族支援が必
要な方の相談を受け、支援につないでいます。

27年度 28年度 31年度

・市内の小中学校に
通う子どもたちと世
帯の支援を行う専門
職の視点からのス
クールソーシャル
ワーカーとの意見交
換の実施

指導室

31年度

平成28年度実績

平成28年度実績

29年度 30年度

　会議体や定期的なものとしての意見交換の実施にはまだ至っていませんが、発達等で気になる方や家族支
援が必要な方の相談を受け、各学校の先生などにお話を伺うなど、本人の状況把握に努めました。

　

・庁内関係課と連携
し、スクールソー
シャルワーカーの活
動内容など現状把握

・「スクールソー
シャルワーカー活動
研究会（仮称）」へ
参加

 ＜新規75＞

「スクール
ソーシャル
ワーカー活動
研究会(仮
称)」の設置

担当課

・「スクールソー
シャルワーカー活動
研究会（仮称）」を
設置、運営

・指導室、子育て支
援課、福祉相談課等
と「スクールソー
シャルワーカー活動
研究会（仮称）」の
活動内容について検
討

・スクールソーシャ
ルワーカーについて
の理解啓発リーフ
レットを作成、配布

・スクールソーシャ
ルワーカー活動研究
結果報告書作成

・スクールソーシャ
ルワーカー活動研究
結果報告書を踏まえ
たスクールソーシャ
ルワーカーの活動等
周知

　スクールソーシャルワーカーが毎月の生活指導主任会に出席し、各学校の生活指導上配慮を要する児童・
生徒の情報を把握し、必要に応じた支援につなげられるようにしました。

　
・庁内関係課と連携
し、スクールソー
シャルワーカーの活
動内容など現状把握

・「スクールソー
シャルワーカー活動
研究会（仮称）」へ
参加

・スクールソーシャ
ルワーカー活動研究
結果報告書を踏まえ
たスクールソーシャ
ルワーカーの活動等
周知

子育て支援課

担当課

担当課

・教育研究所運営連
絡会、生活指導主任
会、不登校、教育相
談対策委員会などの
機会を通してスクー
ルソーシャルワー
カーの活動状況等に
ついて把握

・指導室、子育て支
援課、福祉相談課等
と「スクールソー
シャルワーカー活動
研究会（仮称）」の
構成員について検討

30年度

平成28年度実績

27年度

　「狛江市子ども家庭支援ネットワーク会議」の中で、関係機関に対し、スクールソーシャルワーカーの役
割や機能等について学ぶ機会を設けました。さらに、スクールソーシャルワーカーと連携した事例を紹介
し、関係機関の理解を深め、円滑な連携に努めました。また、スクールソーシャルワーカーから直接活動内
容や課題等を聞き取り、現状把握を行いました。

28年度

・スクールソーシャ
ルワーカー活動研究
結果報告書を踏まえ
たスクールソーシャ
ルワーカーの活動等
周知

29年度

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

平成27年度実績

　スクールソーシャルワーカーは、「教育研究所連絡会」、「不登校・教育相談対策委員会」、「青少年健
全育成連絡会」、「スクールカウンセラー連絡協議会」で、組織の一員として役割を担うとともに、講師と
なり研修会を行いました。さらに、各ケースに対応するなど活動実績を積み重ねました。
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【学習⽀援事業の推進】

福祉相談課

評価

A

評価

A

社会教育課

評価

A

評価

A

10 ⼦育て家庭と地域とのつながりへの⽀援 
【「こんにちは⾚ちゃん事業」の充実】

評価

B

評価

B

平成27年度実績

　生活困窮者自立支援制度における子どもの学習支援事業について、平成28年度途中からの実施に向け
て、あり方の検討を行いました。

平成27年度実績

　庁内に地域人材の参画促進ワーキンググループを組織し、学校支援地域本部事業の実施と効果的な推進の
ための方策について検討しました。

平成27年度実績

　平成27年度は631件の訪問を行いました。必要に応じて、子育て支援課等と連携し、育児支援の様々な
サービスにつなげました。健診等の機会においても状況把握ができなかった場合には、別途訪問の機会を設
け状況の確認をしました。
　平成27年度実施率　87.3％

健康推進課

平成28年度実績

　平成28年度は640件の訪問を行いました。子育て支援課等と連携し、子育て支援や地域療育についての
様々なサービスにつなげました。健診等の機会において状況把握ができなかった場合には、別途訪問の機会
を設け状況の確認をしました。平成28年度実施率　84.7％

    ＜19＞

「こんにちは
赤ちゃん事
業」の充実

・生後４か月以内の
状況把握ができない
ケースについての事
由や問題点の把握と
整理

・適切な対応ができ
るよう状況把握の方
法や対応について検
討と見直し

・新たな状況把握の
方法や対応について
の取組み

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 担当課

・生活困窮者自立支
援制度として、学習
支援員とともに世帯
の自立支援を行える
事業の検討

・生活困窮者自立支
援制度として、学習
支援員とともに世帯
の自立支援を行える
事業の実施

平成28年度実績

 ＜新規80＞

学習支援事業
の推進

・学校支援ボラン
ティアについて検討
し、関係機関と調整
の実施

・モデル校による学
校支援地域本部事業
の実施

・支援メニューの調
整

・学校支援地域本部
事業の他校への拡充

・学習支援等支援メ
ニューの再検討

　狛江市学校支援地域本部を立ち上げ、学校支援活動の運営方法等を検討する会議を２回開催しました。ま
た、学校支援コーディネーターを１名委嘱し、モデル校に配置しました。

平成28年度実績

　生活困窮者自立支援制度における子どもの学習支援事業を平成28年７月より開始しました。ボランティ
アが子どもの気持ちに寄り添いながら個別に学習支援を行うだけでなく、支援員がご家庭を訪問し、学習で
きる環境を一緒に作りました。また、保護者の方には生活面のアドバイスや活用できる制度のご紹介をしな
がら、家庭環境の安定を図りました。

担当課事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
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【⺠⽣児童委員による家庭訪問の充実】

評価

A

評価

A

評価

B

評価

A

27年度 28年度

平成28年度実績

31年度

・検討委員会設置の
検討（事務局体制、
構成メンバー他）

・現状の新生児の状
況把握

・「こんにちは赤
ちゃん事業」につい
て調査

・他市状況調査

　「（仮称）民生児童委員赤ちゃん訪問事業」担当者会議を実施し、事業の実施内容を決定しました。その
際、本事業を実施するにあたっての「こんにちは赤ちゃん事業」との協力体制についても決定しました。

・検討会議の開催

・現状の問題点、課
題の把握のための調
査（関係機関、保護
者等含む）

・先進市の視察調査

事業ＮＯ．
事業名

29年度

 ＜新規46＞

民生児童委員
による家庭訪
問の充実

平成28年度実績

27年度

　民生委員・児童委員に対し、現在健康推進課が実施している「こんにちは赤ちゃん訪問事業」の内容や実
績を報告し、課題等について説明をしました。また次年度の試行実施に向けた課題の整理をしました。

・訪問事業の試行実
施

・訪問事業実施（振
り返り）

　民生児童委員へ、現在健康推進課が実施している「こんにちは赤ちゃん訪問事業」の内容や実績を報告
し、課題などを説明しました。

30年度

地域福祉課

・訪問事業の本格実
施

平成27年度実績

　関係者による検討会議を実施し、新生児の状況把握や、健康推進課で実施している「こんにちは赤ちゃん
訪問事業」の内容確認を行いました。それに基づき、今後の方向性について検討を行いました。
　また、先に取り組んでいる市の事業内容について確認を行いました。

・検討委員会設置の
検討（事務局体制、
構成メンバー他）

・現状の新生児の状
況把握

・「こんにちは赤
ちゃん事業」につい
て調査

・他市状況調査

・検討会議の開催

・現状の問題点、課
題の把握のための調
査（関係機関、保護
者等含む）

・先進市の視察調査

・健康推進課保健師
との役割分担の検討

・訪問歳児の検討

・訪問事業の試行実
施

健康推進課

平成27年度実績

29年度 30年度

担当課

・訪問事業の本格実
施

・訪問事業実施（振
り返り）

担当課

31年度

28年度
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◆表の見方 

 

事業 

ＮＯ 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課 

２ 子育て

ガイド

ブック

の充実 

市の子育てに関す

る関係各課の情報を

網羅した子育てガイ

ドブックの改訂を行

い、利用者のニーズに

対応した内容の充実

を図っています。 

また、親しみのある紙

面づくりに努めると

ともに、冊子の製本方

法を工夫するなど、サ

イズを縮小すること

で利便性の向上を図

っています。 

 

平成 26 年度に引き

続き、改訂を行い、内容

の充実を図りました。

また、親しみやすい紙

面づくりのため、民間

活力の導入によるカラ

ー化について検討しま

した。 

民間事業者との協働

により、誌面のカラー

化、内容の充実を図りま

した。 

子

育

て

支

援

課 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

※ 平成 27 年度からの進捗状況を評価している。 

５ 重点施策の関連事業以外の全事業における平成 28 年度実績と評価 

こまえ子育て応援プランの内容 

こまえ子育て

応援プランの

内容 

平成 28 年度 

実績の評価※ 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

1 身近な

情報交

換の場

の提供 

子育てひろばを

推 進 す る と と も

に、保育園・幼稚

園・学童保育所・小

学校・地域センタ

ーなど既存の地域

施設の活用や商店

街の空き店舗など

を使って、身近な

地域で子育て中の

親等が交流し、子

育てについて情報

交換のできる場づ

く り を 進 め て い

ます。 

野川地域センタ

ーへの出張ひろば

である「野川たん

ぽぽひろば」を月

２回へ拡充し、開

催しています。 

市立保育園６園

及び私立保育園４

園では、園庭開放

を実施し、地域の

子育て拠点として

交流機会の場を設

けています。 

３か所の学童保

育所では、平日の

午前中に施設を遊

び場として乳幼児

に 開 放 し て い

ます。 

児童館での子育

て ひ ろ ば 事 業 で

は、子育てクラブ

やプログラム・季

節行事の充実を図

り、異年齢交流の

場 を 提 供 し て い

ます。 

野川地域センターで月２回

野川たんぽぽひろばを開催し

ました。 

野川地域センターで月２回野

川たんぽぽひろばを開催しまし

た。 

 

参加者 

保護者延べ 732 人 

子ども延べ 768 人 

子

育

て

支

援

課 

 

Ｂ 

市立保育園６園及び私立保

育園５園で園庭開放を実施し、

地域の子育て拠点として交流

の場を設けました。 

【市立保育園】 

実施回数 合計 126回 

参加者数 合計 791人（大

人） 

        974人（子

ども） 

児童館での子育てひろば事

業は、子育てクラブやプログラ

ム・季節行事の充実を図り、異

年齢交流の場を提供しました。

年間来館者数(乳幼児)合計 

岩戸17,900人、和泉5,311

人 

※和泉児童館は、建替によ

り、あいとぴあセンター等で代

替実施したため来館者が減少。

市立保育園５園及び私立保育

園６園で園庭開放を実施し、地域

の子育て拠点として交流の場を

設けました。 

【市立保育園】 

実施回数 合計 105回 

参加者数 合計 765人（大

人） 

        931人（子

ども） 

児童館での子育てひろば事業

は、子育てクラブやプログラム・

季節行事の充実を図り、異年齢交

流の場を提供しました。 

年間来館者数(乳幼児)合計 

岩戸18,601人、和泉8,226

人 

児

童

青

少

年

課 

Ｂ 

基本目標１ 子どもが健やかに育つ家庭づくりを支援します 

主要課題１ 子育て情報を的確に提供し相談機能を充実する 

①子育て情報を的確に提供します 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

2 子育て

ガイド

ブック

の充実 

市 の 子 育 て に

関する関係各課の

情報を網羅した子

育てガイドブック

の改訂を行い、利

用者のニーズに対

応した内容の充実

を図っています。

また、親しみの

ある紙面づくりに

努めるとともに、

冊子の製本方法を

工夫するなど、サ

イズを縮小するこ

とで利便性の向上

を図っています。

平成 26 年度に引き続き、改

訂を行い、内容の充実を図りま

した。また、親しみやすい紙面

づくりのため、民間活力の導入

によるカラー化について検討

しました。 

民間事業者との協働により、誌

面のカラー化、内容の充実を図り

ました。 

子

育

て

支

援

課 

Ａ 

新規 

4 

公私立

保育園

の連

携・協

力の推

進 

公私立保育園の

継続的な連携・協

力体制を構築し、

狛江市における保

育の質の向上を目

指しています。 

公私立保育園長合同会議を６

回開催し、また、公私立保育園

保育展を合同で開催する等、連

携・協力を図りました。公私立

保育園交換派遣研修は、４園で

実施しました。 

公私立保育園長合同会議を６

回開催し、また、公私立保育園保

育展を合同で開催する等、連携・

協力を図りました。公私立保育園

交換派遣研修は、２園で実施しま

した。 

児

童

青

少

年

課 

Ａ 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

6 専門性

を重視

した身

近な相

談の場

の確保 

子育てひろばと

ともに、保育園、学

童保育所、地域セ

ンターなど既存の

地域施設の活用や

商店街の空き店舗

などを使って、子

育て中の親等が気

軽に、いつでも相

談できる場を広げ

るものです。 

野川地域センタ

ーへの出張ひろば

である「野川たん

ぽぽひろば」を月

２回へ拡充し、開

催しています。 

その他、子育て

ひろば（２か所）、

学童保育所の開放

（３か所）、市立保

育 園 の 園 庭 開 放

（６か所）、私立保

育 園 の 園 庭 開 放

（４か所）を実施

しています。市立

保育園と私立保育

園 の 園 庭 開 放 で

は、育児相談等も

実施しており、市

民の方の窓口とし

ての役割を果たし

ています。 

また、児童館で

の子育てひろば事

業として相談員を

配置し、各種プロ

グラムの参加から

相談へつながる機

会 を 設 け て い

ます。 

野川地域センターで月２回

野川たんぽぽひろばを開催し

ました。 

野川地域センターで月２回野

川たんぽぽひろばを開催しまし

た。 

また、野川たんぽぽひろばに子

育て支援専門員が出向き、相談で

きる機会を設けました。 

子

育

て

支

援

課 

 

Ａ 

施設開放を実施しました。 

・子育てひろば ２か所 

・学童保育所の開放 

 ３か所 

・市立保育園の園庭開放 

６園 

・私立保育園の園庭開放 

５園 

 市立保育園と私立保育園で

の園庭開放では育児相談等も

実施しており、市民の方の窓口

としての役割を果たしてい

ます。 

児童館での子育てひろば事業

として相談員を配置し、各種プ

ログラムの参加から相談へ繋

がる機会を設けています。 

施設開放を実施しました。 

・子育てひろば ２か所 

・学童保育所の開放  

３か所 

・市立保育園の園庭開放 

５園 

・私立保育園の園庭開放 

６園 

市立保育園と私立保育園での

園庭開放では育児相談等も実施

しており、市民の方の窓口として

の役割を果たしています。 

児童館での子育てひろば事業

として相談員を配置し、各種プロ

グラムの参加から相談へ繋がる

機会を設けています。 

児

童

青

少

年

課 

Ｂ 

②子育て相談機能を充実します 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

7 子ども

家庭支

援ネッ

トワー

クの強

化 

あらゆる子ども

と家庭の相談に対

して、的確かつ迅

速に対応できるよ

う、子ども家庭支

援センターを中心

とした子育て相談

ネットワークを構

築するものです。

「狛江市子ども

家庭支援ネットワ

ーク会議」の中で、

中学校区域の実務

担当者による事例

検 討 会 議 を 開 催

し、関係機関の連

携強化を図ってい

ます。子育てひろ

ば事業では、子育

て支援ワーカーに

よる相談対応を行

っています。 

また、児童館の

相談員と子ども家

庭支援センター、

ま た は フ ァ ミ リ

ー・サポート・セン

ターのアドバイザ

ー と の 連 携 を 図

り、連動した相談

ケースにも対応で

きるようになって

います。 

「狛江市子ども家庭支援ネ

ットワーク会議」では、実務担

当者を対象とした各関係機関

の機能を紹介する機会を設け

るとともに、グループワークに

よる事例検討会を開催し、関係

機関の連携強化を図りました。

また、子育てひろば事業で

は、子育て支援ワーカーによる

相談対応を行いました。 

「狛江市子ども家庭支援ネッ

トワーク会議」において、実務担

当者向けに各関係機関の機能を

紹介する機会を設けるとともに、

グループワークによる事例検討

会を開催し、関係機関の連携強化

を図りました。 

子育てひろば事業では、子育て

支援ワーカーによる相談対応を

行いました。 

また、子育て支援専門員が保育

園の園庭開放等へ出向き、利用者

支援の中で、個別の相談に対応す

るとともに、必要に応じて関係機

関との連絡・調整を図りました。

子

育

て

支

援

課 

 

Ａ 

情報交換を的確かつ迅速に

行えるように各関係機関との

連携を図りました。 

児童館の相談員と子ども家庭

支援センター、又はファミサポ

アドバイザーとの連携を図り、

連動した相談ケースも見られ

ました。 

 

情報交換を的確かつ迅速に行

えるように各関係機関との連携

を図りました。 

児童館の相談員と子ども家庭

支援センター、又はファミサポア

ドバイザーとの連携を図り、連動

した相談ケースも見られました。

児

童

青

少

年

課 

Ｂ 

8 多様な

相談体

制の充

実 

電話やインターネ

ットなど、様々な手

段を用いた相談体制

の確保・充実に取り

組むものです。 

現状では、電話や

電子メール等による

相 談 を 行 っ て い

ます。また、「こまえ

子育てねっと」のイ

ンターネット相談で

も、相談を受け付け

ています。 

また、子どもたち

が気軽に電話相談が

できるよう、相談先

の電話番号を記載し

た SOS カードを市

内の小中学生に配布

しています。 

電話等による相談を行いま

した。 

子育てねっとのインターネ

ット相談では、４件の相談があ

り、子ども家庭支援センターに

より、適切に対応しました。 

また、子どもたち自身が気軽

に電話相談ができるよう、相談

先の電話番号を記載したＳＯ

Ｓカードを市内の小・中学生に

配布しました。 

平成27年７月に開設された

児童相談所全国共通ダイヤル

「189」により、夜間、休日の

相談については、児童相談所と

連携して対応しました。 

電話等による相談を行いまし

た。 

こまえ子育てねっとのインタ

ーネット相談では、８件の相談が

あり、子ども家庭支援センターを

はじめ、健康推進課、子育て支援

課で、適切に対応しました。 

また、子どもたち自身が気軽に

電話相談ができるよう、相談先の

電話番号を記載したＳＯＳカー

ドを市内の小・中学生に配布しま

した。 

夜間、休日の相談については、

児童相談所全国共通ダイヤル

「189」により、児童相談所と連

携して対応しました。 

また、子育て支援専門員が保育

園の園庭開放、野川たんぽぽひろ

ば等へ出向き、アウトリーチ型の

相談対応を行いました。 

子

育

て

支

援

課 

Ｂ 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

9 専門職

員等の

配置 

相 談 事 業 を 充

実するため、相談

内容の多様化に対

応した専門職員体

制を整備するとと

もに、地域の相談

窓口にも専門の相

談員の配置を推進

し、相談や情報提

供、コーディネー

ト（調整）機能を強

化するものです。

現在、先駆型子

ども家庭支援セン

ターとして、専門

職員を配置してい

ます。 

また、児童福祉

法施行規則第６条

に定める指定講習

会を受講し、児童

福祉司任用資格者

を１名配置してい

ます。 

先駆型子ども家庭支援セン

ターとして、専門職員を配置し

ています。 

また、児童福祉法施行規則第

６条に定める指定講習会を受

講した、児童福祉司任用資格者

を１名配置しています。 

専門職員等につなぐ役割も

担う子育て支援専門員の配置

に向けて準備を行いました。 

先駆型子ども家庭支援センタ

ーとして、専門職員を配置してい

ます。 

また、児童福祉法施行規則第６

条に定める指定講習会を受講し

た、児童福祉司任用資格者を１名

配置しています。 

子育て支援専門員を１名配置

し、利用者支援の中で、相談に対

応するとともに、必要に応じて専

門職員等につなぐ役割を果たし

ました。 

子

育

て

支

援

課 

Ａ 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

10 講演

会・フ

ォーラ

ム等の

開催 

親と家庭の役割や

責任など、親育ちや

家庭教育に関する講

演会やフォーラムを

開催するものです。

現状では、ノーバ

ディーズ・パーフェ

クト・プログラム、保

育ボランティア講

座、子育て講座、コモ

ンセンスペアレンテ

ィング（CSP）等を

開催しています。 

児童虐待防止推進

月間（11 月）を中心

に啓発活動としてポ

スターの掲示とチラ

シの配布を行ってい

ます。こまバスへの

ポスター掲示、市役

所市民課前のこまビ

ジョンでの啓発活動

も行っています。 

また、養育家庭普

及のために、市民向

けの体験発表会、実

務者向けの学習会を

各 1 回 行 っ て い

ます。養育家庭体験

発表会では、世田谷

児童相談所の協力の

もと、養育家庭に

関する市民相談も実

施しています。 

ノーバディーズ・パーフェク

ト・プログラム、子育てボラン

ティア講座、子育て講座、コモ

ンセンスペアレンティング

（CSP）等を開催しました。 

児童虐待防止推進月間（11

月）を中心に、啓発活動として

ポスターの掲示とチラシの配

布を行いました。また、こまバ

スへのポスター掲示、市役所市

民課前のこまビジョン、市民ま

つりでの啓発活動も行いまし

た。 

養育家庭普及のために、市民

向けの体験発表会、実務者向け

の学習会を各 1 回行うととも

に、世田谷児童相談所の協力の

もと、体験発表会後に養育家庭

に関する市民相談も実施しま

した。 

ノーバディーズ・パーフェク

ト・プログラム、子育てボランテ

ィア講座、子育て講座等を開催し

ました。 

児童虐待防止推進月間（11月）

を中心に、啓発活動としてポスタ

ーの掲示とチラシの配布を行い

ました。また、こまバスへのポス

ター掲示、市役所市民課前のこま

ビジョン、市民まつりでの啓発活

動も行いました。 

養育家庭普及のために、市民向

けの体験発表会、実務者向けの学

習会を各 1 回行うとともに、世

田谷児童相談所の協力のもと、体

験発表会後に養育家庭に関する

市民相談も実施しました。 

子

育

て

支

援

課 

 

Ｂ 

あいとぴあ健康まつりの際

に、「乳児期からのスキンケア」

をテーマに、医師による講演会

を実施しました。 

あいとぴあ健康まつりにおい

て、子育て世帯を対象に心理士を

講師とした「トイレトレーニン

グ」をテーマとする講演会を実施

しました。 

健

康

推

進

課 

Ａ 

主要課題２ 子育て力を高める手助けをする 

① 啓発活動を推進します 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

11 ママ・

パパ学

級の開

催 

妊娠中の女性と

その夫を対象とし

て、妊娠、出産、育

児、栄養などにつ

いて正しい知識を

持ち、健康の保持・

増 進 が 図 れ る よ

う、ママ・パパ学級

を年 12 回実施し

ています。 

妊娠中の女性とその夫を対

象として、妊娠、出産、育児、

栄養などについて正しい知識

を持ち、安心して出産に臨み、

順調な子育てができるようマ

マ・パパ学級を実施しました。

平成 27 年度は年間 12 回

（1 クール 3 日）・父母の参加

実人数は 392 人（父実人数

172 人、母実人数 220 人）で

した。 

妊娠中の女性（原則として初産

婦）とその夫を対象に、妊娠、出

産、育児、栄養等に関する正しい

知識を身につけ、安心して出産に

臨み、順調な子育てができるよう

ママ・パパ学級を実施しました。

平成 28 年度は年間 12 回（1

クール 3 日）・父母の参加実人数

は 407 人（父実人数 181 人、

母実人数 226 人）でした。 

健

康

推

進

課 

Ａ 

12 父親学

級の開

催 

父親を対象とし

て、妊娠、出産、育

児の知識や技術、

父親としての心構

え、母親をサポー

トする姿勢などに

ついて学習する父

親学級を年 12 回

実施しています。

妊娠中の女性とその夫を対

象として妊娠、出産、育児、栄

養などについて正しい知識を

もち、安心して出産に望み、順

調に子育てができるようママ・

パパ学級を実施しました。3日

目は夫が妊婦ジャケットを装

着しての妊婦体験や妊婦への

マッサージ、沐浴実習などを行

いました。 

平成 27 年度は、年間 12 回

（1 クール 3 日）・父母の参加

実人数 392 人（父実人数 172

人、母実人数 220 人）でした。

妊娠中の女性（原則として初産

婦）とその夫を対象に、妊娠、出

産、育児、栄養等に関する正しい

知識を身につけ、安心して出産に

臨み、順調な子育てができるよう

ママ・パパ学級を実施しました。

平成 28 年度は年間 12 回（1

クール 3 日）・父母の参加実人数

は 407 人（父実人数 181 人、

母実人数 226 人）でした。 

特にプログラムの３日目は、夫

が妊婦ジャケットを装着しての

妊婦体験や妊婦へのマッサージ、

沐浴実習などを行いました。 

健

康

推

進

課 

Ａ 

13 離乳食

教室の

開催 

毎月１回、生後

５～６か月頃の離

乳 食 教 室 と し て

「 離 乳 食 教 室

Step１」、生後７

～８か月頃の離乳

食教室として「離

乳食教室 Step２」

を 実 施 し て い

ます。また、隔月１

回、生後９～11 か

月頃の離乳食教室

として、「離乳食教

室 Step３」を実施

しています。 

「離乳食教室 Step１」は、

年間12回開催し、277人が参

加しました。 

「離乳食教室 Step２」は、

年間12回開催し、215人が参

加しました。 

「離乳食教室 Step３」は、

年間６回開催し、185 人が参

加しました。 

 「離乳食教室 Step１」を年間

13 回開催し、218 人が参加し

ました。また「離乳食教室 Step

２」を年間 13 回開催し、183

人が参加しました。 

「離乳食教室 Step３」は、年間

7 回開催、173 人が参加しまし

た。 

健

康

推

進

課 

Ａ 

②学習・交流の機会を提供します 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

14 みんな

で進め

る子育

て学び

の機会

充実 

子育ての視点か

ら、母親ばかりで

なく、父親も含め

た子育て世帯や地

域の人々などの学

習機会を充実する

ものです。 

子ども家庭支援

センターでは、離

乳食教室、言語聴

覚士を囲んでの学

習会等を行ってい

ます。 

また、「みんなで

子育て事業」とし

て、ノーバディー

ズ・パーフェクト・

プログラム、保育

ボ ラ ン テ ィ ア 講

座、子育て講座、コ

モンセンスペアレ

ン テ ィ ン グ

（CSP）等を実施

しています。子育

て講座では、父親

向けの講座も開催

し、子育てに関す

る学習に父親が参

加する機会も設け

ています。 

さらに、公民館

では、子育てで家

に閉じこもりがち

な保護者の交流の

場として「いきい

き子育てルーム」

を主催し、子育て

に関する情報交換

や悩みについて、

アドバイザーを交

えたひと時の居場

所づくりに取り組

んでいます。 

子ども家庭支援センターで

は、離乳食教室、言語聴覚士に

よる学習会等を行いました。 

また、みんなで子育て事業と

して、ノーバディーズパーフェ

クトプログラム、子育てボラン

ティア講座、子育て講座、コモ

ンセンスペアレンティング

（CSP）等を実施しました。子

育て講座では、祖父母向けに孫

育て講座も開催し、自分自身の

孫育てだけではなく、地域にお

ける孫育てに関する学習機会

を設けました。 

子ども家庭支援センターでは、

離乳食教室、言語聴覚士による学

習会等を行いました。 

また、みんなで子育て事業とし

て、ノーバディーズ・パーフェク

ト・プログラム、子育てボランテ

ィア講座、子育て講座等を実施し

ました。子育て講座では、「今こ

そ！孫育て ～じじばば力が支

える地域の孫育ち～孫と一緒に

作って遊ぼう！」を開催し、地域

の祖父母と親子の交流機会とと

もに、地域における孫育てに関す

る学習機会を設けました。 

子

育

て

支

援

課 

 

Ｂ 

あいとぴあ健康まつりの際

に、「乳児期からのスキンケア」

をテーマに、医師による講演会

を実施しました。 

あいとぴあ健康まつりにおい

て、子育て世帯を対象に心理士を

講師とした「トイレトレーニン

グ」をテーマとする講演会を実施

しました。 

健

康

推

進

課 

 

Ａ

年間を通し、「いきいき子育

てルーム」を毎週金曜日に開催

しました（休館日を除く。第５

週はフリールーム）。開催回数

は全49回。延べ参加人数は

2,066 人 で し た （ 子 ど も

1,053人、大人1,013人）。 

保護者の交流や情報交換、子

育ての悩みに対するアドバイ

スのほか、七夕やクリスマスな

ど季節ごとのイベント等も実

施しました。 

年間を通し、「いきいき子育て

ルーム」を毎週金曜日に開催しま

した（休館日を除く。第５週はフ

リールーム）。開催回数は全48

回。延べ参加人数は2,078人で

した。（子ども1,066人、大人

1,012人） 

保護者の交流や情報交換、子育

ての悩みに対するアドバイスの

ほか、七夕やクリスマスなど季節

ごとのイベント等も実施しまし

た。 

公

民

館

Ａ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

15 子育て

グルー

プ・サ

ークル

の育

成・支

援 

母子保健事業等

を通じて子育てグ

ループの育成を図

るとともに、地域

で活動する子育て

サ ー ク ル の 組 織

化・育成を行い、そ

の活動を支援する

ため、子ども家庭

支援センターで子

育てグループ等に

対して、活動場所

の提供を行ってい

ます。 

また、育児不安

や育児困難解消の

ため、母親を対象

にグループミーテ

ィングを行う、「マ

マンカフェ」を年

12 回実施すると

ともに、生後２～

４か月頃の乳児と

母親を対象とした

交流事業として、

「ひよこカフェ」

も 実 施 し て い

ます。 

子ども家庭支援センターで

は、子育てグループ等に対し、

活動場所の提供を行いました。

また、妊婦向けに、子ども家庭

支援センターの周知や妊婦同

士の交流・情報交換を目的とし

たプログラムを実施しました。

子ども家庭支援センターでは、

子育てグループ等に対し、活動場

所の提供を行いました。 

また、母親同士で子育てに関す

る様々なテーマを話し合うプロ

グラムを実施し、母親同士の交流

や情報交換の支援を行いました。

また、妊婦向けに、子ども家庭

支援センターの周知や妊婦同士

の交流・情報交換を目的としたプ

ログラムを実施しました。 

子

育

て

支

援

課 

 

Ｂ 

子育て中の母親の不安やス

トレス軽減のため、母子分離の

グループミーティング「ママン

カフェ」を実施しました。 

年間12回・延べ参加人数47人

でした。 

生後1か月～４か月頃の乳児

を持つ母親を対象に育児に

関する情報交換や仲間作りの

ために「ひよこカフェ」を実施

しました。 

年間 12 回・延べ参加人数

166 人でした。 

子育て中の母親の不安やスト

レスを軽減するため、母子分離の

グループミーティング「ママンカ

フェ」を実施しました。年間 12

回開催、延べ参加人数は 56 人で

した。 

また生後 1 か月～４か月頃の

乳児を持つ母親を対象に育児に

関する情報交換や仲間作りのた

めに「ひよこカフェ」を実施しま

した。年間 12 回開催し、延べ参

加人数は 138 人でした。 

健

康

推

進

課 

Ａ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

16 

 

 

家庭教

に関す

る学び

の場の

提供 

公民館等による

家庭教育に関する

講座やセミナーを

開 催 す る と と も

に、幼稚園・保育園

や小中学校・PTA

等による家庭教育

に関する学びの場

を提供し、家庭教

育に関する学習機

会を拡充するもの

です。 

「みんなで子育

て事業」として、ノ

ーバディーズ・パ

ーフェクト・プロ

グラム、保育ボラ

ンティア講座、子

育て講座、コモン

センスペアレンテ

ィング（CSP）等

を 実 施 し て い

ます。 

また、子ども家

庭支援センターで

は、言語聴覚士が

子育てに関する知

識や情報を提供す

る講座も実施して

います。 

公民館では、「親

学のすすめ」「子育

て に つ い て 考 え

る」等の女性セミ

ナーを開催すると

ともに、いきいき

子育てルームも実

施しています。 

みんなで子育て事業として、

ノーバディーズパーフェクト

プログラム、子育てボランティ

ア講座、子育て講座、コモンセ

ンスペアレンティング等を実

施しました。 

また、子ども家庭支援センタ

ーで、言語聴覚士が子育てに

関する知識や情報を提供する

講座を実施しました。 

みんなで子育て事業として、ノ

ーバディーズパーフェクトプロ

グラム、子育てボランティア講

座、子育て講座等を実施しまし

た。 

また、子ども家庭支援センター

で、言語聴覚士が子育てに関する

知識や情報を提供する講座を実

施しました。 

子

育

て

支

援

課 

 

Ｂ 

・女性セミナーⅠ 

①親子リトミック～音楽であ

そぼう～ 

②ものがたり de リトミック

③二人目妊娠中のママに～上

の子と楽しく赤ちゃんを迎え

ましょう～ 

④おもちゃのひろば、木育 

（①・②延べ35組76人、③７

組12人、④延べ69人） 

・女性セミナーⅡ 

子育てについて考える（全

13回） 

延べ188人 

（保育付）保育受入14人 

・いきいき子育てルーム（再

掲） 

全 49 回。延べ参加人数

2,066 人（子ども 1,053 人、

大人 1,013 人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・女性セミナーⅠ 

①親子リトミック～音楽であ

そぼう～ 

②ものがたり de リトミック 

③おもちゃのひろば、木育 

（①・② 延べ39人③延べ44

人） 

 

・女性セミナーⅡ 

子育てについて考える（全12

回） 

延べ171人 

・いきいき子育てルーム（再掲）

全48回。延べ参加人数2,078

人 

（子 ども 1,066 人、大人

1,012 人） 

公

民

館

Ａ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

17 妊婦健

診の充

実 

妊婦の健康管理

に努め、妊産婦及

び乳児の死亡率低

下 を 図 る と と も

に、流・早産、妊娠

高血圧症候群、胎

児の発育遅延等の

母と子の障がいを

予防するため、妊

婦健診受診票によ

り 14 回までの妊

婦健診費用の助成

を行っています。

また、助産院や

都外医療機関で妊

婦健診を受け、妊

婦健診受診票を使

用できなかった妊

婦に対して、受診

費の助成も行って

います。 

761人の方の妊娠届出書受

領時に、母子健康手帳、妊婦健

康診査受診票、各種サービスの

お知らせ等を「母と子の保健バ

ッグ」にいれて交付し、妊婦健

診の必要性を周知するととも

に、都外受診者等の助成制度な

どの情報提供・案内を行いまし

た． 

妊婦の健康診査を実施し、妊

婦健診受診票により超音波検

査１回、健康診査14回までの

健診費用の助成を行いました。

また、助産院や都外医療機関

で妊婦健診を受けたことによ

り、受診票を使用できなかった

妊婦に対して、218件の受診費

の助成を行いました。 

妊 婦 健 診 初 回 受 診 率

90.5％ 

（ただし、年度中における転

入転出者数は調整していな

い。） 

妊娠届出を提出した 721 人

（上半期 373 人、下半期 348

人）に対し、母子健康手帳、妊婦

健康診査受診票及び各種サービ

スのお知らせ等を「母と子の保健

バッグ」として交付することで、

妊婦健診の必要性を周知すると

ともに、都外受診者等への助成制

度など情報提供と制度の案内を

実施しました。 

妊婦の健康診査を実施し、妊婦

健診受診票により超音波検査１

回、健康診査 14 回までの健診費

用の助成を行いました。 

また、助産院や都外医療機関で

妊婦健診を受けたことにより、受

診票を使用できなかった妊婦に

対して、198 件の受診費の助成

を行いました。 

妊婦健診初回受診率 93.3％

（上半期の受診率。ただし、年

度中における転入転出者数は調

整していない。） 

健

康

推

進

課 

Ａ 

18 乳幼児

健診の

充実 

３～４か月・１

歳６か月・３歳健

康診査及び乳児個

別健康診査を実施

し、乳幼児の健康

の保持・増進と親

の育児不安の解消

に 努 め る と と も

に、乳幼児の疾病

や障がいを早期に

発見し、適切な指

導 を 行 っ て い

ます。 

また、１歳６か

月健診で、むし歯

予防についての知

識を広めるととも

に、予防処置も実

施しています。 

３～４か月・１歳６か月・３歳健

康診査及び乳児個別健康診査を実

施し、乳幼児の健康の保持・増進と

親の育児不安の解消に努めるとと

もに、乳幼児の疾病や障がいを早

期に発見し適切な指導を行いまし

た。 

また、１歳６か月及び３歳児健

診でむし歯予防についての知識を

広めるとともに予防処置を行いま

した。 

３～４か月児健康診査 

回数 24回 受診者 692人 

受診率 95.4％ 

１歳６か月児健康診査 

回数 12回 受診者 703人 

受診率 96.2％ 

１歳６か月児歯科健康診査 

 回数 12回 

受診者 703人 

受診率 96.2％ 

３歳児健康診査  

 回数 12回 

受診者 637人 

受診率 96.5％ 

３歳児歯科健康診査  

 回数 12回 

 受診者 636人 

受診率 96.4％ 

３～４か月、１歳６か月、３歳

健康診査及び乳児個別健康診査

を実施し、乳幼児の健康保持・増

進、親の育児不安の解消に努める

とともに、乳幼児の疾病や障がい

を早期に発見し適切な指導を行

いました。 

また、１歳６か月及び３歳児健

診ではむし歯予防についての知

識を広める予防処置を行いまし

た。 

平成 28 年度においては、３～

４か月児健康診査は 24 回開催、

受診者 735 人、受診率 96.５％、

１歳６か月児健康診査は、12 回

開催、受診者 662 人、受診率

95.8％、１歳６か月児歯科健康

診査は 12 回開催、受診者 663

人、受診率 95.9％、３歳児健康

診査は 12 回開催、受診者 659

人、受診率 94.5％、３歳児歯

科健康診査は 12 回開催、受診者

658 人、受診率 94.4％でした。

また、１歳６か月児健康診査に

おけるむし歯り患率は 28 年度

平均で 0.8％、３歳児健康診査に

おけるむし歯り患率については、

28 年度平均 9.3％でした。 

健

康

推

進

課 

Ｂ 

主要課題３ 母と子の健康を確実に育む 

① 妊産婦・乳幼児期の切れ目のない保健対策を着実に推進します 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

20 ５歳児
健診に
ついて
の検討
推進 

成長や発達の様

子など、きめ細か

な状況把握に向け

た５歳児を対象と

し た 健 診 に つ い

て、その内容や方

法などに関する検

討を進め、実施の

可否等も含めた方

向性の確立に努め

るものです。 

都内区市町村における５歳

児健診の取組状況を調査する

とともに、制度実施に必要とな

る庁内資源の調査のための準

備を行いました。 

子育て支援課、健康推進課合同

で担当者会議を開催し情報の共

有及び問題点の検討を行うとと

もに、「子ども・子育て会議 一貫

した地域療育システムのあり方

検討部会」において、５歳児を対

象とした健診の問題・課題の整理

とともに、就学前児童の相談・支

援体制の充実について検討しま

した。 

健

康

推

進

課 

 

Ｂ 

子育て支援課、健康推進課、

学校教育課を中心に庁内関係

課で会議を開催し、今後の進め

方について検討しました。 

子育て支援課、健康推進課合同

で担当者による会議を開催し、情

報の共有及び問題点の検討を行

いました。 

子

育

て

支

援

課 

Ｂ 

21 養育支

援訪問

事業の

充実 

「こんにちは赤

ちゃん事業」等に

より、養育支援が

特に必要であると

判断した家庭に、

保健師、ヘルパー

等が訪問して、養

育に関する指導、

助言、サービス等

により、当該家庭

の適切な養育を確

保し、虐待の予防

や早期発見等につ

なげています。 

現状では、子ど

も家庭支援ネット

ワークで健康推進

課等と情報を共有

し、必要な家庭へ

の家庭訪問等によ

る 育 児 や 健 康 に

関する専門相談支

援や各種サービス

の情報提供、育児

支援ヘルパーの派

遣等の支援を行っ

ています。 

子ども家庭支援ネットワー

クにおいて健康推進課等と情

報を共有し、必要な家庭への家

庭訪問等による育児や健康に

関する専門相談支援や各種サ

ービスの情報提供、育児支援ヘ

ルパーの派遣等の支援を行い

ました。 

子ども家庭支援ネットワーク

において健康推進課等と情報を

共有し、必要な家庭への家庭訪問

等による育児や健康に関する専

門相談支援や各種サービスの情

報提供、育児支援ヘルパーの派遣

等の支援を行いました。 

子

育

て

支

援

課 

Ｂ 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

22 予防接

種の推

奨 

各種の集団予防

接種や個別予防接

種が確実に受けら

れるよう、情報の

提供や案内を行っ

ています。 

通知人員 接種人員 接種率    

四種混合 

1回目 

 710人 679人 95.6% 

2回目 

 710人 712人 100.3％ 

3回目  

710人 641人 90.3％ 

追加   

710人  648人  91.3 ％    

麻しん・風しん         

第1期 714人  663人  92.9％

第2期 584人  500人 85.6％

二種混合 

604人 354人 58.6％ 

日本脳炎 

第1期 

1,926人 1,836人 95.3％  

第2期 

1,084人 477人  44.0％ 

小児用肺炎球菌 

初回1回目 

 710人 702人 98.9% 

初回2回目 

 710人 686人 96.6% 

初回3回目  

710人 707人 99.6% 

追加 

710人  665人 93.7% 

ヒブ 

初回１回目 

 710人 694人 97.7% 

初回２回目 

 710人 686人 96.6% 

初回３回目 

 710人710人 100.0% 

追加  

710人  642人 90.4% 

ヒトパピローマ感染症 

1回目 1人   

2回目 １人   

3回目 ２人   

通知人員 接種人員 接種率    

四種混合 

1回目 757人 734人 97.0.%

2回目 757人 745人 98.4％

3回目 757人 741人 97..9％

追加   757人 734人 97.0％  

麻しん・風しん          

第1期 710人  704人  99.2％

第2期 584人  520人 89.0％

二種混合 

593人 356人 60.0％ 

日本脳炎 

第1期 2,109人 1,772人 84.0％ 

第2期 1,552人 549人  35.4％ 

小児用肺炎球菌 

初回1回目 

 757人 736人 97.2% 

初回2回目  

757人 753人 99.5% 

初回3回目  

757人 736人 97.2% 

追加    

757人  675人 89.2% 

ヒブ 

初回１回目 

 757人 735人 97.1% 

初回2回目 

 757人 750人 99.1% 

初回3回目 

 757人 734人 97.0% 

追加   

 757人  682人 90.1% 

ヒトパピローマ感染症 

1回目 0人   

2回目 0人   

3 回目 0 人   

水痘 

初回 710 人 698 人 98.3％

追加 710 人 616 人 86.8％

Ｂ型肝炎 

１回目 

 695 人 527 人 75.8％ 

２回目 

 695 人 479 人 68.9％ 

３回目 

 695 人 135 人 19.4％ 

 

 

 

 

 

 

 

健

康

推

進

課 

Ａ 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

23 専門職

による

相談の

実施 

現状、毎月１回育

児、栄養、運動など、

子どもの健康な生活

習慣の確立と育児不

安の解消のため、保

健師や心理士等の専

門職が育児相談を実

施しています。 

また、妊娠期から

産後の育児を通し、

不安やストレスを感

じている妊婦や母親

を対象に「ママの気

持ち」相談を行って

います。 

毎月１回就学前までの子ど
もを対象に身体計測を行い子
どもの健やかな成長を見守り
ました。また希望者には保健、
栄養、授乳、歯科について専門
職が相談を実施しました。 

平成27年度の利用者数は延
910人（うち、延相談者数は
633人）でした。 

毎月１回、就学前までの子ど

もを対象とした身体計測を行

い、子どもの健やかな成長を見

守りました。また希望者には保

健、栄養、授乳、歯科の専門職に

よる相談を実施しました。 

平成 28 年度の利用者数は延

771 人、うち延相談者数は 485

人でした。 

また、健診実施時のアンケー

トの中で、必要に応じて悩みや

相談等についても記入いただ

き、保健師等の専門職から直接

連絡を取るなどアプローチ型の

相談を行いました。 

健

康

推

進

課

Ａ

24 母子訪

問指導

の実施 

すこやか訪問指

導（妊産婦・新生

児）とその前後で

必要とされる妊産

婦、乳幼児の家庭

を保健師等が訪問

し、赤ちゃんの計

測や保育の相談、

母乳指導等を行っ

ています。 

すこやか訪問指導（妊産婦・

新生児）とその前後で必要とさ

れる妊産婦、乳幼児の家庭を保

健師等が訪問し、赤ちゃんの計

測や保育の相談、母乳指導等を

行いました。必要に応じて、子

育て支援課等と連携し、育児支

援の様々なサービスにつなげ

ました。 

すこやか訪問指導（妊産婦・新

生児）とその前後で必要とされ

る妊産婦、乳幼児の家庭を保健

師等が訪問し、赤ちゃんの計測

や保育の相談、母乳指導等を行

いました。また必要に応じて、子

育て支援課等と連携し、育児支

援の様々なサービスへとつなげ

ました。 

健

康

推

進

課

Ａ

25 育児支

援ヘル

パー事

業の充

実 

母親が出産前後で

あって、介助者がい

ない家庭または多胎

による出産をした家

庭を支援するため、

育児や家事が困難な

家庭を対象に、原則

として出産予定日の

１か月前から出産日

または母親及び出生

した乳児の退院日か

ら３か月以内の間で

15 日間を限度とし

て、ヘ ルパ ーを派

遣するものです。 

現在、事業の周知

については、「こまえ

子育てねっと」、子育

てガイドブック、ホ

ームページを中心に

行っており、子ども

家庭支援センター、

子育て支援課窓口に

チラシを備え付けて

います。 

子育てサイト、子育てガイド
ブック、ホームページを中心に
事業の周知を行い、育児支援ヘ
ルパーの利用拡大に努めまし
た。 

・産前産後家庭  

実利用者数 16 人 

延べ利用人員 197人日 

・多胎家庭 

 実利用者数 ３人 

 延べ利用人員 45人日 

・要支援家庭 

 実利用者数 ２人  

延べ利用人員  70 人日 

子育てサイト、子育てガイド
ブック、ホームページを中心に
事業の周知を行いました。 

・産前産後家庭  

実利用者数  21人 

延べ利用人員 232人日 

・多胎家庭 

 実利用者数 ０人 

 延べ利用人員 ０人日 

・要支援家庭 

 実利用者数 ０人  

延べ利用人員  ０人日 

子

育

て

支

援

課 

Ａ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

26 休日・

夜間応

急診療

の充実 

医師会等の協力

のもと、休日・準夜

間の救急医療体制

を整備し、小児医

療の充実を図るも

のです。 

現状では、東京

慈恵会医科大学附

属 第 三 病 院 内 で

「狛江・調布小児

初期救急平日夜間

診療」を週５日、午

後 7 時から 10 時

ま で 実 施 し て い

ます。 

休日応急診療所実績（平成
27年度） 

0歳から15歳の診療実績は
73日間954件です。 

東京慈恵会医科大学附属第

三病院内「狛江・調布小児初期

救急平日夜間診療」の実績は、

週５日、午後７時から 10 時ま

で 245 日診療しました。受診

患者数 754 人、このうち狛江

市内在住者は 201 人でした。

休日応急診療所実績（平成 28 年

度） 

0 歳から 15 歳の診療実績は

73 日間 992 件です。 

東京慈恵会医科大学附属第三

病院内「狛江・調布小児初期救急

平日夜間診療」の実績は、週５

日、午後７時から 10 時まで

243 日診療しました。受診患者

数 722 人（狛江市 201 人、調

布市 450 人、その他 71 人）で

した。 

健

康

推

進

課

Ａ

27 子ども

の医療

費助成

の実施 

子どもの健康を

守り、子育て家庭

の経済的負担を軽

減するため、子ど

もにかかる医療費

の一部を助成して

います。 

現在、すべての

未就学児が所得制

限の撤廃により医

療費助成を受けら

れ、小中学生を対

象とした医療費助

成制度も創設され

ています。 

制度に基づき医療費助成を

実施しました。 

制度に基づき医療費助成を実

施しました。 
子

育

て

支

援

課 

Ｂ

後新

28 

未熟児

養育医

療給付 

医療を必要とす

る未熟児に対し、

養育に必要な医療

の給付を行い、未

熟児の健康の増進

を図ることを目的

とするものです。

また、未熟児を

抱える家庭を早期

に専門職である保

健師につなげるこ

とで、母子の安定

を図ることを目的

とするものです。

平成27年度の未熟児養育医
療給付申請者数及び認定者数
は17人でした。 

そのうち出生児体重 1,000

グラム以下が２人、1,001 グ

ラム以上 2,000 グラム以下が

14 人、2,001 グラム以上は 1

人でした。 

平成 28 年度の未熟児養育医

療給付申請者数及び認定者数は

14 人でした。 

そのうち出生児体重 1,000

グラム以下が１人、1,001 グラ

ム以上 2,000 グラム以下が 10

人、2,001 グラム以上は３人で

した。 

健

康

推

進

課

Ｂ

②小児医療の拡大・充実を図ります 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と現状

の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

29 各世代に
おける
「食育」
の推進 

食育の方針とな
る「狛江市食育推進
計画」の推進によ

り、食を通じた子育
て・子育ち環境の充
実を進めています。

保育園では、野菜
の栽培等の多様な
食育活動を実施し

ています。また、市
内農家から地場野
菜を購入し、給食食

材 に 使 用 し て い
ます。 

小学校では、栄養

士、給食調理に対す
る地産地消の理解
を深めるため、研修

を行っています。各
学校では毎年、食育
を教育課程に位置

づけ、「食に関する
全体指導計画」を作
成し、計画的に食育

を推進するよう努
めています。 

また、「食育」（学
校給食に関する教
育・学習を可能とす

る施設整備）と「地
域」（地元農産品の
受入れや市内事業

者の活用を意識し
た施設整備）をコン
セプトとした中学

校給食の給食セン
ターの整備を進め
ています。 

「狛江市食育推
進庁内連絡会」を年
２回開催し、各課の

食育事業について
情報交換を行うと
ともに、年２回、土

曜日に妊娠中の女
性とその家族を対
象として、産前・産

後に良い食事の話、
調理実習、グループ
ワークを行う食育

料理教室「プレパ
パ・プレママクッキ
ング」を実施してい

ます。 

公立保育園では、園庭で栽培
した野菜や市内の畑で掘った
さつま芋を使って調理保育を
行いました。また、鏡開き、七
草粥など食をとおして、日本の
年中行事に触れる機会も積極
的に設けました。 

地場野菜に関しては、継続し
て市内農家より購入し、新鮮で
安心な季節の野菜を食材とし
て使用しました。 

公立保育園では、園庭で栽培
した野菜や市内の畑で掘ったさ
つま芋を使って調理保育を行い
ました。また、鏡開き、七草粥な
ど食をとおして、日本の年中行
事に触れる機会も積極的に設け
ました。 

地場野菜に関しては、継続し
て市内農家より購入し、新鮮で
安心な季節の野菜を食材として
使用しました。 

児

童

青

少

年

課

B

調理室が見渡せる見学路や
調理・配缶・炊飯の３か所を同
時に見学することができる会
議・研修室を整備する等、食育
に配慮した中学校給食センタ
ーを５月に開設し、７月から市
内４校の中学校に給食を提供
しています。各小学校では児童
が枝豆を鞘から外す作業体験
や生産者に授業をしていただ
く等地場野菜を活用した食育
を実施しています。また、栄養
士、給食調理に対する地産地消
の理解を深めるため、夏に研修
を行いました。 

各小学校では児童が枝豆を鞘

から外す作業体験や地場野菜生

産者及び漁業のさかんな愛媛県

愛南町水産課の方を講師に招い

た食育を実施しています。また、

栄養士、給食調理に対する地産

地消の理解を深めるため、夏に

研修を行いました。さらに、平成

28 年度より刷新した狛江の教

育広報誌「ガク☆チキ」にて、市

立学校の給食や食育について、

周知を行いました。 

学

校

教

育

課

A

食育を教育課程に位置付け、
「食に関する全体指導計画」を
作成・提出させ、各学校におい
て計画的に推進するよう努め
ました。また、栄養教諭や栄養
士による食に関する授業を実
施しました。 

食育を教育課程に位置付け、

「食に関する全体指導計画」を

作成・提出させ、各学校において

計画的に推進するよう努めまし

た。また、栄養教諭や栄養士によ

る食に関する授業では、体験的

な学習を充実させました。 

狛江第六小学校の研究発表会

においては、食育に関する研究

成果を全都に向けて発信しまし

た。 

指

導

室

 

 

B

狛江市食育推進庁内連絡会
を年２回開催し、平成26年度
より、年１回、「狛江市栄養士
情報交換会」を実施しました。

「プレパパ・プレママクッキ
ング」は、年２回開催し、11名
参加しました。 

狛江市食育推進計画評価報
告書を作成しました。 

「狛江市食育推進庁内連絡

会」を年２回、「狛江市栄養士情

報交換会」を年１回開催しまし

た。 

「プレパパ・プレママクッキ

ング」は、年２回開催し、５名の

参加を得ました。（１回は事前に

キャンセルがでたため実施して

いません。） 

平成 29 年３月には、狛江市

食育推進計画（第２次）を策定し

ました。 

健

康

推

進

課

B

主要課題４ 「食育」の考え方をひろめ、食に関心を向ける 

①「狛江市食育推進計画」の基本方針に基づく、次世代育成に向けた食育の推進

を目指します 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

30 性に関す

る指導の

推進と性

感染症予

防に関す

る知識の

普及 

学校では、学習

指導要領や保健

計画に基づき計

画的な性に関す

る指導を行うと

ともに、エイズな

どの性感染症予

防について、子ど

もたちへわかり

やすく情報を提

供しています。 

学習指導要領

にのっとり各小

中学校において、

指導計画をもと

に、保健学習では

意思決定、行動選

択を目標にし、保

健指導では生活

態度を培うこと

を目的に行って

います。また、学

校ばかりでなく、

児童館等の関連

施設や地域との

連携を通じた多

様な情報提供、啓

発 も 行 っ て い

ます。 

東京都エイズ

予防月間（11 月

16 日 ～ 12 月

15 日）に、あい

とぴあセンター

掲示板にて啓発

を 実 施 し て い

ます。 

「狛江市青少

年問題協議会小

委員会」の協力に

より、「不健全図

書等追放ポスト」

の回収・分類・集

計を年４回行い、

環境浄化に努め

ています。 

学習指導要領にのっとり各

小中学校において、保健学習で

は意思決定、行動選択を目標に

し、保健指導では生活態度を培

うことを目的に、指導計画に基

づいた指導を行いました。 

児童・生徒の発達の段階を踏

まえ、心身の発育・発達と健康、

性感染症等の予防などに関する

知識を確実に身に付けること、

生命の尊重や自己及び他者の個

性を尊重するとともに、相手を

思いやり、望ましい人間関係を

構築することができるよう指導

を重ねました。 

指

導

室 

 

Ｂ 

青少年問題協議会小委員会

の協力で、「不健全図書等追放

ポスト」の回収・分類・集計を

年４回行い、引き続き環境浄化

に努めました。 

青少年問題協議会小委員会の

協力で、「不健全図書等追放ポス

ト」の回収・分類・集計を年４回

行い、環境浄化に努めました。

児

童

青

少

年

課 

 

Ａ

平成 27 年 10 月のあいとぴ

あ健康まつり等のイベントに

おいてエイズ予防パンフレッ

トの配布を実施しました。 

多摩府中保健所からの協力要

請を受け、あいとぴあセンター

ほか公共施設において LGBT 理

解啓発パンフレット、関連グッ

ズを配布しました。 

健

康

推

進

課 

Ｂ

主要課題５ 思春期の心と体を守る保健対策を充実する 

① 子どもたちの性などに関する必要な知識の普及を推進します 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

31 喫煙や
飲酒・
薬物乱
用に
関する
知識の
普及 

各 小 中 学 校 で

は、指導計画をも

とに、小学校では

体育科保健領域に

て第 6 学年「病気

の予防」の中で喫

煙、飲酒、薬物乱用

の防止について学

習しています。 

中学校では、保

健体育科で第３学

年「健康な生活と

疾病の予防」の中

で喫煙、飲酒、薬物

乱用の防止につい

て 学 習 し て い

ます。 

また、「東京都薬

物乱用防止推進狛

江地区協議会」と

連携して、中学生

によるポスター及

び標語の募集や市

民まつりでのパネ

ル展示及びあいと

ぴあセンターにて

ポスター、チラシ

等で啓発を行って

います。受動喫煙

など、たばこの害

についても、ポス

ターやパンフレッ

トにより啓発を行

っています。 

指導計画を基に、全ての小・
中学校において、警察や薬剤師
等と連携した薬物乱用防止教
室を年１回開催しました。 

また、小学校では体育科保健

領域にて第 6 学年で「病気の予

防」の中で、喫煙、飲酒、薬物

乱用の防止について学習し、中

学校では保健体育科で第３学

年「健康な生活と疾病の予防」

の中で喫煙、飲酒、薬物乱用の

防止について学習しました。 

各学校において、指導計画を基

に、児童・生徒の発達の段階に応

じて、体育・保健体育、道徳、特

別活動等を中心に薬物乱用防止

に関する学習を行いました。 

保護者や地域の関係者（警察や

薬剤師等を招へい）を交えての薬

物乱用防止教室やセーフティ教

室を各学校で年１回開催し、薬物

乱用が人や社会に与える影響に

ついて学習を進めるとともに、違

法行為を絶対に行わないような

基本精神や態度を育成してきま

した。 

指

導

室

 

B

東京都薬物乱用防止推進狛

江地区協議会と連携し、中学

生によるポスター及び標語の

募集や市民まつりでのパネル

展示及びあいとぴあセンター

にてポスター、チラシ等によ

り啓発を推進しました。また

受動喫煙等、たばこの害につ

いての啓発をポスター、パン

フレットにより行いました。 

 

東京都薬物乱用防止推進狛

江地区協議会と連携した市内

中学生への薬物乱用防止ポス

ター・標語の募集・表彰を行い

ました。また優秀作品について

は、市民まつりにおける出典ブ

ースのパネルとして展示し、広

く市民各層への啓発に利用し

ました。 

健

康

推

進

課 

Ｂ 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

32 相談支援

体制の強

化 

いじめや不登

校など思春期の

心身の健康問題

や、発達、言葉の

発音が気になる

などについて、子

どもや保護者が

気軽に相談でき

る専門窓口を充

実するものです。

市の専門教育

相談員を各小学

校 に 週 ２ 日 配

置するとともに、

都の制度のスク

ールカウンセラ

ーも小学校６校・

中学校４校に配

置しています。平

成 26 年度は、ス

クールカウンセ

ラーによる全員

面接を小学校５

年生と中学校１

年生に行ってい

ます。 

また、子育て支

援課、子ども家庭

支援センターで

相 談 窓 口 を 開

設するとともに、

SOS カードに掲

載することで、相

談窓口の周知を

図っています。 

市専門教育相談員を各小学
校に週２日配置するとともに、
東京都から都費のスクールカ
ウンセラーが小学校６校・中学
校４校に配置されました。これ
により全ての小・中学校に都費
のスクールカウンセラーが配
置されました。 

また、市専門教育相談員と都

費のスクールカウンセラーが

連携し、小学校第 5 学年の全児

童と中学校第１学年の全生徒

に全員面接を行いました。 

市専門教育相談員と都費のス

クールカウンセラーが連携し、

小学校第 5 学年の全児童と中学

校第１学年の全生徒に全員面接

を行い、学校生活への適応状況

を把握したり、いじめの早期発

見につなげたりしました。 

学校・指導室・教育研究所の連

携により、支援の必要な児童・生

徒及び保護者等に関する情報を

共有するとともに、スクールソ

ーシャルワーカーを２名配置す

ることにより、関係諸機関との

連携も充実させました。 

指

導

室 

 

Ｂ 

子育て支援課、子ども家庭支

援センターにおいて、引き続き

相談窓口となるとともに、

SOS カードに連絡先を掲載す

ることで、相談窓口の周知を図

りました。 

子育て支援課、子ども家庭支

援センターにおいて、引き続き

相談窓口となるとともに、SOS

カードに連絡先を掲載すること

で、相談窓口の周知を図りまし

た。 

また、あらたに子育て支援専

門員を配置し、利用者支援を行

う中で、個別の相談に対応する

とともに、必要に応じて子ども

家庭支援センター等関係機関と

連絡・調整を行いました。 

子

育

て

支

援

課 

 

Ｂ

子育て支援課や子ども家庭

支援センターから発達や障が

い児、家族支援についての相談

を受け、支援に繋いでいる他、

必要に応じてセンター等との

連携を図り、同行訪問をするな

どを実施しています。 

子育て支援課、子ども家庭支

援センター、保健所、医療機関等

から発達障がいや障がい児、医

療的ケア児についての相談を受

け、必要な支援に繋ぐほか、関係

機関と連携し、訪問やサービス

導入を行いました。 

福

祉

相

談

課 

Ｂ 

②子どもたちのメンタルヘルス対策を推進していきます 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

34 子育て

ひろ

ば・つ

どいの

広場の

拡充 

児童館や保育園

等の機能を活用し

たり、民間団体等

の 活 力 を 活 か し

て、地域で子育て

中 の 親 子 等 の 交

流、子育て相談、子

育て情報の提供な

どを行う子育てひ

ろばやつどいの広

場事業を推進して

います。 

子育てひろば事

業として、岩戸児

童センターでは親

子で楽しむたんぽ

ぽタイムが非常に

人気があり、それ

をきっかけに日常

生活のリズムを作

られる来館者が増

えています。また、

和泉児童館では乳

幼児親子向けの遠

足 も 実 施 し て い

ます。 

３か所の学童保

育所では、平日の

午前中に施設を遊

び場として乳幼児

に 開 放 し て い

ます。 

市立保育園６園

では、園庭開放を

実施し、地域の子

育て拠点として交

流機会の場を設け

ています。 

野川地域センタ

ーへの出張ひろば

である「野川たん

ぽぽひろば」を月

２回へ拡充し、開

催しています。 

子育てひろば事業として、岩
戸児童センターでは親子で楽
しむたんぽぽタイムが非常に
人気があり、それをきっかけに
日常生活のリズムを作られる
来館者が増えました。また、和
泉児童館では乳幼児バスハイ
クを実施しましたが、なかなか
遠出することができない利用
者に好評であり、今後も利用者
のニーズにあったプログラム
の提供を心がけていきます。 

また、市内３か所の学童保育
所では、平日の午前中に施設を
遊び場として乳幼児に開放し
ています。 

あそびの広場利用状況 

      駒井 東野川
松原 

開催日数  103日 102日 
102日 

利用者 子283人 517人 
634人   

親236人 480人 
600人 

市立保育園６園では園庭開放

を実施し、地域の子育て拠点と

して交流機会の場を設けてい

ます。 

子育てひろば事業として、岩
戸児童センターでは親子で楽
しむたんぽぽタイムが非常に
人気があり、それをきっかけに
日常生活のリズムを作られる
来館者が増えました。また、和
泉児童館では乳幼児バスハイ
クを実施し、普段遠出すること
ができない利用者に安心して
参加できるプログラムを実施
しました。今後も利用者のニー
ズにあったプログラムの提供
を心がけていきます。 

また、市内３か所の学童保育
所では、平日の午前中に施設を
遊び場として乳幼児に開放し
ています。 

あそびの広場利用状況 

      駒井 東野川
松原 

開催日数  112日 109日 
111日 

利用者 子336人 552人 
750人   

親257人 544人 
628人 

市立保育園５園では園庭開

放を実施し、地域の子育て拠点

として交流機会の場を設けて

います。 

児

童

青

少

年

課

 

Ｂ

野川地域センターにおいて、

月２回野川たんぽぽひろばを

実施し、子育て相談や子育てに

関する情報提供を行いました。

野川地域センターにおいて、

月２回野川たんぽぽひろばを

実施し、子育て相談や子育てに

関する情報提供を行いました。

 

参加者 

保護者延べ 732 人 

子ども延べ 768 人 

子

育

て

支

援

課

Ｂ

基本目標２ 地域の子育て力を高める環境を創出します 

主要課題１ 地域での子育て支援体制を充実する 

①子育て支援施設の機能を充実します 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

35 児童

館・児

童セン

ターの

充実 

乳幼児から高校

生までのすべての

児童・生徒を対象

と し た 事 業 を 展

開する子育て支援

の 拠 点 施 設 と し

て、児童館・児童セ

ンターの施設機能

及び事業の充実を

図っています。 

児童館・児童セ

ンターでは、小学

生から引き続き中

高生になっても来

館 し て く れ る よ

う、継続的な企画

を実施し利用の促

進 を 図 る と と も

に、ボランティア

として活躍する機

会を多く提供する

ことで、働く力を

培っています。 

また、子どもた

ちが児童館・児童

センターにて、気

軽に相談すること

ができるような体

制づくりを促進し

ています。 

児 童 館 と し て

は、放課後子ども

教室事業への協力

など地域の活動を

アシストすること

で、地域との交流

を図り、幅広い年

代の身近な居場所

となるよう努めて

います。 

小学生から引き続き中学生・
高校生になっても来館してく
れるよう、継続的な企画の実施
や新たに中高生の企画を増
やすことで、利用の促進を図り
ました。また、ボランティアと
して活躍する機会を多く提
供することで、働く力を培いま
した。 

児童館としては、放課後子ど

も教室事業への協力など地域

の活動をアシストすることで、

地域との交流を図り、幅広い年

代の身近な居場所となるよう

努めました。 

小学生から引き続き中学生・
高校生になっても来館しても
らえるよう、継続的な企画の実
施や新たに中高生の企画を増
やすことで、利用の促進を図り
ました。また、ボランティアと
して活躍する機会を多く提
供することで、働く力を培いま
した。 

児童館としては、放課後子ど

も教室事業への協力など地域

の活動をアシストすることで、

地域との交流を図り、幅広い年

代の身近な居場所となるよう

努めました。 

北部地域の児童館建設に向

けて基本設計を実施しました。

また、利用者の意見を設計に反

映させるため、児童館フォーラ

ムや青少年会議を開催し、参加

者や中学生等から意見を募り

ました。 

児

童

青

少

年

課

Ａ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

37 放課後

子ども

教室事

業の推

進 

遊びのリーダー

やボランティア等

の活用を促進する

ことで社会性の向

上を図り、放課後

子ども教室の充実

に努めています。

平成 25 年度よ

り KoKoA 運営委

員会による実施と

なり、より地域の

人の参画を円滑に

得られるようにな

りました。 

児童の健全な育成と地域の
交流を推進することを目的に、
KoKoA 毎に KoKoA 運営委
員会を実施し、地域の方の参画
を円滑に得られるようになり
ました。 

 

KoKoA 実施校 

一小   

272 日 延べ 12,966 人 

三小   

242 日 延べ 6,596 人 

五小   

255 日 延べ 7,513 人 

六小   

271 日 延べ 10,802 人 

和泉小  

254 日 延べ 7,556 人 

緑野小  

261 日 延べ 5,238 人 

児童の健全な育成と地域の
交流を推進することを目的に、
KoKoA 毎に KoKoA 運営委
員会を実施し、地域の方の参画
を円滑に得られるようになり
ました。 

 

KoKoA 実績 

一小   

282 日 延べ 13,323 人 

三小   

241 日 延べ 5,966 人 

五小   

260 日 延べ 8,513 人 

六小   

270 日 延べ 10,680 人 

和泉小  

255 日 延べ 8,248 人 

緑野小  

263 日 延べ 4,610 人 

児

童

青

少

年

課

Ｂ

新規 

38 

放課後

子ども

総合プ

ランの

推進 

国から示されて

いる「放課後子ど

も総合プラン」を

踏まえ、学童クラ

ブと放課後子ども

教室のさらなる連

携や一体型への展

開を進めます。 

また、子どもた

ちの放課後環境の

改善・充実を図る

ため、教育委員会

と連携し、学校施

設の有効活用を検

討します。 

ビーチボールや映画鑑賞会
等、各放課後子ども教室にて近
隣の学童クラブと連携したイ
ベントを実施しました。 

総合教育会議※において、教
育委員会と市長部局で放課後
対策について議論され、学校施
設の有効活用に関する協定が
締結されました。 

※総合教育会議；市の施策全

般の調和を図りつつ、市におけ

る教育行政を推進するために、

市長と教育委員会の協議及び

調整を行う会議。 

ビーチボールや映画鑑賞会
等、各放課後子ども教室にて近
隣の学童クラブと連携したイ
ベントを実施しました。 

また、毎月 KoKoA で開催さ

れる KoKoA 会議に学童クラ

ブの職員も参加し、情報の共有

や連携の強化に努めました。 

児

童

青

少

年

課

Ｂ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

39 児童関

連施設

の連携

強化 

子どもの健やかな

育成を目指し、学校、

保育園、幼稚園、学童

保育所、児童館・児童

センター、公民館、中

央図書館等の児童関

連施設の連携を図っ

ています。 

現在、公民館では、

西河原おはなし会、西

河原公民館図書室案

内、和泉小学校連携事

業、中学校の公民館見

学・職場体験を実施し

ています。 

要保護児童対策地

域協議会である「狛江

市子ども家庭支援ネ

ットワーク会議」の代

表者会議、実務担当者

会議等により、関係機

関との連携を図って

います。また、実務担

当者会議の一環とし

て、中学校区域ごとに

児童関連施設関係者

の会議を開催し、連携

強化に努めています。

保育園では、発達に

応じた適切な保育を

実施するため、保育士

が「あいとぴあ子ども

発達教室ぱる」で研修

を実施しています。 

むいから民家園で

は、民家園主催事業と

して市内各小学校 3

年生の体験学習を行

っています。また、子

ども向けのイベント

として、子どもの日に

「むいからこどもま

つり」を開催し、子ど

も向け、親子向けの教

室・講座として、「植物

観察とコロコロ染め」

な ど を 開 催 し て い

ます。さらに、(一社)サ

ポート狛江との共催

で幼児と親子を対象

とした「むいからで遊

ぼう」、東京たまがわ

ロータリークラブと

の共催で幼児や小中

学生等を対象とした

「ふれあい移動動物

園 」 を 開 催 し て い

ます。 

図書館では、夏休み

小学生一日職場体験、

幼稚園・保育園への図

書貸出しを行ってい

ます。 

・西河原おはなし会 

年間45回  

延べ552人参加 

 （うち子ども343人） 

・西河原公民館図書室案内 

和泉小学校連携事業 

（小学２年生、３クラス来館）

・中学校の公民館見学 

・職場体験  

中学校 2 校 計６人 

・西河原おはなし会 

年間44回 

延べ342人参加 

 （うち子ども183人） 

・西河原公民館図書室案内 

和泉小学校連携事業 

（小学２年生、４クラス来館）

・職場体験  

中学校 2 校 計４人 

公

民

館

 

Ｂ

要保護児童対策地域協議会

「狛江市子ども家庭支援ネッ

トワーク」の代表者会議、実務

者会議等により関係機関との

連携を図りました。また、実務

者会議の一環として、児童関連

施設関係者を対象に、児童相談

の事例紹介、事例検討を行い、

関係機関の連携強化に努めま

した。 

要保護児童対策地域協議会

「狛江市子ども家庭支援ネッ

トワーク」の代表者会議、実務

者会議等により関係機関との

連携を図りました。また、実務

者会議の一環として、児童関連

施設関係者を対象に、児童相談

の事例紹介、事例検討を行い、

関係機関の連携強化に努めま

した。 

子

育

て

支

援

課

Ｂ

保育園では、発達に応じた適切

な保育を実施するため、保育士

が「ぱる」で研修を実施しまし

た。また、学校運営連絡協議会

に園長が参加する等、小学校と

の交流を推進しています。 

保育園では、発達に応じた適

切な保育を実施するため、保育

士が「ぱる」で研修を実施しま

した。また、学校運営連絡協議

会に園長が参加する等、小学校

との交流を推進しています。 

児

童

青

少

年

課

Ｂ

図書館では、子どもおはなし

会、親子で楽しむおはなし会の

ほか、様々な子ども向けイベン

トを実施しました。また、小・

中学校や保育園・幼稚園等への

団体貸出し、小・中学生の職場

体験も実施しました。 

・子どもおはなし会 

年48回 延べ399人参加 

・親子で楽しむおはなし会 

年46回  

延べ1,380人参加 

・小・中学校への貸出冊数

8,857冊 

・ 小 ・ 中 学 校 の 職 場 体 験

13人 

・小・中学校、保育園等への 

リサイクル本の配布冊数

12 団体 1,154 冊 

図書館では、子どもおはなし

会、親子で楽しむおはなし会の

ほか、様々な子ども向けイベン

トを実施しました。また、小・

中学校や保育園・幼稚園等への

団体貸出し、小・中学生の職場

体験も実施しました。 

・子どもおはなし会 

年 48 回 延べ 485 人参加

・親子で楽しむおはなし会 

年 46 回  

延べ 1,014 人参加 

・小・中学校への貸出冊数

7,601 冊 

・ 小 ・ 中 学 校 の 職 場 体 験

15 人 

・ 中 学 校 の 職 場 訪 問

6 人 

・小・中学校、保育園等への 

リサイクル本の配布冊数  

19 団体 1,067 冊 

図

書

館

 

B 
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業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

40 障がい

のある

子ども

たちの

受入れ

の推進 

保育園、学童ク

ラブ、放課後子ど

も教室への障がい

のある子どもの受

入れを拡充してい

ます。 

現在、保育園で

はすべてのクラス

で集団保育が可能

な中程度以下の障

がい児保育を実施

しています。 

放課後子ども教

室（KoKoA）では、

特別支援学級の児

童を相談に応じて

受け入れ、各児童

に合わせた見守り

を行っています。

小学生クラブで

は、指定管理事業

者と加配の追加契

約を行い、障がい

のある子どもの受

入 れ を 行 っ て い

ます。 

公立保育園では、継続して全て
のクラスで集団保育が可能な中
程度以下の障がい児統合保育を
実施しています。 

放課後子ども教室（KoKoA）
では、特別支援学級の児童を相談
に応じて受け入れ、各児童に合わ
せた見守りを行っています。 

また、小学生クラブでは、平成

27 年度は岩戸で 7 人、和泉で９

人の障がい児を受入れました。 

公立保育園では、継続して全
てのクラスで集団保育が可能
な中程度以下の障がい児統合
保育を実施しています。 

放課後子ども教室（KoKoA）
では、特別支援学級の児童を相
談に応じて受け入れ、各児童に
合わせた見守りを行ってい
ます。 

また、小学生クラブでは、平

成 28 年度は岩戸で４人、和泉

で14人の障がい児を受入れま

した。 

児

童

青

少

年

課

 

Ｂ

ぱるでは利用児が通園して
いる11か所の幼稚園・保育園
を訪問。園での児の様子を把握
し個別指導計画の見直しを行
いました。また、園に向けて児
の特徴や対処方法について情
報提供を行い、課題を共有しま
した。 

ぱるにおいて公立保育園職
員の実地研修を行いました。平
成27年度は6園各１名が３日
間ずつ、ぱるの実施する集団指
導に参加しました。また、市内
保育園・幼稚園と合同研修を全
3日間実施し、23名の参加があ
りました。 

待機児対策のための取組み
として、平成27年４月に“ぱ
る”の利用児枠20名の増を図
りました。 

きょうだい児がいる利用者

のために利用時にきょうだい

児を預かる仕組みについて検

討しました。 

ぱるでは利用児が通園して
いる12か所の幼稚園・保育園
を訪問。園での児の様子を把握
し個別指導計画の見直しを行
いました。また、園に向けて児
の特徴や対処方法について情
報提供を行い、課題を共有しま
した。 

ぱるにおいて公立保育園職
員の実地研修を行いました。平
成 28 年 度 は 5 園 各 １ 名 が
3日間ずつ、ぱるの実施する集
団指導に参加しました。また、
市内保育園・幼稚園と合同研修
を全3日間実施し、24名の参加
がありました。 

障がいのある方の活動や交
流の場を広げ、地域での障がい
者スポーツを普及・発展させて
いくため、スポーツ体験教室を
実施しました。 

 

高

齢

障

が

い

課

Ｂ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

41 ファミ

リー・

サポー

ト・セ

ンター

の充実 

子育てを援助し

てほしい利用会員

と援助したいサポ

ー ト 会 員 を 募 集

し、保育園や学童

保育所の送迎や預

かりなど利用会員

のニーズに合うサ

ポート会員を紹介

し、子育て支援の

有償ボランティア

活動を推進してい

ます。 

また、サポート

会員の交流や研修

を充実し、地域で

のボランティア活

動への参加など、

事業内容の拡充に

取 り 組 ん で い

ます。 

現状では、病気

の回復期にある子

どもを預かる病後

児預かりを実施し

ています。また、広

報活動、会員募集、

講習会や会員交流

会の開催等を積極

的 に 推 進 し て い

ます。 

病気の回復期にある子ども
を預かる病後児預りを実施し
ました。 

また、広報活動、会員募集、
講習会や会員交流会の開催等
を積極的に推進したことによ
り、利用会員・サポート会員と
もに増加しました。 

 

利用会員  1,061人 

（前年比＋42）

サポート会員 240人 

（前年比＋13）

両方会員    48人 

（前年比－1） 

活動件数  5,392件 

（前年比－57）

事業説明会 11回 213人 

ファミサポサロン 

０回 ０人 

講習会  ４回 24人 

保育体験 ０回 ０人 

ステップアップ講習会 

１回 13人 

会員交流会１回 22人 

アドバイザー研修 ２回 

ふぁみさぽ通信 ２回発行 

病気の回復期にある子ども
を預かる病後児預りを実施し
ました。 

また、広報活動、会員募集、
講習会や会員交流会の開催等
を積極的に推進したことによ
り、利用会員・サポート会員と
もに増加しました。 

 

利用会員  1,089人 

（前年比 ＋28）

サポート会員 240人 

（前年比  ±０）

両方会員    47人 

（前年比  －1）

活動件数  5,099件 

（前年比－293）

事業説明会  11回 200人 

講習会   ４回  18人 

ステップアップ講習会 

 １回  18人 

会員交流会 １回  41人 

アドバイザー研修  ３回 

ふぁみさぽ通信 ２回発行 

児

童

青

少

年

課

Ｂ

①子育てを支援する活動を活性化し充実します 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

42 子育て

仲間づ

くり・

子育て

グルー

プの支

援 

子育て支援を目

的として活動する

市民グループや子

育てグループの支

援 を 行 う と と も

に、母子保健事業、

子ども家庭支援セ

ンターや子育てひ

ろば、児童館等を

通じて、子育ての

仲間づくりを推進

しています。 

現在、学童保育

所では、午前開放

事業「あそびの広

場」を実施し、未就

学児をもつ保護者

同士の交流の場を

提 供 す る と と も

に、子どもの身体

測定をはじめ、時

節に合わせたイベ

ント、育児相談な

どの子育て支援活

動 を 実 施 し て い

ます。平成 26 年

度は、松原学童保

育所でも同事業を

開始し、東野川・駒

井学童保育所とあ

わせて３か所で実

施しています。 

多胎児を育てて

い る 保 護 者 が 交

流 す る 場 を 提 供

し、情報交換や育

児不安等を解消す

ることができるよ

うに支援するわい

わ い キ ッ ズ を 年

12 回実施してい

ます。 

また、育児不安

や育児困難解消の

ため、母親を対象

にグループミーテ

ィングを行う「マ

マンカフェ」を年

12 回実施してい

ます。 

学童保育所では午前開放事

業「あそびの広場」を実施し、

未就学児をもつ保護者同士の

交流の場を提供するとともに、

子どもの身体測定をはじめ、時

節に合わせたイベント、育児相

談などのコンテンツを揃え、子

育て支援活動を促進しました。

松原・東野川・駒井学童保育所

の３か所で実施しました。 

学童保育所では午前開放事

業「あそびの広場」を実施し、

未就学児をもつ保護者同士の

交流の場を提供するとともに、

子どもの身体測定をはじめ、お

はなし会、時節に合わせたイベ

ント、育児相談などのコンテン

ツを揃え、子育て支援活動を促

進しました。 

松原・東野川・駒井学童保育

所の３か所で実施しました。 

児

童

青

少

年

課

 

Ａ

多胎児を育てている保護者
が交流する場所を提供し、情報
交換や育児不安等解消するこ
とができるように支援する「わ
いわいキッズ」を実施しまし
た。 

平成 27 年度は 12 回実施
し、参加者数は延40組でした。

多胎児を育てる保護者の交

流の場所を提供し、情報交換を

通じて育児不安等を解消する

ことができるように支援する

「わいわいキッズ」を実施しま

した。 

平成 28 年度は 12 回実施
し、参加者数は延14組でした。

健

康

推

進

課

Ａ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

新規 

45 

イクジ

イ養成

講座等

の開設 

孫 育 て を は じ

め、地域や学校へ

の関わりなど、子

どもや子育て支援

の活動で活躍する

中 高 年 男 性 を 育

成するものです。

祖父母自身や地域の孫育て

に関心のある市民を対象とし

た、子育て講座「今こそ！孫育

て ～じじばば力が支える地

域の子育ち～ じじばば”だか

らできること」を開催し、地域

における多様な人材育成、掘り

起こしに努めました。（参加者

９名） 

祖父母自身や地域の孫育て

に関心のある市民と、地域の高

齢者と交流したい乳幼児親子

を対象とした、子育て講座「今

こそ！孫育て ～じじばば力

が支える地域の孫育ち～ 孫

と一緒に作って遊ぼう！」を開

催し、地域における多様な人材

育成、掘り起こしに努めまし

た。（参加者 14 組） 

子

育

て

支

援

課

Ｂ

後新 

47 

子育て

応援事

業 

中学生以下の子

どもがいる世帯が

市内の協賛店にお

いて、割引等の特

典 を 受 け ら れ る

「こまえ子育て応

援カード」を発行

し、市全体で子育

てを応援するもの

です。 

利用者へアンケ

ート調査を行い、

特典内容の充実や

協賛店の拡大に努

めています。 

中学生以下の子どもがいる全
世帯へ「こまえ子育て応援カー
ド」を発行しました。 

子育て応援事業サイトや子育
てガイドブック、広報等への掲
載を行い、事業周知や協賛店の
拡充、利用率向上に努めまし
た。 

また、全対象世帯へアンケー

トを実施し、実態把握に努めま

した。 

中学生以下の子どもがいる
全世帯へ「こまえ子育て応援カ
ード」を発行しました。  

あわせて、市事業と同様の東
京都事業「子育て応援とうきょ
うパスポート事業」への移行を
視野に入れ、市事業の協賛店に
対して、移行に関する意向調査
を行いました。意向調査の結果
を踏まえて、東京都事業へ参
加することを決定し、市事業は
平成 29 年３月 31 日をもって
終了しました。 

 

子

育

て

支

援

課

Ａ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

48 市民に

親しま

れる公

園・児

童遊園

の整備 

 

子どもたちが屋

外で安心してのび

のびと遊ぶことが

でき、親子で憩い・

ふれあうことがで

きる公園・児童遊

園を設置し、地域

の交流の場として

の 利 用 も 図 り

ます。また、子ども

や利用者の目線に

立ち、ニーズに応

え る 整 備 に 努 め

ます。 

現状では、27 か

所 の 都 市 公 園 と

49 か所の児童遊

園を開園し、市民

に 利 用 さ れ て い

ます。 

さくら児童遊園、緑の丘児童
遊園の２園を新規に開園しま
した。 

また、和泉多摩川児童公園に
隣接している廃水路敷を公園
の一部として整備し、都道側か
らも入園できるようにしまし
た。 

（工事は整備課で実施） 

えのき広場を新規に開園し
ました。 

環
境
政
策
課

Ａ

50 雨の日

の遊び

場の充

実 

雨の日の子ども

の遊び場として、

児童館・児童セン

ター等の既存施設

の有効な利用を図

っています。 

現在、小学校全６

校にて KoKoA を

三季休業中も実施

し、KoKoA ルー

ム内で多くの児童

が安全に遊べるよ

う見守りを行って

います。また、児童

館・児童センター

への自由来館の促

進 も 図 っ て い

ます。 

小学校全６校にて KoKoA
を 三 季 休 業 中 も 実 施 し 、
KoKoA ルーム内で多くの児
童が安全に遊べるよう見守り
を行っています。また、児童館・
児童センターへの自由来館の
促進も図りました。 

さらに、平成28年2月に開設
した狛江プレーパークでは、雨
の日も遊べるよう工夫して運
営しています。 

市内３か所の学童保育所で

は、火・水・金曜日の午前中、

施設を遊び場として、乳幼児と

その保護者に開放しました。 

小学校全６校にて KoKoA

を三季休業中も実施し、多くの

児童が安全に遊べるよう見守

りを行っています。また、プロ

グラムを工夫する等、児童館・

児童センターへの自由来館の

促進も図りました。 

プレーパークでは、晴れた日

だけではなく、雨の日も遊べる

よう工夫して運営しています。

市内３か所の学童保育所で

は、火・水・金曜日の午前中、

施設を遊び場として、乳幼児と

その保護者に開放しました。 

児

童

青

少

年

課

Ｂ

主要課題２ 子どもたちの遊び場・居場所を広げる 

①子どもたちの遊び場・居場所を確保します 
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②中高生の居場所をひろげます 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

52 児童

館・児

童セン

ターの

活用 

児童館・児童セ

ンターで中高生の

ための時間やスペ

ースを確保すると

ともに、新たな居

場所づくりの確保

に向け、検討を進

めています。 

中高生のための

スポーツやクッキ

ング、キャンプ等

の行事を継続的に

行い、１年生から

継続した利用を促

進しています。 

また、中学校の

部活動とも連携す

ることで、さらな

る中高生の居場所

づくりを進めてい

ます。 

中学生・高校生のためのスポ
ーツやクッキング、キャンプ等
の行事を継続的に行うことで、
１年生から継続した利用を促
進しました。また、27年度はプ
ロのバスケット選手を招く等、
プログラムを工夫することで
さらなる中学生・高校生の居場
所づくりを進めました。 

また、北部地域への児童館

（（仮称）北部児童館）の設置の

ため、児童館用地の借地契約を

締結しました。 

中学生・高校生のためのスポ

ーツやクッキング、キャンプ等

の行事を継続的に行うことで、

１年生から継続した利用を促

進しました。また、28 年度も

プロのバスケット選手を招く

等、プログラムを工夫すること

でさらなる中学生・高校生の居

場所づくりを進めました。 

また、北部地域への児童館

（（仮称）北部児童館）の設置に

ついて利用者の意見を聴くた

め、児童館フォーラムや青少年

会議を実施し、利用者や参加者

から意見を募り、基本設計に反

映させました。 

児
童
青
少
年
課

Ａ

53 地域セ

ンター

等既存

施設の 

活用 

中高生の居場所

づくりのため、既

存施設の活用を図

っています。 

主に高校生以下

の者で構成する登

録青少年団体に対

して、施設使用料

をすべて半額で提

供しています。 

平成 26 年度よ

り KoKoA に中高

生ジュニアサポー

タ ー 制 度 を 実 施

し、小学生の遊び

の充実を図ってい

ます。 

青少年団体登録 21団体 

主に 高 校生 以下 の 者で 構

成する団体で、施設使用料をす

べて半額にて提供しました。 

青少年団体登録 23団体 

主に 高 校生 以 下の者 で構

成する団体で、施設使用料をす

べて半額にて提供しました。 

公

民

館

 

Ａ

放課後子ども教室推進事業

運営委員会にて、小学生の遊び

を充実させるために、KoKoA

における中高生ジュニアサポ

ーター制度を導入し、異年齢の

交流を図っています。 

放課後子ども教室推進事業

運営委員会にて、小学生の遊び

を充実させるために、KoKoA

における中高生ジュニアサポ

ーター制度を導入し、異年齢の

交流を図っています。 

児

童

青

少

年

課

 

Ｂ

高校生以下登録団体：23団
体（地区） 

主に 高 校生 以下 の 者で 構
成する団体で、施設使用料をす
べて半額にて提供しました。 

定期試験前の中学生の学習

スペースとして、各地域センタ

ーの部屋を無料で開放しまし

た。 

高校生以下登録団体：23 団

体（地区） 

主に 高 校生 以 下の者 で構

成する団体で、施設使用料をす

べて半額にて提供しました。 

定期試験前の中学生の学習

スペースとして５日間、各地域

センターの部屋を無料で開放

しました。 

地

域

活

性

課

Ｂ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

54 学校施

設の開

放 

中高生の地域活

動の場として、休

日や夜間の学校施

設の地域への開放

を行っています。

中高生の地域活

動の場として、夜

間、休日の学校施

設を開放し、校庭、

体育館（全小中学

校）及び特別教室

等（小学校４校、中

学校２校）、狛江第

二中学校の武道場

の開放を実施して

います。また、狛江

第二中学校ではプ

ール（夏季）の開放

も 実 施 し て い

ます。 

中学生・高校生の地域活動の

場として、夜間、休日の学校施

設を開放し、校庭、体育館（全

小中学校）及び特別教室等（小

学校４校、中学校２校）、狛江

第二中学校の武道場とプール

（夏季）の開放を実施しまし

た。 

中学生・高校生の地域活動の

場として、夜間、休日の学校施

設を開放し、校庭、体育館（全

小中学校）及び特別教室等（小

学校４校、中学校２校）、狛江

第二中学校の武道場とプール

（夏季）の開放を実施しまし

た。 

社

会

教

育

課

Ｂ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

55 地域ふ

れあい

事業の

推進 

地域の人材を教

育活動に導入した

り、地域の諸行事

に学校が参加した

り、学校の行事に

地域住民を招くな

ど、学校と地域と

の連携を深めてい

ます。 

各学校で実施す

る自己評価を「狛

江市公立学校運営

連絡協議会」に説

明して意見を求め

るなど、地域に開

かれた学校づくり

を行っています。

また、小学校で

は総合的な学習の

時間に、多摩川や

野 川 を 教 材 と し

て、身近な環境を

活かした取組みを

進めています。 

各学校では学校公開日や学
校公開週間を実施するととも
に、各学校で実施する自己評価
を学校運営連絡協議会に説明
し意見を求めるなど、地域に開
かれた学校づくりの推進に努
めました。 

また、小学校では総合的な学

習の時間に多摩川や野川を教

材として身近な環境への取組

みを進め、中学校では特別活動

として地域と連携した防災教

育等を実施しました。 

各学校では学校公開日や学
校公開週間など、地域に学校教
育活動の理解を得る行事を実
施しました。各学校で自己評価
を学校運営連絡協議会に説明
し意見を求めるなど、地域に開
かれた学校づくりの推進に努
めました。 

また、小学校では総合的な学

習の時間に多摩川や野川を教

材として身近な環境への取組

みを進め、生活科や社会科では

地元の農家の方と連携を図り

ました。中学校では特別活動と

して地域と連携した防災教育

を実施したり、多摩川清掃活動

に参加したりしました。 

指

導

室

B 

56 児童関

連施設

におけ

る地域

交流の

促進 

幼稚園、保育園、

児童館・児童セン

ター等の行事など

の機会で、広く地

域に開放し交流を

促進しています。

児童館・児童セ

ンターでは、児童

による地域清掃や

児童館スタッフの

地域活動など、地

域に根ざした場と

しての運営を進め

ています。 

市立保育園６園

及び私立保育園４

園では、園庭開放

を実施し、地域の

乳幼児との交流を

図っています。 

児童館・児童センターでは、
児童による地域清掃や、児童館
スタッフの地域活動などが行
われ、地域に根ざした場として
の運営を進めました。 

市立保育園６園及び私立保育

園５園で園庭開放を実施し、ま

た私立保育園２園が出前保育

を実施する等、地域交流を進め

ました。 

児童館・児童センターでは、
児童による地域清掃や、児童館
スタッフによる地域活動など
を行い、地域に根ざした場とし
ての運営を進めました。 

市立保育園５園及び私立保

育園６園で園庭開放を実施し、

また私立保育園２園が出前保

育を実施する等、地域交流を進

めました。 

 

児

童

青

少

年

課

Ａ

主要課題３ 地域での活動を充実する 

①地域での交流活動を促進します 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

57 世代

間・異

年齢交

流の促

進 

児童館・児童セ

ンター等各種児童

関連施設内での乳

幼児と小中学生等

との異年齢交流や

地域センターや公

民館の利用団体な

ど各種団体や高齢

者団体との世代間

交流を促進してい

ます。 

児童館・児童セ

ンターでの中学生

の乳幼児とのふれ

あい体験や、高校

生の運営側スタッ

フとしてのボラン

ティア活動などに

より世代間交流の

充実へとつながっ

ています。また、小

学生クラブでは、

子育て広場での保

育体験や乳幼児親

子を対象とした縁

日ごっこなどを行

っています。 

各地域センター

では、独自事業と

して夏休みの子ど

も を 対 象 と し た

「子ども１日図書

室員」を実施し、世

代間の交流や地域

活動への参加を促

進しています。ま

た、音楽事業とし

て親子を対象とし

たミニコンサート

や、絵手紙を通じ

た親子の交流を目

的に「元祖☆親子

絵手紙教室」を開

催しています。 

 

児童館・児童センターで中学
生の職場体験を受入れ、子育て
ひろばに携わることや、高校生
の運営側スタッフとしてのボ
ランティア活動などが行われ
たことで、世代間交流の充実へ
と繋がってきました。 

また小学生クラブでは、在籍

児童と乳幼児が触れ合う取組

みを進めており、子育て広場

における保育体験や乳幼児親

子を対象とした縁日ごっこな

どを行いました。 

児童館・児童センターで中学
生の職場体験を受入れ、子育て
ひろばに携わることや、イベン
トの際に小学校高学年～高校
生の運営側スタッフとしての
ボランティア活動などが行わ
れたことで、世代間交流の充実
へと繋がってきました。 

また小学生クラブでは、在籍

児童と乳幼児が触れ合う取組

みを進めており、子育てひろば

における保育体験や乳幼児親

子を対象とした縁日ごっこな

どを行いました。 

児

童

青

少

年

課

 

 

Ｂ

各地域センターでは、夏休み

の子どもを対象とした「子ども

一日図書室員」を実施しまし

た。他にも、岩戸地域センター

では「親子で打とう二八蕎麦」、

南部地域センターでは「親子で

楽しむおはなし会」「小学生た

こ作り教室」「子ども七夕会」

「子どもクリスマス会」、野川

地域センターでは「子ども映画

会」「クリスマスツリーづくり」

「七夕おはなし会」「仮装で楽

しむおはなし会」「クリスマス

おはなし会」、上和泉地域セン

ターでは「夏休み親子料理教

室」等の子どもと大人が参加す

るイベントを実施し、世代間の

交流や地域活動への参加を促

進しました。 

各地域センターでは、夏休み

の子どもを対象とした「子ども

一日図書室員」を実施しまし

た。他にも、岩戸地域センター

では「夏休み子ども教室」、南

部地域センターでは「親子で楽

しむおはなし会」「小学生たこ

作り教室」「子ども七夕会」「子

どもクリスマス会」、野川地域

センターでは「子ども映画会」

「クリスマスツリーづくり」

「七夕おはなし会」「仮装で楽

しむおはなし会」「クリスマス

おはなし会」「親子で作る羊毛

フェルト教室」、上和泉地域セ

ンターでは「夏休み親子クッキ

ング」等の子どもと大人が参

加するイベントを実施し、世代

間の交流や地域活動への参加

を促進しました。 

地

域

活

性

課

Ｂ

青少年がスポーツを通じて
体力向上と健全育成、学校、学
年の枠を超えて交流すること
を目的にスポーツ教室及びス
ポーツ大会を開催しています。

平成27年度の実績として、
スポーツ教室は９教室を実施
し、延べ814人が参加しまし
た。スポーツ大会は年間４大会
開催し、延べ969人が参加しま
した。 

また、狛江市総合型スポーツ・

文化クラブ（愛称：狛○くらぶ）

を支援しています。狛○くらぶ

は青少年を含む市民を対象に

各種スポーツ教室と文化事業

を実施し、年間延べ 5,360 人

が参加しました。 

 

スポーツ教室は９教室を実
施し、延べ953人が参加しま
した。スポーツ大会は年間４大
会開催し、延べ836人が参加
しました。 

 

 

 

 

 

 

社

会

教

育

課

 

Ｂ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

  青少年がスポー

ツを通じて体力向

上と健全育成、学

校、学年の枠を超

えて交流すること

を目的にスポーツ

教室及びスポーツ

大会を開催してい

ます。また、狛江市

総合型スポーツ・

文化クラブ（愛称：

狛○くらぶ）を支

援しています。 

公民館では、夏

休み子ども体験教

室、どろんＣＯ農

園事業、子どもの

広場、いきいき子

育てルームを開催

しています。 

・夏休み子ども体験教室 

全10回、延べ175人参加 

・初心者のための囲碁教室 

全７回（うち H27は１回）

延べ115人（うち子ども20
人） 

・子どもの広場 全17回 

延べ238人参加 

・いきいき子育てルーム（再
掲） 

全49回、延べ2,066人 

（うち子ども 1,053 人、大

人 1,013 人） 

・夏休み子ども体験教室 

全８回、延べ113人参加 

・初心者のための囲碁教室 

全７回（うち H28は６回）

延べ115人（うち子ども20
人） 

・子どもの広場 全17回 

延べ344人参加 

・いきいき子育てルーム（再
掲） 

全48回、延べ2,078人 

（うち子ども 1,066 人、大

人 1,012 人） 

公

民

館

 

Ｂ
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②青少年の活動を活性化します 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

58 総合的

な青少

年育成

施策の

推進 

「狛江市青少年

問題協議会」の運

営及び「狛江市青

少年育成委員会」

の活動を支援し、

総合的な青少年施

策 を 推 進 し て い

ます。 

現状では、青少

年育成団体に対し

て学校施設の優先

予約、施設使用料

の 免 除 を し て い

ます。 

また、「狛江市青

少年問題協議会」

による「青少協だ

より」の発行をは

じめ、青少年会議

報告会、青少年の

発表及び交流の機

会 の 充 実 を 図 る

「すくすくコンサ

ート」を開催して

います。 

青少年育成団体に対して学校

施設の優先予約、施設使用料の

免除をしました。 

青少年育成団体に対して学

校施設の優先予約、施設使用

料の免除をしました。 

社

会

教

育

課

 

Ｂ

青少年問題協議会の施策とし

て、青少年の健全育成、青少年

への支援の広報手段の「青少協

だより」の発行、青少年の健全

育成を目的とする講座として

「ネット・ケータイのトラブル

最新事情と子どもを守るための

ファミリｅルール」を開催しま

した。青少年の発表及び交流の

機会の充実を図る「すくすくコ

ンサート」を実施しました。 

青少年問題協議会の施策と

して、青少年の健全育成、青

少年への支援の広報手段の

「青少協だより」の発行、 中

高生の意見の表明の場である

青少年会議を開催し、狛江の

まちづくりへの関心を高め、

次世代の市の担い手を育成す

るとともに、青少年施策の反

映を図ること、また青少年自

身の意思や意欲を尊重した自

主的・主体的な活動の実現を

図りました。 

また、青少年の発表及び交

流の機会の充実を図る「す

くすくコンサート」、「中高生

フェスティバル」を実施しま

した。 

児

童

青

少

年

課

Ａ



  

72 
 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

59 地域活

動への

子ども

の参画

の推進 

地域における町

会・自治会等の活

動やボランティア

団体等の活動への

子どもの参画を促

進するものです。

地域センター等

における子ども向

け事業について、

企画段階から地域

活動への子どもの

参画を促進するた

め、「こまえスマイ

ルぴーれ」の編集

委員会が、地域の

情報収集、取材を

行い、サイトへの

掲 載 を 行 っ て い

ます。 

また、町会・自治

会 の 祭 礼 行 事 で

は、子どもみこし

やイベント等が実

施されています。

地 域 セ ン タ ー で

は、夏休みに「子ど

も一日図書室員」

を募集し、図書室

での事務を体験し

ています。 

「市民活動・生

活情報誌わっこ」

の誌面を通じて情

報提供を図り、子

どもの市民活動へ

の自主的な参加を

促進しています。

子育てサイト（こまえスマイ

ルぴーれ）の編集委員会が、地域

の情報収集や取材を行い、子育

てサイトへ掲載することで、子

どもの市民活動への参加促進を

図りました。 

子育てサイト（こまえスマ

イルぴーれ）の編集委員会

が、地域の情報収集や取材を

行い、子育てサイトへ掲載す

ることで、子どもの市民活動

への参加促進を図りました。

子

育

て

支

援

課

 

Ｂ

町会近隣で行われる祭礼行事
において、子ども神輿やイベン
ト等が実施されています。こう
した町会・自治会活動への支援
としてコミュニティ活動活性化
助成金を町会等に交付しまし
た。27年度に祭礼事業としては
6件、子どもプ－ルの運営事業に
ついては１件の助成を行いまし
た。 

また、全センターで夏休みに
「子ども一日図書室員」を募集、
図書室での事務を体験実施しま
した。 

「市民活動・生活情報誌わっ

こ」の誌面を通じて情報提供を

図り、子どもの自主的な企画・参

画等を促せるよう支援を行いま

した。 

町会近隣で行われる祭礼

行事において、子ども神輿や

イベント等が実施されてい

ます。こうした町会・自治会

活動への支援としてコミュ

ニティ活動活性化助成金を

町会等に交付しました。28

年度に祭礼事業としては 5

件、子どもプ－ルの運営事業

については１件の助成を行

いました。 

また、全センターで夏休み

に「子ども一日図書室員」を

募集、図書室での事務を体験

実施しました。 

「市民活動・生活情報誌わ

っこ」では子育ての特集記事

を掲載し、情報提供を図りま

した。 

地

域

活

性

課

Ｂ

60 青少年

の主体

的な活

動の支

援 

社 会 参 画 を 促

進するため、青少

年の意見表明の場

を設けています。

「狛江市青少年

育成委員会」の活

動を支援し、自主

企画事業など青少

年の主体的な活動

を促進するととも

に、青少年自身の

意志や意欲を尊重

し、自主的・主体的

な活動を促進する

ため、その意見表

明の場として、中

学 生 で 構 成 す る

「青少年会議」を

実施しています。

「狛江市青少年育成委員会」
の活動を支援し、各中学校区域
内の育成委員会の自主企画事業
などを支援し、青少年の主体的
な活動を促進しました。 

平成 26 年度に開催した青少

年会議にて、報告された青少年

の意見のうち、試験前の自習ス

ペースの確保について、社会教

育委員の会議と地域センター運

営協議会の協力により、平成 28

年２月の試験前１週間、試行的

に地域センターが自習用に開放

されました。 

「狛江市青少年育成委員

会」の活動を支援し、各中学

校区域内の育成委員会の自

主企画事業などを支援し、青

少年の主体的な活動を促進

しました。 

試験前の自習スペースの

確保についても、社会教育委

員の会議と地域センター運

営協議会の協力により、試験

前１週間、地域センターが自

習用に開放されました。 

児

童

青

少

年

課

Ｂ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

61 公共施

設やそ

の周辺

のユニ

バーサ

ルデザ

イン化

の推進 

多くの市民が利

用する公共施設や

その周辺は、誰も

が利用しやすいユ

ニバーサルデザイ

ンを考慮した環境

整備を推進してい

ます。 

公民館 

・おトイレ安心ネ

ットワーク協定の

施設（誰でも利用

可能） 

 

こまバス 

・安定した運行の

継続 

・バス停増設の検

討 

 

西河原公園 

・プレーパークの

開設に合わせ、既

存のトイレを誰で

もトイレへ改修 

 

「狛江市福祉基

本条例」及び「狛江

市福祉基本条例施

行規則」に基づく、

公共的建築物の福

祉環境整備基準へ

の適合遵守の指導

等 

 

西河原公民館・中央公民館で、
職員休憩室等を授乳スペースと
して、年に数回、申し出により利
用がありました。 

バリアフリー化、おトイレ安心

ネットワーク協定の施設（誰で

も利用可能）です。 

西河原公民館・中央公民館
で、職員休憩室等を授乳スペ
ースとして、年に数回、申し
出により利用がありました。

バリアフリー化、おトイレ

安心ネットワーク協定の施

設（誰でも利用可能）です。

公

民

館

Ｂ

こまバスの安定した運行に努

めるとともに、バス停を２箇所

（都営狛江団地、いちょう通り

中央）新設しました。さらに、一

部のバス停には、夜間点滅型の

ランプを設置しました。 

今後の運行内容の改善を

検討する際に活用を図るた

め、乗降調査委託を実施しま

した。（前回は平成 24 年度

に実施） 

道

路

交

通

課

A

西河原公園内の東側トイレを

誰でもトイレに改築しました。

野川サイクリング道路の

ベンチ周辺に視覚障がい者

用の点字ブロックを設置し

ました。 

 

環

境

政

策

課

Ａ

狛江市福祉基本条例及び狛江

市福祉基本条例施行規則に基づ

き、公共的建築物の福祉環境整

備基準への適合遵守の指導及び

適合努力の要望を行い、市内の

公共的建築物の福祉環境整備に

努めました。「狛江市福祉環境整

備基準適合証（やさしさマー

ク）」の取得施設は「めぐみの森

保育園」「狛江市立和泉児童館」

です。 

狛江市福祉基本条例及び

狛江市福祉基本条例施行規

則に基づき、公共的建築物の

福祉環境整備基準への適合

遵守の指導及び適合努力の

要望を行い、市内の公共的建

築物の福祉環境整備に努め

ました。「狛江市福祉環境整

備基準適合証（やさしさマー

ク）」の取得施設は「社会福

祉法人春献美会いずみ保育

園」です。 

地

域

福

祉

課

Ａ

主要課題４ 子育てしやすい都市・生活環境を創出する 

①ユニバーサルデザインを基本としたまちづくりを推進します 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

  「赤ちゃん・ふ

らっと」 

・現在５か所設置

 

公共施設の環境

設備・ユニバーサ

ルデザイン設置指

針及び整備プログ

ラム」に基づく、公

共施設の工事 

 

狛江市立狛江第

二中学校のアリー

ナ（体育館） 

・障がい者多目的

トイレが利用可 

 

市民総合体育館

・オストメイト対

応トイレが利用可

「赤ちゃんふらっと」につい

ては、平成 27 年度現在４か所が

設置されています。 

和泉児童館の建て替え完

了に伴い、あらためて赤ちゃ

んふらっとの登録を行いま

した。また、岩戸地域センタ

ーの新規登録を行いました。

平成 28 年度現在「赤ちゃ

んふらっと」は６か所設置さ

れています。 

子

育

て

支

援

課

Ａ

平成23年度に策定し、平成
24年度に市の計画として位置
付けられた、「公共施設の環境設
備・ユニバーサルデザイン設置
指針及び整備プログラム」に基
づき、公共施設の工事を行いま
した。 

工事については、和泉児童館

建替え工事に伴い、狛江市福祉

基本条例に定める福祉環境整備

基準（努力基準）を満たし、適合

証を取得できるよう、施工主で

ある（社福）雲柱社に指導しまし

た。また、その他の施設について

も、だれでもトイレの新設や指

針に基づき工事を行うなど、ユ

ニバーサルデザイン化を進めま

した。 

「公共施設の環境設備・ユ
ニバーサルデザイン設置指
針及び整備プログラム」に基
づき、公共施設の工事を行い
ました。 

工事については、和泉多摩

川地区センター改築工事（公

衆トイレ含む）おいて、狛江

市福祉基本条例に定める福

祉環境整備基準（努力基準）

を満たし、適合証を取得しま

した。また、根川地区センタ

ー改修工事では、だれでもト

イレの改修を行い、オストメ

イト対応設備を設置するな

ど、ユニバーサルデザイン化

を進めました。 

第一小学校の改修工事で

は、トイレを全面的に様式

化するとともに手すり設置

や段差解消工事を行いまし

た。 

施

設

課

Ａ

「子供のための遊び場」である
プレーパークを西河原公園に設
置するための工事を行いまし
た。また、プレーパークの開設に
合わせ、既存のトイレを「誰でも
トイレ」へ改修しました。 

また、公園の新設・改修時に

は、ユニバーサルデザイン型の

水飲み場を設置しました。 

実績なし（計画がない） 整

備

課

 

学校開放の開放施設である狛
江市立狛江第二中学校のアリー
ナ（屋内運動場）は、障がい者多
目的トイレを利用することがで
き、市民総合体育館では、オスト
メイト対応トイレを利用でき
ます。 

なお、トイレ安心ネットワー

ク事業協力施設として、市民総

合体育館と元和泉市民テニスコ

ートの協力がありました。 

平成 27 年度に引き続き、

学校開放の開放施設である

狛江市立狛江第二中学校の

アリーナ（屋内運動場）は、

障がい者多目的トイレを利

用することができ、市民総合

体育館では、オストメイト対

応トイレを利用できます。 

社

会

教

育

課

Ｂ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

62 歩道整

備と幅

員の確

保 

乳母車やバギー

などを利用する乳

幼児の保護者や通

学の子どもたちが

安全に移動できる

よ う に 歩 道 整 備

や、歩道上の障が

い物である放置自

転車等の撤去など

を 実 施 し て い

ます。 

狛江駅及び和泉

多摩川駅周辺の放

置自転車、原付バ

イクの撤去を行っ

ています。また、自

転車等の放置ゼロ

を目指して、駅周

辺の見回り業務を

強化しています。

市道 22 号線の

歩道未整備箇所延

長 約 ８ ｍ に つ い

て、歩道をセミフ

ラット化するなど

歩道整備を行って

います。 

狛江駅・和泉多摩川駅・喜多見
駅周辺の放置自転車1,053台と
原付バイク13台の撤去を実施
しました。 

また、駅周辺の自転車等放置

禁止区域内の見回りと誘導業務

を継続実施したことにより、前

年度より放置台数が減少しまし

た。 

狛江駅・和泉多摩川駅・喜
多 見 駅 周 辺 の 放 置 自 転 車
892台と原付バイク19台の
撤去を実施しました。 

また、狛江駅南口の市道１

号線上に新たに駐輪施設が

整備されたこともあり、前年

度より放置台数が減少しま

した。 

道

路

交

通

課

 

A

実績なし（計画がない） 旧七小跡地に中学校給食

センターと特別養護老人ホ

ームが建設され、それに合わ

せてセミフラット型の歩道

を約 72ｍ整備しました。 

 

整

備

課

Ａ

63 ユニバ

ーサル

デザイ

ンの啓

発の推

進 

ま ち づ く り に

関する基本がユニ

バーサルデザイン

であることを念頭

に新築や増築、大

規模改修等の届出

のあった公共施設

や共同住宅、店舗

等に対して、狛江

市福祉基本条例に

基づき福祉環境整

備基準への適合遵

守の指導及び適合

努力の要望を行っ

ています。 

新築や増築、大規模改修等の

届出のあった公共施設や共同住

宅、店舗等 24 件に対し、狛江市

福祉基本条例に基づき福祉環境

整備基準への適合遵守の指導及

び適合努力の要望を行い、市内

の公共的建築物のユニバーサル

デザインを考慮した環境整備に

努めました。 

新築や増築、大規模改修等

の届出のあった公共施設や

共同住宅、店舗等 18 件に対

し、狛江市福祉基本条例に基

づき福祉環境整備基準への

適合遵守の指導及び適合努

力の要望を行い、市内の公共

的建築物のユニバーサルデ

ザインを考慮した環境整備

に努めました。 

地

域

福

祉

課

Ａ
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主要課題５ 子どもたちを取り巻く有害環境を取り除く 

①子どもたちの健全な育成を阻害する有害環境への対策を推進します 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

64 パトロ

ール活

動等の

推進 

防犯を目的と

した各育成委員

会による地域パ

トロールを実施

しています。 

PTA、保護者、

地域住民等によ

る学校安全ボラ

ンティアが校内・

学区内巡回や通

学時等の子ども

たちの見守りを

実施しています。

また、生活指導

主任会で各学校

の情報交換を実

施し、パトロール

活動の充実に努

めるとともに、青

少年健全育成連

絡会では、「気に

なる子をみつけ

たら in 狛江～連

携を強化するた

めに～」をテーマ

に情報交換を行

っています。 

防犯を目的として育成委員会
による夜間パトロールを実施し
ました。 

子どもの心身の成長に悪影響

を及ぼすと思われる情報等の排

除については、青少年問題協議

会小委員会の協力を得て、市内

８か所に設置している「不健全

図書追放ポスト」に投棄される

不健全図書等を、年４回回収し

て有害環境の浄化に努めまし

た。 

防犯を目的として育成委

員会による夜間パトロール

を実施しました。 

子どもの心身の成長に悪

影響を及ぼすと思われる情

報等の排除については、青少

年問題協議会小委員会の協

力を得て、市内７か所に設置

している「不健全図書追放ポ

スト」に投棄される不健全図

書等を、年４回回収して有害

環境の浄化に努めました。 

児

童

青

少

年

課

Ｂ

学校安全ボランティア登録者
139名 

（平成27年度末） 

学校安全ボランティア向けの

講習会（交通安全）を実施しまし

た。 

学校安全ボランティア登

録者 93 名 

（平成 28 年度末） 

学校安全ボランティア向

けの講習会（見守りの効果と

可能性）を実施しました。 

学

校

教

育

課

Ｂ

生活指導主任会で健全育成に

関わる学校間での情報交換を実

施し、パトロール活動の充実に

努めました。また、青少年健全育

成連絡会では、「関係機関との連

携を深めるために～気になる子

を見かけたら～」をテーマに情

報交換を行いました。 

生活指導主任会で健全育

成に関わる学校間での情報

交換を実施し、調布警察署の

支援も受け、生活指導の充実

に努めました。また、青少年

健全育成連絡会では、「SNS、

ネット等のトラブルから子

供を守る ～未然防止と対

応～」をテーマに情報交換を

行いました。 

指

導

室

B
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

65 有害環

境の浄

化 

有害環境対策

のため、関係機関

と連携して是正

を働きかけてい

ます。 

現在、市内８か

所の「不健全図書

追放ポスト」に投

棄される不健全

図書等を、「狛江

市青少年問題協

議会小委員会」の

協力を得て回収

し、有害環境の浄

化 に 努 め て い

ます。 

各小中学校で

は、指導計画をも

とに、小学校では

体育科保健領域

にて第 6 学年「病

気の予防」の中で

喫煙、飲酒、薬物

乱用の防止につ

いて学習してい

ます。 

中学校では、保

健体育科で第３

学年「健康な生活

と疾病の予防」の

中で喫煙、飲酒、

薬物乱用の防止

について学習し

ています。 

また、「東京都

薬物乱用防止推

進協議会狛江地

区協議会」と連携

して、中学生によ

るポスター及び

標語の募集や市

民まつりでのパ

ネル展示及びあ

いとぴあセンタ

ーにてポスター、

チラシ等で啓発

を行っています。

受動喫煙など、た

ばこの害につい

ても、ポスターや

パンフレットに

より啓発を行っ

ています。 

青少年問題協議会小委員会の

協力を得て市内８か所の「不健

全図書追放ポスト」に投棄され

る不健全図書等を、年４回回収

して有害環境の浄化に努めまし

た。 

青少年問題協議会小委員

会の協力を得て市内 7 か所

の「不健全図書追放ポスト」

に投棄される不健全図書等

を、年４回回収して有害環境

の浄化に努めました。 

児

童

青

少

年

課

Ｂ

指導計画を基に、全ての小・中
学校において、警察や薬剤師等
と連携した薬物乱用防止教室を
年１回開催しました。 

また、小学校では体育科保健

領域にて第 6 学年で「病気の予

防」の中で、喫煙、飲酒、薬物乱

用の防止について学習し、中学

校では保健体育科で第３学年

「健康な生活と疾病の予防」の

中で喫煙、飲酒、薬物乱用の防止

について学習しました。 

指導計画を基に、全ての
小・中学校において、警察や
薬剤師等と連携したセーフ
ティ教室や薬物乱用防止教
室を年１回開催しました。 

また、小学校では体育科保

健領域にて第 6 学年で「病気

の予防」の中で、喫煙、飲酒、

薬物乱用の防止について学

習し、中学校では保健体育科

で第３学年「健康な生活と疾

病の予防」の中で喫煙、飲酒、

薬物乱用の防止について学

習しました。 

指

導

室

A

東京都薬物乱用防止推進狛江

地区協議会と連携し、中学生に

よるポスター及び標語の募集や

市民まつりでのパネル展示及び

あいとぴあセンターにてポスタ

ー、チラシ等により啓発を推進

しました。また受動喫煙等、たば

この害についての啓発をポスタ

ー、パンフレットにより行いま

した。 

東京都薬物乱用防止推進

狛江地区協議会と連携した

市内中学生への薬物乱用防

止ポスター・標語の募集・表

彰を行いました。また優秀作

品については、市民まつりに

おける出典ブースのパネル

として展示し、広く市民各層

への啓発に利用しました。 

健

康

推

進

課

Ｂ
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主要課題６ 子育てを地域で支えるための人材を確保する 

①地域に人材を求め活用していきます 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

66 子育て

アドバ

イザー

の確

保・育

成 

地 域 で 子 育 て

に悩む家庭の相

談を受ける気軽

な相談相手とし

て、見守り・アド

バイスができ信

頼できる人材を

子育てアドバイ

ザーとして育成

し、地域での子育

てを支援してい

ます。 

現状では、子育

て講座「子育てア

ドバイザーとは

～地域のみんな

で助け合おう～」

を開催し、子育て

アドバイザーの

確保・育成に努め

ています。 

平成 26 年度に実施した子育

て講座「子育てアドバイザーと

は～地域のみんなで助け合おう

～」を検証し、子育てアドバイザ

ーの確保・育成のための方策を

検討しました。 

子育てアドバイザーの人

材掘り起こしのため、「子育

てボランティア講座」を開

催し２名が受講しました。 

子

育

て

支

援

課

Ｂ

67 社会的

養護に

関わる

人材の

確保、

育成 

養育家庭「ほっ

とファミリー」な

どについて、あら

ためて市民に周

知し、子どもを養

育する人材を育

成するよう努め

ています。 

養 育 家 庭 学 習

会や体験発表会

を各１回開催し

ています。また、

市役所ロビー展

示や市民まつり

でのリーフレッ

ト配布、こまバス

へのポスター掲

示、市役所市民課

前のこまビジョ

ン掲載等により

周知に努めてい

ます。 

養育家庭学習会及び体験発表
会を各１回開催しました。また、
市役所ロビー展示や市民まつり
でのリーフレット配布、こまバ
ス車内アナウンスやポスター掲
示、広報掲載等により周知に努
めました。 

また、体験発表会では、児童相

談所による個別相談コーナーを

設け、人材の確保に努めました。

養育家庭学習会及び体験
発表会を各１回開催しまし
た。また、市役所ロビー展示
や市民まつりでのリーフレ
ット配布、こまバス車内ア
ナウンスやポスター掲示、
広報掲載等により周知に努
めました。 

また、体験発表会では、児

童相談所による個別相談コ

ーナーを設け、人材の確保

に努めました。 

市内の養育家庭数 ３家

庭 

子

育

て

支

援

課

Ｂ
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②子育て支援のボランティアを育成していきます 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

68 ボラン

ティア

の確

保・育

成 

地域 で 子育 て

を支援するボラ

ン テ ィ ア を 確

保するため、狛江

市社会福祉協議

会、PTA、民生児

童委員等と連携

し、ボランティア

の育成を図るも

のです。 

市民 自 らが 子

育て環境づくり

の担い手として、

いきいきと活動

できるよう、市な

どの公共部門に

よる提案・発信

をするばかりで

なく、市民相互が

協力して課題解

決やより良い子

育て環境を実現

できる、共助型の

担い手の育成を

進めています。 

児童館・児童セ

ンターでは、地域

ボランティアに

よるイベントの

実施や、中高生に

よるボランティ

ア活動などの取

組みを行ってい

ます。また、平成

26 年 度 よ り 、

KoKoAにおける

中高生ジュニア

サポーター制度

を実施し、中高生

のボランティア

活動を促進して

います。 

児童館・児童セ

ンターでボラン

ティアの受入れ

を 実 施 し て い

ます。また、保育

ボランティア講

座の受講者も含

め、市で実施した

各種講座の保育

等にボランティ

アが参加してい

ます。 

児童館・児童センターでは地

域ボランティアによるイベント

の実施や、中学生・高校生による

ボランティア活動などの取組み

を行いました。 

児童館・児童センターでは

地域ボランティアによるイ

ベントの実施や、中学生・高

校生によるボランティア活

動などの取組みを行いまし

た。 

また、小学校高学年を対象

に企画の参画やボランティ

アの意義を伝えるため、イベ

ントのサポーターを募りま

した。 

児

童

青

少

年

課 

 

Ｂ 

児童館・児童センターにおい

てボランティアの受入れを実施

しました。保育ボランティア講

座の受講者も含め、市で実施し

た講座や事業の保育等にボラン

ティアが参加しました。 

平成 27 年度に引き続き、

児童館・児童センターにおい

てボランティアの受入れを

実施しました。 

また、市で実施した講座や

事業の保育等にボランティ

アが参加しました。 

保育ボランティア講座を

開催し、人材確保・育成に努

めました。 

子

育

て

支

援

課 

Ｂ 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

69 子ども

の権利

条約の

普及啓

発 

子ど も の権 利

の尊重・擁護の環

境をつくるため、

子どもの権利条

約について、市

民、特に子どもた

ちとその保護者

及び児童関連事

業従事者等に周

知 を 図 る も の

です。 

狛江 市 教育 委

員会主催の教員

向けの人権教育

研修を年４回実

施し、教員の意識

向上に努めてい

ます。また、校長・

副校長で構成す

る「狛江市人権教

育推進委員会」で

発行するための

人権教育指導資

料を作成してい

ます。 

公立保育園では、子どもの権

利を尊重・擁護した保育方針に

基づいて保育を実施しました。

公立保育園では、子どもの

権利を尊重・擁護した保育方

針に基づいて保育を実施しま

した。 

児

童

青

少

年

課

Ｂ

人権教育悉皆研修会を実施す

るとともに、校長・副校長で構成

されている人権教育推進委員会

で発行した人権教育指導資料を

全教職員に配布し、教員の人権

感覚の向上を図りました。 

共生社会を目指して、人権

教育悉皆研修会を実施すると

ともに、校長・副校長で構成さ

れている人権教育推進委員会

で発行した人権教育指導資料

を全教職員に配布し、教員の

人権感覚の向上を図りまし

た。 

各学校では、オリンピック・

パラリンピック教育にも人権

教育を位置付け、障がい者理

解の促進、オリンピック・パラ

リンピックと差別の問題、多

様性の理解、スポーツと人権

等をテーマに取り上げた授業

を実施し、児童・生徒の人権感

覚の育成を図りました。12 月

には、小・中学校の教員が国立

ハンセン病資料館や国立療養

所多磨全生園の見学やフィー

ルドワークを実施しました。

指

導

室

A

基本目標３ 子どもの生きる力と豊かな心を育む環境を整えます 

主要課題１ 子どもたちの人権を擁護する 

①子どもたちの権利や視点を反映させたまちづくりをします 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

70 子ども

議会・

子ども

フォー

ラムの

開催 

子どもが議会や

行政の仕組み・役割

を学び、社会の一員

としての自覚を培

うとともに、子ども

の意見や要望をま

ちづくりに反映で

きるよう、子ども議

会を隔年で開催し

ています。 

平成27年度は子どもが議会
や行政の仕組み等を学び、子ど
もの意見や要望をまちづくりに
反映できるよう、小学生を対象
に子ども議会を開催しました。

また、子ども議会の様子を

DVD にまとめ、参加児童と学校

に配布しました。学校では、テレ

ビ集会やクラスごとに DVD に

よる放映も行われました。 

北部地域への児童館（（仮

称）北部児童館）の設置につい

て利用者の意見を聴くため、

児童館フォーラムを実施しま

した。参加者からは積極的に

児童館に対する意見が寄せら

れました。 

また、中高生の意見の表明

の場である青少年会議を開催

し、狛江のまちづくりへの関

心を高め、次世代の市の担い

手を育成するとともに、青少

年施策への反映を図ること、

また青少年自身の意思や意欲

を尊重した自主的・主体的な

活動の実現を図りました。 

児

童

青

少

年

課

Ａ

小学生が、社会科等で議会や

行政の役割を学習し、実際に子

どもの意見や要望をまちづくり

に反映する仕組みを学ぶため

に、子ども議会に参加しました。

（子ども議会の開催なし） 指

導

室

 

71 児童館

の運営

への子

どもの

参画 

子どもたちが児

童館の運営や事業

に企画・立案段階か

ら参画するために、

子どもたちが容易

に意見を出せる環

境づくりと、それら

の意見等が反映さ

れるよう、各組織活

動等で子どもたち

の意見・要望を把握

し、年間事業計画に

反映しています。 

また、中高生活動

では、中高生が自ら

企画・運営を行う取

組 み を 進 め て い

ます。 

各組織活動等において子ども
たちの意見・要望を聞き、年間事
業計画に反映しました。その中
でも、中高生活動においては中
高生が自ら企画・運営を行う取
組みを進め、中高生の居場所づ
くりを促進しました。 

また、各児童館では自由来館
者に対して意見箱を設置し、意
見・要望を受け付けました。 

各組織活動等において子ど

もたちの意見・要望を聞き、年

間事業計画に反映しました。

その中でも、中高生活動にお

いては中高生が自ら企画・運

営を行う取組みを進め、中高

生の居場所づくりを促進しま

した。さらに企画により小学

生高学年対象のイベントサポ

ーターを募りました。 

また、各児童館では自由来

館者に対して意見箱を設置

し、意見・要望を受け付けまし

た。 

児

童

青

少

年

課

Ａ

72 子ども

関連施

設の第

三者評

価の推

進 

利用者が良質な

サービスを安心し

て利用できるよう、

既存の事業所が、第

三者評価を受審し、

その結果を公表す

るよう推進してい

ます。 

認証保育所が概

ね２～３年に一度、

第三者評価を受審

しています。また、

児童センターや子

ども家庭支援セン

ター、認可保育園も

受審しています。 

私立保育園４園、公立は三島
保育園が受審しました。また、認
証保育所2園が受審しています。

（児童青少年課所管） 

児童センターの受審はなく

（平成 26 年度実績で児童セン

ター、子ども家庭支援センター、

それぞれ１件）、平成 29 年度に

児童センター、子ども家庭支援

センターの受審が予定されてい

ます。 

私立保育園２園、公立は藤
塚保育園が受審しました。 

児童センターの受審はなく

（平成 26 年度実績で児童セ

ンター、子ども家庭支援セン

ター、それぞれ１件）、平成 29

年度に児童センター、子ども

家庭支援センターの受審が予

定されています。 

地

域

福

祉

課

 

Ａ
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②いじめや不登校等への取組みを推進します 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

73 相 談 ・

カ ウ ン

セ リ ン

グ 事 業

の推進 

子 ど も 家 庭 支

援センターを中

心とした要保護

児童対策地域協

議会である「子ど

も家庭支援ネッ

トワーク会議」の

各関係機関との

連携強化等を図

るとともに、子ど

も自身が気軽に

相談できるよう、

相談窓口等の情

報提供に努めて

います。 

子 ど も 家 庭 支

援センター、子育

て支援課で、いじ

め、不登校、虐待

等の相談に対応

しています。ま

た、相談先を記載

した SOS カード

を小中学生に配

布しています。 

市 専 門 教 育 相

談員を各小学校

に週２日配置し

ています。また、

東京都から都費

のスクールカウ

ンセラーも小学

校６校・中学校４

校に配置してい

ます。平成 26 年

度は、スクールカ

ウンセラーによ

る全員面接を小

学校５年生と中

学校１年生に行

っています。 

子ども家庭支援センター、子育

て支援課において、各関係機関と

の連携を図りながら、いじめ、不

登校、虐待等の相談に対応しまし

た。また、子どもたちへの相談体

制に関する情報提供として、悩み

を抱えた子どもたちが気軽に相

談できるように相談先を記載し

た SOS カードを小・中学生に配

布しました。 

子ども家庭支援センター、

子育て支援課において、各関

係機関と連携し、いじめ、不

登校、虐待等の相談に対応し

ました。また、子どもたちへ

の相談体制に関する情報提

供として、悩みを抱えた子ど

もたちが気軽に相談できる

ように相談先を記載した

SOS カードを小・中学生に

配布しました。 

子

育

て

支

援

課 

Ｂ

市専門教育相談員を各小学校
に週２日配置するとともに、東京
都から都費のスクールカウンセ
ラーが小学校６校・中学校４校に
配置されました。これにより全て
の小・中学校に都費のスクールカ
ウンセラーが配置されました。 

また、市専門教育相談員と都費

のスクールカウンセラーが連携

し、小学校第 5 学年の全児童と中

学校第１学年の全生徒に全員面

接を行いました。 

市専門教育相談員と都費

のスクールカウンセラーが

連携し、小学校５年生の全児

童と中学校１年生の全生徒

に全員面接を行い、学校生活

への適応状況を把握したり、

いじめの早期発見につなげ

たりしました。 

学校・指導室・教育研究所

の連携により、支援の必要な

児童・生徒及び保護者等に

関する情報を共有するとと

もに、スクールソーシャルワ

ーカーを２名配置すること

により、関係諸機関との連携

も充実させました。 

指

導

室

A 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

76 不登校

対策事

業の推

進 

在 籍 学 校 へ の

復帰を目指し、長

期にわたり不登

校状態になって

いる児童・生徒に

対して、教育研究

所設置の適応指

導教室（ゆうゆう

教室）で適切な指

導と学習の援助

を行っています。

長 期 に わ た る

不登校児童・生徒

に対して、ゆうゆ

う教室で他者と

の人間関係づく

りを学びながら、

自学・自習を基本

とした一斉・個別

学習を通して、学

校復帰のための

継続的な指導を

推進しています。

また、ひきこも

り等の青少年の

日常の居場所づ

くり、体験の場の

提供等を行って

いるホワイトパ

レットの活動を

支援しています。

長期にわたる不登校児童・生徒
に対して、ゆうゆう教室におい
て、他者との人間関係づくりを学
ばせながら、自学・自習を基本と
した一斉・個別学習を通して、学
校復帰のための継続的な指導を
推進しました。 

また、在籍学校の学級担任等が

ゆうゆう教室を訪問し、当該生徒

への声掛けや指導員との面談等

を行うゆうゆう教室訪問週間を

新たに設け、学校復帰に向けた学

校とゆうゆう教室との連携を図

りました。 

長期にわたる不登校児童・
生徒に対して、ゆうゆう教室
において、他者との人間関係
づくりを学ばせながら、自
学・自習を基本とした学習に
取り組ませました。体験活動
の充実を図るために、小菅村
での宿泊学習等を取り入れ
るなど、学校復帰のための継
続的な指導を推進しました。

また、在籍学校の学級担任

等がゆうゆう教室を訪問し、

当該生徒への声掛けや指導

員との面談等を行うゆうゆ

う教室訪問週間を新たに設

け、学校復帰に向けた学校と

ゆうゆう教室との連携を図

りました。 

指

導

室

A

引きこもり等の青少年の日常

の居場所づくり、体験の場の提供

等を行っているホワイトパレッ

トの活動を支援しました。 

ひきこもり等の青少年の

日常の居場所づくり、体験の

場の提供等を行っているホ

ワイトパレットの活動を支

援しました。 

児

童

青

少

年

課 

Ｂ

77 児童健

全育成

相談事

業の実

施 

児童館事業の一

環として、学校等関

係機関と連携を図

り、子どもや保護者

等からの相談に応

じています。児童

館・児童センターで

は、近隣の小学校と

必要に応じて連絡

を取り、情報の共有

化を図るとともに、

小中学校校長や保

育園園長などが児

童館運営委員とな

って情報共有に努

めています。 

また、館長・セン

ター長は、小学生ク

ラブの在籍児童に

ついて情報共有を

行うため、特別支援

学級や特別支援学

校の会議や連絡会

に出席しています。

近隣の小学校と必要に応じて
連絡を取り、情報の共有化を行う
とともに、小・中学校校長や保育
園長などが児童館運営委員の一
員として出席しました。 

また、センター長は小学生クラ

ブの在籍児童について情報共有

を行うため、特別支援学級や特別

支援学校の会議・連絡会に出席し

ました。 

近隣の小学校と必要に応

じて連絡を取り、情報の共有

化を行うとともに、小・中学

校校長や保育園長などが児

童館運営委員の一員として

出席しました。 

また、センター長は小学生

クラブの在籍児童について

情報共有を行うため、特別支

援学級や特別支援学校の会

議・連絡会に出席しました。

児

童

青

少

年

課 

Ｂ



  

84 
 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

78 ゆ う あ

い フ レ

ン ド 事

業 の 推

進 

不 登 校 等 の 児

童・生徒の家庭に

「ゆうあいフレ

ンド」（主に心理

学専攻の大学院

生等）を派遣し、

遊びなどを通し

て子どもの心を

開かせ、立ち直り

を 支 援 し て い

ます。 

支 援 が 必 要 な

児童・生徒やその

保護者に対して、

家庭と子どもの

支援員による家

庭訪問や学校内

での支援を行っ

ています。 

ゆうあいフレンドの活動実績

はありませんでした。 

不登校等の生徒の家庭に

「ゆうあいフレンド」（適応

指導教室等での指導経験を

有する者）を派遣し、遊びや

話し合い等を通して子ども

の心を開かせ、立ち直るため

の支援を実施しました。 

 

指

導

室

Ａ

79 自 然 体

験 活 動

事 業 の

実施 

屋 外 活 動 を 通

して、自然の仕組

みや大切さを知

ると同時に、体験

から協調性や創

造性、仲間意識な

ど を 育 ん で い

ます。 

児童館・児童セ

ンターでは、野外

体験活動を継続

的に実施してい

ます。また、地域

の農家の協力を

得て、乳幼児親子

向けの農作物収

穫体験等の事業

を 実 施 し て い

ます。 

児童館・児童センターでは野外
体験活動を継続的に実施し、多く
の児童の参加がありました。 

また、和泉児童館では地域の農

家の協力を得て、乳幼児親子向け

の農作物収穫体験を実施しまし

た。 

児童館・児童センターでは

野外体験活動を継続的に実

施し、多くの児童の参加があ

りました。 

また、和泉児童館では地域

の農家の協力を得て、乳幼児

親子向けの農作物収穫体験

を実施しました。 

児

童

青

少

年

課 

Ｂ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

81 幼児教

育の内

容の充

実 

幼稚園・保育園

での体験学習や

地域との交流活

動などを積極的

に行い、様々な体

験をさせるとと

もに、小学校就学

時までに必要な

生活習慣や知識

などを身につけ

ることができる

ように指導して

います。 

現状では、配慮

が必要な就学前

児童及びその家

庭に対して、小学

校及び保育園等

と連携し、就学前

後の家庭支援を

行っています。 

保育園では、入

園している子ど

もの就学に際し、

これまでに積み

重ねられた子ど

もの育ちを支え

るため、保育要録

を作成し、小学校

との連携を図っ

ています。 

幼稚園・保育園

と小学校の円滑

な連携を図るた

めに、園児が小学

校の行事に参加

できる機会を設

けたり、交流学習

を 設 定 し て い

ます。 

巡回相談等を通じて、配慮が必

要な就学前児童のフォローに繋

げました。 

巡回相談等を通じて、配慮

が必要な就学前児童のフォ

ローに繋げました。 

子

育

て

支

援

課

Ｂ

保育園では就学する児童の保

育要録を作成し、小学校へ引き継

いでいます。また、小学校への接

続を意識した取組みが進むよう

小学校・幼稚園・保育園の職員が

情報交換できる機会として、狛江

市幼保小連絡懇談会を開催する

等、小学校への円滑な接続に取り

組みました。 

保育園では就学する児童

の保育要録を作成し、小学校

へ引き継いでいます。また、

小学校への接続を意識した

取組みが進むよう小学校・幼

稚園・保育園の職員が情報交

換できる機会として、狛江市

幼保小連絡懇談会を開催す

る等、小学校への円滑な接続

に取り組みました。 

児

童

青

少

年

課

 

Ａ

幼稚園・保育園と小学校の円滑
な連携を図るために、園児が小学
校の行事に参加できる機会を設
けたり、交流学習を設定したりし
ました。 

また、小学校と幼稚園・保育園

の教職員が、円滑な接続につい

て、情報交換を直接できる機会を

設けました。 

幼稚園・保育園と小学校の
円滑な連携を図るために、園
児が小学校の行事に参加で
きる機会を設けたり、小学校
を訪問して児童と一緒に遊
ぶなどの交流学習を設定し
たりしました。 

また、小学校と幼稚園・保

育園の教職員が、円滑な接続

について、情報交換を直接で

きる機会を年度末に設けま

した。 

指

導

室

Ｂ

主要課題２ 幼児教育の充実を図る 

①幼児教育の内容の充実を図るとともに、関係機関との連携を進めます 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

82 幼児教

育の情

報提供 

家庭で行う幼

児教育やしつけ

などの情報を提

供するとともに、

家庭における幼

児の教育につい

て、機会をとらえ

て保護者等の啓

発 を 図 っ て い

ます。 

子育てガイド

ブックの内容の

充実に努めると

ともに、子育て講

座等を開催して

います。また、子

ども家庭支援セ

ンターによる専

門家を招いた幼

児教育などの情

報提供、幼稚園で

の言語聴覚士等

による相談の機

会等を設定して

います。 

また、幼稚園・

保育園と小学校

の円滑な連携を

図るために、園児

が小学校の行事

に参加できる機

会を設けたり、交

流学習を設定し

たりしています。

子育てガイドブックの内容の
充実を図り、幼児教育の啓発に努
めました。また、子ども家庭支援
センターにて専門家を招いた幼
児教育などの情報提供を行いま
した。 

幼稚園においては、巡回相談等

で言語聴覚士等による講演、相談

の機会を設け、保護者への情報提

供等を行いました。 

子育てガイドブックの内
容の充実を図り、幼児教育の
啓発に努めました。また、子
ども家庭支援センターにて
専門家を招いた幼児教育な
どの情報提供を行いました。

幼稚園においては、巡回相

談等で言語聴覚士等による

講演、相談の機会を設け、保

護者への情報提供等を行い

ました。 

子

育

て

支

援

課

Ｂ

幼稚園・保育園と小学校の円滑

な連携を図るために、園児が小学

校の行事に参加できる機会を設

けたり、交流学習を設定したりし

ました。 

幼稚園・保育園と小学校の
円滑な連携を図るために、園
児が小学校の行事に参加で
きる機会を設けたり、小学校
を訪問して児童と一緒に遊
ぶなどの交流学習を設定し
たりしました。 

 

指

導

室

B
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②幼稚園・保育園・小学校の連携を強化します 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

83 幼稚園・

保育園・

小学校の

交流・連

携 

幼稚園・保育

園・小学校の関係

者の連携を深め、

情報交換や学習

の機会を設ける

とともに、子ども

たちの交流も推

進しています。 

児童館・児童セ

ンターでは運営

委員会、子ども家

庭支援センター

では運営協議会

を開催し、意見交

換 を 行 っ て い

ます。 

就学時健康診

断や就学説明会

にて、学校生活に

ついて保護者に

理解を促すとと

もに、生活習慣の

確立の重要性に

ついて啓発して

います。 

幼・保・小の連

携に向けて、就学

前の子どもにつ

いて情報共有を

図り、円滑な就学

に つ な げ て い

ます。 

児童青少年課主導で、小学校へ
の接続を意識した取組みが進む
よう小学校・幼稚園・保育園の職
員が情報交換できる機会として、
狛江市幼保小連絡懇談会を開催
しました。 

また、児童館・児童センターに

おいて運営委員会を、子ども家庭

支援センターにおいては運営協

議会を各２回実施し、意見交換を

行いました。 

児童青少年課主導で、小学
校への接続を意識した取組
みが進むよう小学校・幼稚
園・保育園の職員が情報交換
できる機会として、狛江市幼
保小連絡懇談会を開催しま
した。 

また、児童館・児童センタ

ーにおいて運営委員会を、子

ども家庭支援センターにお

いては運営協議会を各２回

実施し、意見交換を行いまし

た。 

子

育

て

支

援

課

Ｂ

就学時健康診断や就学説明会
にて、学校生活について保護者
に理解を促すとともに生活習慣
の確立の重要性について啓発し
ました。 

また、保護者会等の機会をと

らえて、家庭への啓発を継続し

てきました。 

学校教育課主導で、就学
時健康診断や就学説明会に
て、学校生活について保護
者に理解を促すとともに生
活習慣の確立の重要性につ
いて啓発しました。 

また、保護者会等の機会

をとらえて、家庭への啓発

を継続してきました。 

指

導

室

Ｂ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

84 学校運

営連絡

協議会

の充実 

保護者や地域住民が

学校運営に積極的に参

加し、地域ニーズを的確

に反映させるため、「学

校運営連絡協議会」を設

置しています。 

各校で経営方針を保

護者に周知し、校長の経

営ビジョンを示すこと

により、学校の教育活動

における保護者との連

携を促進しています。 

また、学校評価により

教育活動の活性化を図

るとともに、各学校の学

校運営連絡協議会が年

３・４回開催されてお

り、そこでの協議内容等

を学校経営の改善・充実

に活かしています。 

各校の学校経営方針を

保護者に周知し、校長の経

営ビジョンを示すことに

より、学校の教育活動にお

ける保護者との連携を促

しました。また、学校運営

連絡協議会にて学校自己

評価の適切性について協

議を依頼し、学校関係者評

価とすることで、学校経営

の改善・充実を図りまし

た。 

各校の学校経営方針を保

護者に周知し、校長の経営ビ

ジョンを示すことにより、学

校の教育活動における保護

者との連携を促しました。 

また、学校運営連絡協議会

にて学校自己評価の適切性

について協議を依頼し、学校

関係者評価とすることで、学

校経営の改善・充実を図りま

した。 

平成 28 年度から、狛江第

五小学校において、狛江市学

校支援地域本部を設置する

ための検討を行い、地域・保

護者と学校とのより一層の

連携協力を推進しています。

指

導

室

Ａ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要課題３ 学校教育の充実を図る 

①開かれた学校として地域や家庭との連携を深めます 
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②生きる力を育む教育環境等を整備します 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

85 少人数

学習集

団によ

る指導

やティ

ームテ

ィーチ

ングの

充実 

少人数の学習集団を

編制して指導を行った

り、１つの学級を複数の

教員で指導するティー

ムティーチングにより、

個々の学習速度や習熟

度等にあったきめ細か

な学習指導を実施して

います。 

東京都の少人数指導

等の加配教員を、小学校

６校に算数、小学校１校

に理科、中学校４校に数

学と理科、中学校３校に

英語で配置しています。

また、市費による講師も

各 学 校 へ 配 置 し て い

ます。それにより少人数

指導の充実を図るとと

もに、低学年の音楽講師

を全小学校に配置し、低

学年から専門的な指導

が受けられるようにし

ています。 

東京都の少人数指導等

の加配教員を、小学校６校

に算数、小学校１校に理

科、中学校４校に数学と英

語で配置しました。また、

市費による講師を各学校

へ延べ 3,777 時間配置し

ました。それにより少人数

指導の充実を図るととも

に、低学年の音楽講師を全

小学校に配置し、低学年か

ら専門的な指導が受けら

れるようにしました。 

東京都の少人数指導等の

加配教員を、小学校６校に算

数、小学校１校に理科、中学

校４校に数学と英語で配置

しました。また、市費による

講師を各学校へ延べ 4,261

時間配置しました。それによ

り少人数指導の充実を図る

とともに、低学年の音楽講師

を全小学校に配置し、低学年

から専門的な指導が受けら

れるようにしました。 

指

導

室

A

86 外国人

英語指

導員の

派遣 

国際化の進展を踏ま

え、他の国に興味を示

し、また英語教育の促進

を図るため、外国人英語

指導員を学校に派遣し

ています。 

小学校５・６年生の外

国語活動と、中学校英語

への対応として、外国人

英語指導員派遣を各校

年 30 日 実 施 し て い

ます。 

また、外国人の児童・

生徒に対する日本語指

導については、学校の派

遣希望に応じて、日本語

指 導 員 を 派 遣 し て い

ます。 

小学校５・６年生の外国

語活動と、中学校英語への

対応として、ＡＬＴ派遣を

各校年間 30 日実施し、英

語に親しめるようにする

とともに、国際理解の推進

を図りました。また、外国

人児童・生徒に対する日本

語指導については、学校の

派遣希望に応じて年間延

べ 324 時間日本語指導員

を派遣しました。 

小学校５・６年生の外国語

活動と、中学校英語への対応

として、ＡＬＴ派遣を各校年

間 30 日実施し、英語に親し

めるようにするとともに、国

際理解の推進を図りました。

また、外国人児童・生徒に

対する日本語指導について

は、学校の派遣希望に応じて

年間延べ３０１時間日本語

指導員を派遣しました。 

指

導

室

B
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

87 情 報 教

育 の 充

実 

コンピュータを利用

した、より多様な授業の

展開を図り、子どもたち

の情報を活用する能力

を高めたり、不適切な使

用をしないための管理

など、情報リテラシー教

育を推進しています。 

小学校６校に配置さ

れているタブレット端

末を活用し、教室の中だ

けではなく、体育館や校

庭でも活用しています。

また、中学校２校でタ

ブレット端末の試行を

行い、中学校での活用方

法を検証しています。 

ハイブリッド型タブレ

ット端末を全ての中学校

に４１台，特別支援学級

（固定級）に１０台配備し

ました。また、全ての中学

校普通教室にタブレット

端末の画面や書画カメラ

の画像等を黒板に投影可

能な超短焦点型プロジェ

クターを配備し、インター

ネットにも接続可能なＷ

ｉ-Ｆｉの環境を整備しま

した。なお、Ｗｉ-Ｆｉ環境

については、理科室、音楽

室、美術室等特別教室にも

普通教室と同じ環境を整

備しました。 

タブレット端末を全ての

特別支援教室に５台配備し、

個別及び小集団の指導の充

実を図れるようにしました。

指

導

室

A

後新 

88 

読書を

通じた

学びの

機会の

提供 

子ども自身が読書の

楽しさを知るきっかけ

をつくり、自発的な読書

活 動 に つ な げ る も の

です。 

３・４か月の乳児に本

を配布するブックスタ

ートや、市内在住の小学

校１年生に対して、候補

から児童が自ら選択し

た図書を１人につき１

冊贈呈するセカンドブ

ックを実施しています。

また、年代に合ったブ

ックリストを作成して

います。 

・ブックスタート事業
配布冊数 

 
701冊 

・セカンドブック事業
贈呈冊数 

平成27年度新１年生
603冊 

平成28年度新１年生
262冊 

（平成28 年３月31日

現在） 

・ブックスタート事業 

 配布冊数 746冊 

・セカンドブック事業  

贈呈冊数 

平成28年度新１年生   

175冊 

平成29年度新１年生   

337冊 

・サードブック事業 

贈呈冊数 

平成29年度新１年生   

226冊 

（平成 29 年３月 31 日現在）

 

図

書

館

Ａ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

89 多様な

学習の

推進 

体験学習や、総合的な

学習の時間など、多様な

学習を推進しています。

特色ある教育活動で、

狛江の音楽教育の充実

から、福祉施設や福祉的

な行事で児童・生徒が活

躍しています。中学校で

は、全４校で職場体験を

実施し、職業観・勤労観

を育てる機会としてい

ます。 

特色ある教育活動で狛

江の音楽教育の充実から、

福祉施設や福祉的な行事

で児童生徒が活躍しまし

た。また、総合的な学習の

時間や生活科で「水辺の楽

校」「お年寄りとの交流」

などの体験学習を取り入

れることで、学びに広がり

と深まりをもたせること

ができました。中学校では

全４校で職場体験を実施

し、職業観・勤労観を育て

る機会となりました。 

狛江の音楽教育の充実を

図るため、アウトリーチコン

サートを各小学校で実施し

ました。また、福祉施設や福

祉的な行事で児童・生徒が活

躍しました。 

総合的な学習の時間や生

活科で「水辺の楽校」「高齢

者との交流」などの体験学習

を取り入れることで、学びに

広がりと深まりをもたせる

ことができました。中学校で

は全４校で職場体験を実施

し、職業観・勤労観を育てる

機会となりました。 

指

導

室

A

後新 

90 

歴史、文

化 財 教

育 の 充

実 

郷土に対する愛着を

育んでもらうため、地域

の歴史、文化財教育を進

めています。 

小学校３年生、６年生

向けの狛江市に係る歴

史文化財に関するガイ

ドブックを作成し、公立

小中学校対象学年の全

児童・生徒に配布してい

ます。特に小学校６年生

については、ガイドブッ

クに基づき、文化財担当

職員が出前講座を実施

しています。 

これまで、小学校３年生
及び６年生向けに、狛江市
の歴史・文化財に関するガ
イドブックを作成・配布し
てきましたが、新たに中学
校１年生向けのガイドブ
ックを作成しました。これ
らは、公立小中学校の対象
学年の全児童・生徒に配布
しました。 

中でも、小学校６年生に
ついては、ガイドブックを
活用し、「狛江の遺跡と古
墳」を題材とした出前講座
を、全６校の全学級で実施
しました。 

また、小学校３年生につ

いては、市立古民家園で体

験学習を行いました。 

小学校３年生・６年生及び

中学校１年生向けに、狛江市

の歴史・文化財に関するガイ

ドブックを作成し、公立小中

学校の対象学年の全児童・生

徒に配布しました。 

中でも、小学校６年生につ

いては、ガイドブックを活用

し、「狛江の遺跡と古墳」を

題材とした出前講座を、全６

校の全学級で実施しました。

また、狛江第一小学校の郷

土学習に協力して、市内の古

墳めぐりを実施しました。 

その他に、小学校３年生に

ついては、市立古民家園で体

験学習を行いました。 

社

会

教

育

課

Ａ

主要課題４ 体験学習の機会を広げる 

①学校教育における多様な学習の充実を図ります 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

後新 

91 

文化・

芸術に

触れる

機会の

提供 

子どもたちに文化・芸

術 に 触 れ る 機 会 を 提

供するため、プロの演奏

家に学校で、演奏を行っ

てもらい、児童・生徒に

質の高い音楽を体験し

てもらっています。 

また、市内小中学校へ

絵手紙講師を派遣し、絵

手紙教室を開催してい

ます。 

音楽事業では、市内の小
中学校においてプロの演
奏家による公演を５回行
い、子どもたちに質の高い
音楽を体験してもらう機
会を提供しました。また、
プロの講師による講習会
と楽器の点検等を行う学
校協力事業は、市内中学校
の合唱部、狛江高校筝曲
部、市内中学校の吹奏学部
に対してエコルマホール
で実施され、コンクール前
の有意義な機会にもなり
ました。 

絵手紙事業では、親子で

一緒に絵手紙をかき交流

を深める親子絵手紙教室

を実施し、13 組 29 名の

参加がありました。また、

絵手紙教室講師派遣事業

では、市内小中学校及び幼

稚園８校へ絵手紙講師を

派遣し、子どもたちに絵手

紙に触れられる機会をつ

くりました。 

音楽事業では「親子で楽し

もう！マリンバと打楽器の

リズム♪ミニコンサート」を

実施するとともに、市内の小

中学校においてプロの演奏

家による公演を５回行い、子

どもたちに質の高い音楽を

体験してもらう機会を提供

しました。プロの講師による

講習会と楽器の点検等を行

う学校協力事業は、市内中学

校の合唱部、狛江高校筝曲

部、市内中学校の吹奏学部に

対してエコルマホールで実

施され、コンクール前の貴重

な練習となりました。 

絵手紙事業では「元祖☆親

子絵手紙教室」を開催し 15

組、33 名の参加がありまし

た。講師派遣事業では、市内

小中学校に講師を派遣し、子

どもたちに絵手紙の手ほど

きをしました。 

地

域

活

性

課

Ｂ

小学校第６学年と中学

校第２学年で音楽鑑賞教

室を実施し、プロのオーケ

ストラによる演奏を直接

鑑賞する機会を設けたり、

小学校第５学年を対象に

プロの演奏家に学校で、演

奏を行ってもらったりす

るなど、質の高い音楽を体

験する機会を充実してい

ます。 

小学校第６学年と中学校

第２学年で音楽鑑賞教室を

実施し、プロのオーケストラ

による演奏を直接鑑賞する

機会を設けました。 

また、小学校第５学年を対

象にプロの演奏家に学校で、

演奏を行ってもらう形のア

ウトリーチ型コンサートな

ど、質の高い音楽を体験する

機会を充実しています。 

指

導

室

Ｂ
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②地域における体験学習の機会の拡大を推進します 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

92 体験型

事業の

推進 

ふるさと自然体験事

業や、児童館事業におけ

るキャンプやふるさと

交流事業などの体験型

事業を実施しています。

児童館・児童センター

では、野外体験活動を継

続的に実施しています。

和泉児童館では、地域の

農家の協力を得て、乳幼

児親子向けの農作物収

穫 体 験 を 実 施 し て い

ます。 

ふるさと友好都市（長

岡市川口地域）の豊富で

雄大な自然を泊りがけ

で体験する「ふるさと自

然体験事業」を実施して

います。 

市内の青少年（小学生

～高校生）を対象に、日

常の中ではできない体

験等を行う「青少年健全

育成委託事業」を実施し

ています。 

山梨県小菅村で自然

に対する理解と関心を

深めることを目的に、

「多摩川源流体験教室」

を実施しています。 

多摩川の水辺の自然

観察会、環境保全活動を

行っている「狛江水辺の

楽校」では、子どもたち

の環境学習の場を提供

しています。 

児童館・児童センターで
は、野外体験活動の継続的
な実施などにより、体験型
事業の充実を図りました。

また、和泉児童館では地

域の農家の協力を得て、乳

幼児親子向けの農作物収

穫体験を実施しました。 

児童館・児童センターで
は、野外体験活動の継続的な
実施などにより、体験型事業
の充実を図りました。 

また、和泉児童館では地域

の農家の協力を得て、乳幼児

親子向けの農作物収穫体験

を実施しました。 

児

童

青

少

年

課

Ｂ

「ふるさと交流キャン
プ」を平成27年８月19日
～21日（２泊３日）に実施
し、狛江市から30名、川口
地域から18名，合計48名
の児童が参加しました。 

川遊びや野菜収穫体験

等を通じて、都市部にはな

い豊富で雄大な自然を体

験するとともに、川口地域

の子どもたちとの交流を

図ることができました。 

「ふるさと交流キャンプ」

を平成 28 年８月 17 日～

19 日（２泊３日）に実施し、

狛江市から 29 名、川口地域

から 12 名，合計 41 名の児

童が参加しました。 

川遊びや野菜収穫体験等

を通じて、都市部にはない豊

富で雄大な自然を体験する

ことができ、川口地域の子ど

もたちとの交流を図ること

ができました。 

地

域

活

性

課

A

狛江水辺の楽校では、毎
週末の行事に加え、８月に
多摩川源流体験教室を実
施しました。 

生物多様性保全に関す

る取組みとして、多摩川及

び野川で生きもの調査会

を実施するとともに、多摩

川に大量に繁茂する特定

外来生物アレチウリの駆

除活動を新たに実施しま

した。 

生物多様性保全に関する

取組みとして、多摩川及び野

川で生きもの調査会を実

施するとともに、多摩川に大

量に繁茂する特定外来生物

アレチウリの駆除活動を実

施しました。また、駆除活動

を行うにあたり、アレチウリ

駆除パンフレットを作成す

るとともに駆除活動時に駆

除の方法を説明することに

より周知・啓発を強化しまし

た。 

環

境

政

策

課

Ａ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

94 中高生

等の子

育てボ

ランテ

ィア活

動の促

進 

児童館・児童センター

等児童関連施設におけ

る中高生等のボランテ

ィア活動を促進するも

のです。 

現状では、児童館・児

童センターで、中高生に

よるボランティア活動

の場を提供し、また、中

学校の職場体験の受入

れも行っています。 

公立保育園でも、ボラ

ンティアの受入れ等を

行っています。 

児童館・児童センターで
は、中学生・高校生による
ボランティア活動の場を
提供し、また、中学校の職
場体験の受け入れも行い
ました。 

公立保育園では、中学生

の職場体験やボランティ

アの受入れ等を行いまし

た。 

児童館・児童センターで
は、中学生・高校生によるボ
ランティア活動の場を提供
し、また、中学校の職場体験
の受け入れも行いました。さ
らに企画により小学生高学
年対象のイベントサポータ
ーを募りました。 

公立保育園では、中学生の

職場体験やボランティアの

受入れ等を行いました。 

児

童

青

少

年

課

Ａ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要課題５ 次代の親の育成を支援する 

①乳幼児等とふれあう機会を提供します 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

95 就労支援

情報の提

供の促進 

子育て家庭の経済的

な自立支援に向け、「ハ

ローワーク府中」や「東

京しごとセンター多摩」

との連携等による就業

情報の提供を進めてい

ます。 

各種就業情報の提供

のほか、「ハローワーク

府中」と共催で就職支援

セミナーを開催してい

ます。 

また、「東京しごとセ

ンター多摩」と共催し

て、模擬面接も行ってい

ます。 

ハローワーク府中と共

催で就職支援セミナー

を、若年者、高年齢者、女

性、一般と対象を分けて

計５回、11 月、１月と３

月に就職面接会を共催し

ました。また、ハローワー

ク府中と共催、東京しご

とセンター多摩と協力し

て模擬面接を行いまし

た。その他、各種就業情報

を提供しました 

ハローワーク府中と共催

で就職支援セミナーを、若年

者、高年齢者、女性、一般と

対象を分けて実施、特に女性

向けのセミナーは３回実施

したところ多くの方にご参

加いただきました。また、ハ

ローワーク府中と共催、東京

しごとセンター多摩と協力

して模擬面接を行いました。

その他、各種就業情報を提供

しました。 

 

地

域

活

性

課

Ｂ

基本目標４ ワーク・ライフ・バランスを積極的に進める社会にします 

主要課題１ 仕事と子育てが両立できる就労環境をつくる 

①就労支援情報の提供を促進します 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

97 保育活

動の充

実 

保育士の自己評価や、

保育カルテに基づく計

画的かつ情報共有に基

づく保育実践など、保育

活動を充実しています。

保育士の質の向上を

目的とした外部講師に

よる職員研修を年数回

行っています。また、公

立保育園に限らず、狛江

市内の保育施設を対象

とした研修も行ってい

ます。 

市内保育施設の職員を

対象として公立保育園主

催の研修会を６回開催し、

保育の質の向上を図りま

した。 

 

市内保育施設の職員を対

象として公立保育園主催の

研修会を７回開催し、保育の

質の向上を図りました。 

 

児

童

青

少

年

課

Ａ

98 延長保

育の拡

大 

公立保育園全園と私

立保育園１園で１時間

延長保育を、私立保育園

２園で２時間延長保育

を実施しています。 

公立保育園６園と私立

保育園１園で 1 時間延長

保育、私立保育園３園で２

時間延長保育、私立保育園

１園で３時間延長保育を

実施しました。 

公立保育園５園と私立保

育園１園で 1 時間延長保育、

私立保育園４園で２時間延

長保育、私立保育園１園で３

時間延長保育を実施しまし

た。 

また、私立認定こども園１

園で２時間延長保育を実施

しました。 

児

童

青

少

年

課

Ａ

99 年末・

年始保

育の実

施 

保護者の就労等によ

り、年末・年始に子ども

を保育するものです。 

未実施 未実施 児

童

青

少

年

課

Ｄ

100 特定保

育の実

施 

非常勤やパート勤務、

夜間勤務など、不規則な

勤務形態の就労に応じ

て保育するものです。 

未実施 未実施 児

童

青

少

年

課

Ｄ

主要課題２ 待機児対策と保育サービスを充実する 

①保育園定数の見直し等を受入れの拡大を行います 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

101 認可外

保育施

設等の

支援 

認証保育所、家庭福祉

員への支援とともに、子

ども・子育て支援新制度

で新設される地域型保

育への支援を行うもの

です。 

現在、認証保育所では

定員の弾力化受入定員

増を図っています。具体

的には、平成 26 年５月

１日現在、認証保育所３

か所で 10 人の定員弾力

化による増員を図って

います。 

また、家庭福祉員を増

員し、５名体制に拡充し

ました。 

地域型保育事業である

事業所内保育事業１所へ

地域型保育給付費を支給

しました。また、認証保

育所５園、家庭福祉員５

名に運営費補助金を交付

したほか、巡回指導を実

施するなどの支援を行い

ました。 

地域型保育事業である事

業所内保育事業１所、小規模

保育事業２所、家庭的保育事

業１所へ地域型保育給付費

を支給しました。また、認証

保育所５園、家庭福祉員４名

に運営費補助金を交付した

ほか、巡回指導を実施するな

どの支援を行いました。 

また、認証保育所、家庭福

祉員等の保育士等のキャリ

アアップに向けた取組みに

対して補助金を交付するこ

とで支援を行いました。 

児

童

青

少

年

課

Ａ
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②多様なニーズに応じた保育サービスを行います 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

104 一時保

育の充

実 

家庭における育児疲

れの解消やリフレッシ

ュ、急病や断続的勤務・

短時間勤務など勤務形

態の多様化に伴う一時

的な保育需要に対応す

るため、一時保育を実施

しています。 

現在、家庭福祉員宅、

公立保育園１か所、私立

保育園２か所で一時保

育を行っています。 

家庭福祉員宅にて０才
から２才までのお子さん
の一時保育を行いました。

家庭福祉員宅 1か所 

年間延利用者数 129名

家庭福祉員宅にて０才か
ら２才までのお子さんの一
時保育を行いました。 

家庭福祉員宅  1か所 

年間延利用者数 127名

 

子

育

て

支

援

課

Ｂ

私立虹のひかり保育園
で２歳未満、駄倉保育園で
満２歳以上、私立狛江保育
園で2歳児クラス以上の
お子さんの一時保育を実
施しました。 

公立保育園  １か所 

私立保育園  ２か所 

年間利用者数 432名

 

 定員の増加を図るた

め、次年度に向けて一時

保育実施施設拡充の準備

を行った。 

私立虹のひかり保育園で
２歳未満、駄倉保育園で満２
歳以上、私立狛江保育園で2
歳児クラス以上、私立めぐみ
の森保育園で就学前までの
お子さんの一時保育を実施
しました。 

公立保育園 １か所 

私立保育園 ３か所 

年間利用者数 

（延べ）2,688名 

児

童

青

少

年

課

Ａ

105 ショー

トステ

イ事業

（子育

て短期

支援事

業）の

充実 

保護者が病気その他

の理由で一時的に児童

の養育ができなくなっ

た場合などに、子どもを

一時的に養育・保護して

います。 

現在、近隣自治体にあ

る児童養護施設への委

託 に よ り 実 施 し て い

ます。 

引き続き、近隣自治体に
ある児童養護施設へ委託
し、事業を実施しました。

実施施設１か所 

 定員２名 

延べ利用者38人 

 

また、市内の家庭で養

育を実施できるように養

育家庭の拡充に努めまし

た。 

引き続き、近隣自治体にあ
る児童養護施設へ委託し、事
業を実施しました。 

実施施設１か所 

 定員２名 

延べ利用者55人 

 

また、市内の家庭で養育を

実施できるように養育家庭

の拡充に努めました。 

子

育

て

支

援

課

Ｂ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

106 保育ニ

ーズの

的確な

把握 

各調査や訪問など、

様々な機会を通じて、保

育サービス等のニーズ

を把握するものです。 

要保護児童の状況把

握を行うとともに、適切

なアセスメント及び的

確 な 支 援 に 努 め て い

ます。 

また、保育園では保護

者アンケート等を実施

し、保育ニーズの把握に

努めています。 

要保護児童の状況把握

を行い、適切なアセスメン

ト及び的確な支援に努め

ました。 

個別ケース検討会議等も

活用し、関係機関と情報共

有・連携を図り、適切なアセ

スメント及び的確な支援に

努めました。 

子

育

て

支

援

課

Ｂ

公立保育園では保護者

アンケートを実施し、保育

ニーズの把握に努めまし

た。 

公立保育園では保護者ア

ンケートを実施し、保育ニー

ズの把握に努めました。 

児

童

青

少

年

課

Ｂ

107 幼稚園

の預か

り保育

の充実 

幼稚園に通園する子

どもをもつ保護者の子

育てを支援するため、全

幼稚園で預かり保育を

実施しています。 

３園全てにおいて預か

り保育が実施されました。

３園全てにおいて預かり

保育が実施されました。 

子

育

て

支

援

課

Ｃ

108 病児・

病後児

保育の

充実 

保育園等の子どもが

病気などにより、各施設

で受入れが困難なとき

に、保護者に代わって預

かり、子どもの健康管理

と保護者の就労を支援

しています。 

狛江すこやか病児保

育室のほか、ファミリ

ー・サポート・センター

事業を利用した病後児

預かり事業も実施して

います。 

狛江すこやか病児保育室 

利用者実績 延べ449人 

 

ファミリー・サポート・
センター事業を利用した
病後児預り事業を実施し
ました。 

利用者実績 １人 

狛江すこやか病児保育室 

利用者実績 延べ429人

 

狛江すこやか病児保育室
の利用者専用駐車場設置に
向けた準備を行いました。 

 

ファミリー・サポート・セ
ンター事業を利用した病後
児預り事業を実施しました。

利用者実績 ０人 

子

育

て

支

援

課

Ｂ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

109 男女共

同参画

推進計

画の推

進 

市民の意識実態を踏

まえ、「狛江市男女共同

参画推進計画」を推進し

ています。 

市民で構成する「狛江

市男女共同参画推進委

員会」で、計画の推進に

関する市長への提言を

作成したほか、「狛江市

男女共同参画推進計画

改訂委員会」を設置し、

計画の改訂を行いまし

た。 

平成26年度に既存事業
の見直し及び新しい取組
みの検討を行い、狛江市男
女共同参画推進計画を改
訂しました。計画の改訂に
伴い、男女共同参画推進委
員会の情報誌にて新しい
計画のポイントを紹介し
ました。 

また、各事業について取

組みを行い、庁内推進本部

及び庁内会議を中心に推

進状況報告書を作成しま

した。 

計画に掲載されている各

事業について取組みを行い、

庁内推進本部及び庁内会議

を中心に推進状況報告書を

作成しました。 

また、狛江市男女共同参画

推進委員会に推進状況報告

書を提示し、進捗状況につい

て意見交換を行いました。 

政

策

室

Ｂ

110 啓発活

動の推

進 

市民に男女共同参画

についての啓発を図る

ため、フォーラムの開催

や情報紙を発行してい

ます。 

「多摩３市（狛江市、

小金井市、国立市）男女

共同参画推進共同研究

会」で、フォーラムを開

催しています。 

また、「狛江市男女共

同参画推進委員会」で

も、フォーラムを開催す

るとともに、情報紙を発

行しています。 

「多摩３市（狛江市、小
金井市、国立市）男女共同
参画推進共同研究会」で、
平成27年12月に狛江市
で子育てフォーラムプレ
イベントとして講演「次代
を担う子供たちのために
親が知っておくべきこと」
及び映画上映を行いまし
た。そして平成28年２月
に小金井市で子育てフォ
ーラム「仕事も家庭も楽し
もう～ハイブリットな生
き方～」を開催しました。
また、啓発冊子「ENJOY
子育て」を発行しました。

狛江市男女共同参画推

進委員会において情報誌

を発行しました。 

狛江市男女共同参画推進

フォーラム「局アナパパの子

育て奮闘記－地域の人にも

助けられて－」を開催しまし

た。 

狛江市男女共同参画推進

委員会において情報誌を発

行しました。 

また、多摩３市（狛江市、

小金井市、国立市）男女共同

参画推進共同研究会におい

て啓発冊子「今考えたい男女

共同参画」を発行しました。

政

策

室

Ｂ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要課題３ 男女ともに子育てに参加する社会をつくる 

①男女共同参画社会の推進をします 
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②男性の子育てへの参加を促進します 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

116 男性の

家庭教

育・地

域活動

への参

加の推

進 

男性の家庭教育や地

域活 動 へ の 参 加 を 促

進するため、関係機関・

団体と協力して、学習機

会の提供を図るととも

に、地域活動への男性の

参加を促進しています。

児童館では、父子参加

企画や、ファミリーデー

を実施し、特に父親の参

加を積極的に促すよう

なプログラムを継続し

て企画しています。 

児童館事業として、父子
参加企画や、ファミリーデ
ーを実施し、特に父親の参
加を積極的に促すような
プログラムを継続して企
画しました。 

児童館事業として、父子参

加企画や、ファミリーデーを

実施し、特に父親の参加を積

極的に促すようなプログラ

ムを継続して企画しました。

児

童

青

少

年

課 

 

Ｂ 

「プレパパ・プレママク
ッキング」は、平成25年度
より年２回開催し、平成
27年度は、男性5人、女性
6人が参加しました。 

「プレパパ・プレママクッ

キング」は、平成 25 年度よ

り年２回開催しており、平成

28 年度は、男性 1 人、女性

3 人、小学生 1 人の参加を

得ました。 

健

康

推

進

課 

Ｃ 

117 父親向

け子育

て啓発

冊子の

配布 

男性の子育て参加を

促進するためには、基礎

的な知識や考え方、実践

面などの情報をわかり

やすく伝えていく必要

があります。これらを踏

まえ、父親向けの子育て

啓発冊子を作成・配布す

るものです。 

妊娠届提出時［父子健

康手帳」を配布している

ほか、父と子を対象とし

た子育て講座「パパと一

緒に ベ ビ ー マ ッ サ ー

ジ！ 」 を 開 催 し て い

ます。 

市民活動・生活情報誌
「わっこ」に男性の育児休
業体験の記事を掲載し、父
親の子育てに対する興味
や関心を高める取組みに
努めました。 

また、父と子を対象とし

た子育て講座「パパと一緒

にベビーマッサージ！」を

開催しました。 

母子健康手帳を配布時に

「父子健康手帳」を配布し、

父親の子育て参加を支援し

ました。 

また、父と子を対象とした子

育て講座「パパと一緒にベビ

ーマッサージ！」を開催し、

父親の子育てに対する関心

を高めるための取組みを行

いました。 

子

育

て

支

援

課 

Ｂ 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

118 交通安

全教育

の推進 

子どもの交通安全意

識を高め、交通事故から

守るため、警察や保育

園、小学校、市民団体等

との連携により交通安

全教育を実施し、広報等

による啓発を図ってい

ます。 

現状では、警察・交通

安全協会等の協力のも

と、交通安全のつどいを

開催するほか、交通安全

に関する広報を行って

います。また、子どもを

対象にした自転車教室

を行い、自転車運転免許

証を発行しています。 

例月の校長会で月ご

との事故報告を実施し

ているほか、交通安全指

導では全学年テーマ別

で行い、登下校時の安全

な歩行や雨天時の交通

安全など日常的な指導

を行っています。 

保育園でも、警察によ

る交通安全指導を実施

しています。 

警察・交通安全協会等の
協力のもと、交通安全のつ
どいを開催するほか、交通
安全広報を行いました。 

子どもを対象にした自
転車教室を行い、自転車運
転免許証を発行しました。
また、スタントマンを活用
した交通安全教室は、中学
生、一般市民向けをそれぞ
れ開催し、一部の幼稚園に
おいて園児・保護者に向け
た交通安全教室を開催し
ました。 

自転車の交通事故を減

らしていくため、自転車教

室を受講した方に、自転車

グッドライダー認定証を

発行しました。 

警察・交通安全協会等の協
力のもと、交通安全のつどい
を開催するほか、交通安全に
関する広報を行いました。 

また、子どもを対象にした
自転車教室を行い、自転車運
転免許証を発行しました。ま
た、スタントマンを活用した
交通安全教室では、中学生、
一般市民向けを開催しまし
た。 

なお、自転車の交通事故を

減らしていくため、自転車グ

ッドライダーシールの色を

充実のうえ、交通安全教室を

受講した方へ配布しました。

交通安全計画の改定を行

い、子どもの交通安全の確保

を重点施策に位置づけ、今後

の方向性を明確にしました。

道

路

交

通

課

 

Ａ

定例校長会で月ごとの
事故報告を実施し、情報提
供及び注意の喚起を行い
ました。交通安全指導は全
学年テーマ別で行い、登下
校時の安全な歩行や雨天
時の交通安全など日常的
な指導を行いました。ま
た、自転車安全教室等を開
催し、自転車の安全な乗り
方や交通法規の周知、マナ
ーの向上に努めました。 

定例校長会で月ごとの事

故報告を実施し、情報提供及

び事故の再発防止に向けて

指導・助言をしました。交通

安全指導は東京都教育委員

会が作成している「安全教育

プログラム」を活用するなど

して、全学年テーマ別で行

い、登下校時の安全な歩行や

雨天時の交通安全など日常

的な指導を行いました。 

また、自転車安全教室等を

開催し、自転車の安全な乗り

方や交通法規の周知、マナー

の向上に努めました。 

指

導

室

 

B

公立保育園２園で警察
による交通安全指導を実
施しました。 

公立保育園１園で警察に

よる交通安全指導を実施し

ました。 

児

童

青

少

年

課

Ｂ

基本目標５ 子どもや子育て家庭が安心して生活できる社会にします 

主要課題１ 子どもたちの安全を確保する 

①子どもの交通安全対策を推進します 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

119 通学路

の安全

対策の

推進 

教職員による交通安

全指導を実施するとと

もに、通学路の交通安全

施設のチェックを定期

的に行い、関係機関に対

して改善を要請してい

ます。 

「狛江市通学路交通

安全対策プログラム」

に基づき、各関係機関

と連携しながら、通学

路の交通安全対策を着

実かつ効果的に推進し

ています。 

また、通学路の安全

確保のため、路側帯の

カラー舗装等の対策を

推進しています。 

学校安全ボランティア
腕章・横断旗を各学校に配
布しました。 

「狛江市通学路交通安
全対策プログラム」に基づ
き通学路の合同点検を実
施し、点検により対策が必
要とされた危険箇所につ
いては、対策の実施又は実
施の検討を行いました。 

学校安全ボランティア腕
章・横断旗を各学校に配布し
ました。横断旗はデザインを
一新し，守助マークとしまし
た。 

「狛江市通学路交通安全
対策プログラム」に基づき通
学路の合同点検を実施し、点
検により対策が必要とされ
た危険箇所については、対策
の実施又は実施の検討を行
いました。 

学

校

教

育

課

 

B

通学路・通学区域の安全
確保のため、路側帯内のカ
ラー舗装を推進する計画
により、市道31・712・
847号線の路側帯内にカ
ラー舗装（グリーン）を設
置しました。 

通学路・通学区域の安全確

保のため、路側帯内のカラー

舗装を推進する計画により、

市道 134・310 号線の路側

帯内にカラー舗装（グリー

ン）を設置しました。 

道

路

交

通

課

 

Ａ

通学路・通学区域の安全

確保のため、路側帯内のカ

ラー舗装を推進する計画

により、市道４・５・６・

12・222・226・442・

836 号線の路側帯内にカ

ラー舗装（グリーン）を設

置しました。 

通学路・通学区域の安全確

保のため、路側帯内のカラー

舗装を推進する計画により、

市道 13・16・17・20・28・

179・180・181・182・

184・370 号線の路側帯内

にカラー舗装（グリーン）を

2,442m 設置しました。 

整

備

課

Ａ

120 交通安

全施設

の設置

の推進 

学校や PTA 等からの

要望を踏まえて、カーブ

ミラーの設置のほか、道

路区画線、交差点点滅

鋲、注意看板を設置して

います。 

カーブミラーを平成 27

年度は 13 か所設置したほ

か、道路区画線（3,208

ｍ）、交差点点滅鋲（１箇

所）、ガードパイプ（２箇

所）、注意看板（１箇所）

を設置しました。 

カーブミラーを 15 か所

に設置したほか、歩道の段差

解消（２箇所）、道路区画線

（1,289ｍ）、ガードパイプ

（３箇所）、交差点点滅鋲（１

箇所）を設置しました。 

道

路

交

通

課

A
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②子どもの防犯対策を推進します 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

121 犯罪等

に関す

る情報

の提供 

市内関係機関の連絡

体制を整備し、防犯等の

関係機関から受けた情

報等を速やかに配信し、

防犯体制を強化すると

ともに、市内等で発生し

た事件について緊急連

絡網やメール等を通じ

て情報を提供し、市民の

自主的な防犯活動を推

進しています。 

「狛江市児童福祉施

設及び教育施設等緊急

連絡網」を作成し、緊急

連絡体制を整備してい

ます。 

また、「こまえ安心安

全情報メール」により安

心安全情報を配信して

いるほか、２か月に一度

「安心安全情報一覧」の

情報チラシを作成し、町

会や自治会、各地域セン

タ ー 等 で 配 布 し て い

ます。 

「調布地区防犯協会

狛江支部連合会」や安心

安全パトロール団体と

会議を行い、市、警察と

情報共有し、連携を図っ

ています。 

狛江市児童福祉施設及
び教育施設等緊急連絡網
を活用して、不審者情報等
の緊急情報を発信しまし
た。 

こまえ安心安全情報メ
ール（登録者は平成28年
３月末で11,058人）によ
り安心安全情報を配信す
るほか、２か月に一度「安
心安全情報一覧」の情報チ
ラシを作成し、町会や自治
会、各地域センター等で配
布しました。 

振り込め詐欺のアポイ
ントメント電話入電時に
は、職員による市内広報活
動を行いました。 

調布地区防犯協会狛江
支部連合会や安心安全パ
トロール団体と会議を行
い、市、警察と情報共有し、
連携を図りました。 

教育委員会からの依頼
に基づき学期の始まりと
終わりに子どもの見守り
放送を流しました。 

子どもを対象にした凶

悪事件等の情報共有体制

について、狛江市に隣接す

る調布市、世田谷区、川崎

市と検討を行いました。 

狛江市児童福祉施設及び
教育施設等緊急連絡網を活
用して、不審者情報等の緊急
情報を発信しました。 

こまえ安心安全情報メー
ル（登録者は平成29年３月
末で12,530人）により安心
安全情報を配信するほか、２
か月に一度「安心安全情報一
覧」の情報チラシを作成し、
町会や自治会、各地域センタ
ー等で配布しました。 

振り込め詐欺のアポイン
トメント電話入電時には、職
員による市内広報活動を行
いました。 

調布地区防犯協会狛江支
部連合会や安心安全パトロ
ール団体と会議を行い、市、
警察と情報共有し、連携を図
りました。 

教育委員会からの依頼に
基づき学期の始まりと終わ
りに子どもの見守り放送を
流しました。 

狛江市、調布市、世田谷区、

神奈川県川崎市で、「重大な

犯罪事件に係る相互情報提

供等に関する協定」を締結し

ました。 

安

心

安

全

課

Ａ

122 「こど

もかけ

こみ

110

番」活

動の支

援 

子どもの生命と安全

を守るため、地域の協力

を得て会社・商店・民家

などに専用のプレート

を提示し、危険を感じた

子どもの一時的な避難

場所とする「狛江市立学

校 PTA 連合会こどもか

けこみ 110 番実行委員

会」の活動を支援してい

ます。 

地域の事業協力者に

プレートを設置しても

らい、緊急時の避難場所

を確保しています。 

子どもたちの生命と安
全を守るため、地域の事業
協力者にプレートを設置
してもらい、緊急時の避難
場所を確保する活動を支
援しました。 

平成 27 年度末の 

プレート設置 1,085 件

子どもたちの生命と安全
を守るため、地域の事業協力
者にプレートを設置しても
らい、緊急時の避難場所を確
保する活動を支援しました。

平成 28 年度末の 

プレート設置 1,068 件 

社

会

教

育

課

Ｂ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

123 防犯パ

トロー

ル活動

の推進 

子どもの安全確保と

健全育成のため、防犯ボ

ランティア等と連携し、

市内における防犯パト

ロール活動を推進して

います。 

夜間などの時間帯に、

「調布地区防犯協会狛

江支部連合会」による青

色回転灯搭載車による

パトロールを実施して

います。 

PTA、保護者、地域住

民等による学校安全ボ

ランティアが校内・学区

内巡回や通学時等の子

どもたちの見守りを実

施しています。 

全小中学校では、セー

フティ教室を実施し、児

童・生徒に防犯教育や安

全教育を行うとともに

保護者、地域、関係諸機

関 と 連 携 を 図 っ て い

ます。また、「東京都通学

路防犯設備整備補助金」

を活用し、通学路に防犯

カメラを設置すること

で、地域における子ども

の見守り活動を補完し、

犯 罪 抑 止 を 図 っ て い

ます。 

夜間などの時間帯には
調布地区防犯協会狛江支
部連合会による青色回転
灯搭載車によるパトロー
ルを実施しました。 

夜間などの時間帯には調

布地区防犯協会狛江支部連

合会による青色回転灯搭載

車によるパトロールを実施

しました。 

安

心

安

全

課

 

Ａ

学校安全ボランティア
登録者139名（平成27年
度末） 

学校安全ボランティア
向けの講習会（交通安全）
を実施しました。 

「東京都通学路防犯設
備整備補助金」を活用し、
狛江第六小学校及び和泉
小学校の通学路に合計10
台の防犯カメラを設置し
ました。 

学校安全ボランティア登
録者93名（平成28年度末）

ＮＰＯ職員を講師に招き，
学校安全ボランティア向け
の講習会（見守りの効果と可
能性）を実施しました。 

「東京都通学路防犯設備

整備補助金」を活用し、狛江

第一小学校及び狛江第五小

学校の通学路に合計10台の

防犯カメラを設置しました。

学

校

教

育

課

 

B 

全小中学校でセーフテ

ィ教室を実施し、児童生徒

に防犯教育や安全教育を

行うとともに保護者、地

域、関係諸機関と連携を図

ることで役割を明確にし

ました。 

子供たち自身に、犯罪や事

故、災害等の危険を予測し回

避する能力や、他者や社会の

安全に貢献できる資質や能

力を育てるため、各学校にお

いてすべての教育活動を通

して安全教育を推進しまし

た。 

安全教育の一環として、全

小中学校でセーフティ教室

を実施し、児童生徒に防犯教

育や安全教育を行うととも

に保護者、地域、関係諸機関

と連携を図ることで役割を

明確にしました。 

指

導

室

A 
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③子どもの防災教育を推進します 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

新規 

124 

防災教

育の推

進 

子ども一人ひとりが

防災に対する意識をも

ち、適切に行動できるよ

う、防災教育を推進して

いくものです。 

狛江消防署並びに狛江
市消防団と連携し、都立狛
江高等学校において、AED
応急救命活動、消火活動、
防災講演会等を実施し、防
災教育を推進しました。 

狛江消防署並びに狛江市

消防団と連携し、都立狛江高

等学校において、AED 応急

救命活動、消火活動、防災講

演会等を実施し、防災教育を

推進しました。 

安

心

安

全

課

 

Ｂ

各校の安全教育年間指
導計画に基づき、全ての
小・中学校で毎月避難訓練
を実施しました。また、避
難訓練の内容をより実際
的なものとするため、様々
な災害を想定し各校で実
施方法を工夫しました。 

各校の安全教育年間指導

計画に基づき、全ての小・中

学校で毎月避難訓練を実施

しました。また、避難訓練の

内 容 を よ り 実 際 的な も の

とするため、様々な災害を想

定し各校で実施方法を工夫

しました。 

総合防災訓練では、地域の

拠点として、教職員が訓練に

参加し、避難所運営を地域と

ともに行いました。 

指

導

室

A 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

125 子ども

家庭支

援ネッ

トワー

クの強

化 

子ども家庭支援セン

ターを中心とした子ど

も家庭支援ネットワー

クを構成する地域の関

係機関の連携を強化す

るもので、児童虐待未

然防止、早期発見・対

応に努めています。 

「狛江市子ども家庭

支援ネットワーク会議」

（代表者会議・実務担当

者会議）、定例ケース会

議を開催しています。実

務担当者会議では、中学

校区別に関係機関を集

めて事例検討も行って

います。 

また、児童虐待防止マ

ニュアルを改訂し、関係

機関の虐待に関する知

識・意識の向上、連携強

化に努めています。 

狛江市子ども家庭支援
ネットワーク会議（代表者
会議（１回）・実務担当者
会議（３回））、定例ケー
ス会議（12 回）を実施し
ました。 

実務担当者会議では、関
係機関を集め、事例検討、
事例紹介を行い、児童虐待
の早期発見・対応の重要性
について再認識する場を
もちました。 

平成26年度に改定した
児童虐待防止マニュアル
について、十分に活用でき
るよう研修等の機会を通
じ、内容の説明を行いまし
た。 

狛江市子ども家庭支援ネ
ットワーク会議（代表者会議
（１回）・実務担当者会議（３
回））、定例ケース会議（12 
回）を実施しました。 

実務担当者会議では、関係
機関を集め、各関係機関の機
能を周知する機会を設ける
とともに、事例検討、事例紹
介を行い、関係機関の連携強
化、児童虐待の早期発見・対
応 の 重 要 性 に つ いて 再 認
識する場をもちました。 

研修等の機会を通じ、児

童虐待防止マニュアルの配

布・内容説明を行い、マニ

ュアルの活用を促進しまし

た。 

子 

育 

て 

支 

援 

課 

 

Ｂ 

狛江市子ども家庭支援
ネットワーク会議や狛江
市虐待連絡会に参加し、
情報交換を行いました。 

狛江市子ども家庭支援ネ

ットワーク会議及び狛江市

虐待連絡会に参加し、情報

交換を行いました。 

健

康

推

進

課

Ｂ 

126 ドメス

ティッ

ク・バ

イオレ

ンス等

への相

談対応

の充実 

ドメスティック・バイ

オレンス（ＤＶ）に関す

る相談についても実施

しており、生活不安や社

会からの孤立など、子育

てを含めた様々な悩み

や不安を持つ親に対す

る支援を行っています。

母子・父子自立支援員

によるＤＶを含めた母

子等の相談を行ってい

ます。また、児童相談担

当とも連携して家庭状

況に関する相談にも対

応しています。 

母子・父子自立支援員

（兼婦人相談員）により、

ＤＶを含めた母子等の相

談を行いました。また、Ｄ

Ｖが子どもに与える影響

を踏まえ、児童相談担当と

も連携しながら、必要な支

援を行いました。 

母子・父子自立支援員（兼

婦人相談員）により、ＤＶを

含めた母子等の相談を行い

ました。また、ＤＶが子ども

に与える影響を踏まえ、児童

相談担当とも連携しながら、

必要な支援を行いました。 

子 

育 

て 

支 

援 

課 

Ｂ 

主要課題２ 子どもの虐待防止と被虐待児の立ち直りを支援する 

①児童虐待防止のための体制を強化します 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

127 児童虐

待につ

いての

市民へ

の啓発 

広報への掲載やリー

フレット配布、講演会の

開催等を通し、児童虐待

防止に関する知識の普

及 ・ 啓 発 を 図 っ て い

ます。 

児童虐待防止推進月

間（11 月）に、市役所

２階ロビーにてパネル

展示を行うとともに、オ

リジナルグッズの作成・

配布などにより、周知を

図るとともに、市役所の

管理職にオレンジリボ

ンピンバッジを貸与す

ることで、児童虐待の普

及 ・ 啓 発 を 行 っ て い

ます。 

また、ポスター掲示を

はじめ、市役所市民課前

のこまビジョンを活用

し た 周 知 も 行 っ て い

ます。 

児童虐待防止月間にお
いて、講演会を開催したほ
か、市役所２階ロビーにお
けるパネル展示やオリジ
ナルグッズの作成・配布を
行うとともに、市役所の管
理職は、オレンジリボンピ
ンバッジを着用し普及・啓
発を行いました。また、こ
まバス内車内アナウンス
や、市内関係機関でのポス
ター掲示等により、児童虐
待防止に関する知識の普
及・啓発を図りました。 

 

児童虐待防止月間におい
て、講演会を開催したほか、
市役所２階ロビーにおける
パネル展示やオリジナルグ
ッズの作成・配布を行うとと
もに、市役所の管理職は、オ
レンジリボンピンバッジを
着用し普及・啓発を行いまし
た。また、こまバス内車内ア
ナウンスや、市内関係機関で
のポスター掲示、市民まつり
での啓発グッズ配布等によ
り、児童虐待防止に関する知
識の普及・啓発を図りまし
た。 

 

子 

育 

て 

支 

援 

課 

 

Ｂ 

虐待についてのポスタ

ー、チラシにより周知を行

いました。 

虐待に関するポスター掲

出及びチラシの配布による

周知を行いました。 

健

康

推

進

課 

Ｂ 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

後新 

130 

発達障

がいの

子ども

への支

援の充

実と体

制整備 

発達障がいの子ども

の支援の充実のため健

康推進課・子ども家庭支

援センター・子育て支援

課・幼稚園・保育園・教

育研究所等子どもの支

援に関わる機関とのネ

ットワークを強化し、支

援体制の整備を進める

ものです。 

療育に関わる関係機

関の連絡調整のための

会議や、運動を通して発

達を促す「運動療育事

業」等の発達障がいの子

どもを支援する事業を

実施しています。 

市内の体育施設等にて、
運動療育事業「みんなで地
球をけっとばせ！」を11
回実施。59名の子どもが
参加しました。 

障がいのある方の活動
や交流の場を広げ、地域で
の障がい者スポーツを普
及・発展させていくため、
平成27年12月からスポ
ーツ体験教室を開始しま
した。 

第１回 

平 成 27 年 12 月 ６ 日
西和泉体育施設・根川地区
センター  

（１）ボッチャ 

   参加者32名 

（２）子どもの運動教室
参加者14名 

（３）フライングディスク
参加者35名 

※障がい者週間特別行事と

して一般の方も含め広く周知
して実施しました。 

第２回 

平 成 28 年 １ 月 31 日
第一小学校体育館 

（１）ボッチャ     

参加者30名 

（２）子どもの運動教室
参加者12名 

（３）フライングディスク
参加者35名 

第３回 

平成28年３月６日 

総合体育館第１体育館 

（１）初心者向け説明会
（ボッチャ・フライングデ
ィスク）26名 

（２）ボッチャ     

参加者38名 

（３）子どもの運動教室  

参加者６名 

（４）フライングディスク

参加者29名 

※教室の前に、ルール解説
教室を実施しました（初心者
およびボランティア育成のた

め）。 

 

 

 

市内の体育施設等にて、運
動療育事業「みんなで地球を
けっとばせ！」を12回実施。
126名の子どもが参加しまし
た。 

障がいのある方の活動や交
流の場を広げ、地域での障が
い者スポーツを普及・発展さ
せていくため、スポーツ体験
教室を実施しました。 

第１回  

平成28年４月３日 

根川地区センター  

ボッチャ 参加者302名 

※こまえさくらまつりでの実施 

第２回 

平成28年７月２日 

総合体育館 

（１）サウンドテーブルテニス

参加者36名 

（２）ボッチャ 

 参加者67名 

（３）フライングディスク
参加者30名 

第３回 

平成28年12月４日 

総合体育館 

（１）ボッチャ  

参加者46名 

（２）ゴールボール 

    参加者 31 名 

ぱるの利用時に、あいとぴ

あセンターの一室でファミリ

ー・サポート・センターを活用

してきょうだい児を預かる仕

組みを実施し、1 名の方が利用

しました。 

「子ども・子育て会議 一貫

した地域療育システムのあり

方検討部会」で関係機関のネ

ットワーク強化について検討

しました。 

高

齢

障

が

い

課

Ａ

主要課題３ 障がいのある子どもと家庭への支援を充実する 

①相談・療育事業を充実します 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

   狛江市子ども家庭支援
ネットワーク会議に参画
をしていくなど、関係機関
のネットワーク強化に取
り組みました。 

ご本人の状況等に応じ
て、各種機関へつなぐ、カ
ンファレンスに同席して
いただくなどの連携強化
に努めました。 

狛江市子ども家庭支援ネッ
トワーク会議に参加をしてい
くなど、関係機関と顔と顔も
見える関係づくりに取り組み
ました。 

ご本人やご家族の状況に応

じて、連絡を取り合い、相談支

援事業者を中心としたカンフ

ァレンスに参加するなど、関

係機関との情報共有に務めま

した。 

福

祉

相

談

課

B

健診や心理相談等にお
いて必要時に、個別の支援
内容やサポート体制をお
互い確認し合い、連携体制
の強化に努めました。 

狛江市子ども家庭支援ネッ
トワーク会議に参加をしてい
くなど、関係機関と顔と顔も
見える関係づくりに取り組み
ました。 

ご本人やご家族の状況に応

じて、連絡を取り合い、相談支

援事業者を中心としたカンフ

ァレンスに参加するなど、関

係機関との情報共有に務めま

した。 

健

康

推

進

課

Ｂ

発達に課題のある子ど
もとその家庭の支援のた
め、当該家庭に関わる関係
機関と情報を共有し、適切
な支援を行いました。 

発達に課題のある子どもと

その家庭の支援のため、当該

家庭に関わる関係機関と情報

共有を図り、適切な機関へつ

なぐ等の支援を行いました。

 

子

育

て

支

援

課

Ｂ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

131 乳幼児

発達健

康診査

の充実 

乳幼児健康診査等に

おいて発達の遅れが心

配される乳幼児に対し、

発達に重点を置いた健

康診査を行い、障がいの

早期発見・早期療育を図

っています。 

健康診査で気になる

子どもは、「いるかグル

ープ」「くじらグループ」

事業の中で療育が必要

な場合は子ども発達相

談（療育相談）へつなげ

ています。 

また、平成 26 年度よ

り、「あいとぴあ子ども

発達教室ぱる」主催で、

療育に関わる関係機関

のネットワークを強め

ることと専門性のある

療育を普及することを

目的に「発達障がい者支

援ネットワーク会議」を

開催しています。 

乳幼児健康診査等にお
いて発達の遅れが心配さ
れる乳幼児に対し、発達に
重点を置いた健康診査を
行い、障がいの早期発見に
努め、必要に応じて「子ど
もの発達相談」や療育機関
へつなげました。平成27
年度は、発達健康診査の受
診者数が21人、いるかグ
ループ延べ参加者195組、
くじらグループ延べ参加
者61組でした。 

乳幼児健康診査等において

発達の遅れが心配される乳幼

児に対し、発達に重点を置い

た健康診査を行い、障がいの

早期発見に努め、必要に応じ

て子どもの発達相談、発達健

診、療育機関へとつなげまし

た。平成 28 年度は、発達健康

診査の受診者数 35 人、いる

かグループ延べ参加者 161

組、くじらグループ延べ参加

者 55 組でした。 

健

康

推

進

課

 

Ｂ

いるかグループ、くじら
グループに通っている方
から児童発達支援や放課
後等デイサービスの利用
を希望された場合の相談
や支給決定につなげまし
た。 

あいとぴあ子ども発達
教室「ぱる」において、グ
ル ー プ 指 導 ( 実 人 数 76
人）、言語指導、理学療法、
作業療法の個人指導利用
者（延べ381名）、ペアレ
ントトレーニング（27回）
を実施しました。    

待機児対策のための取
組みとして、平成 27 年４
月に“ぱる”の利用児枠 20
名の増を図りました。 

前年度に引き続き、いるか
グループ、くじらグループに
通っている方から児童発達支
援や放課後等デイサービスの
利用を希望された場合の相談
や支給決定を行いました。 

また、本人の状況に合わせ
て医療機関や事業者の情報提
供を行うなどの支援を行いま
した。 

福

祉

相

談

課

B

133 早期療

育訓練

事業の

推進 

発達に遅れのある就

学前の子どもに対し、親

子の通所により、必要な

療育・指導を行い、子ど

もの成長・発達を支援し

ています。 

「あいとぴあ子ども

発達教室ぱる」で事業を

実施しており、待機児の

ための「プレぱる」も月

２回実施しています。 

あいとぴあ子ども発達
教室「ぱる」において、グ
ル ー プ 指 導 ( 実 人 数 76
人）、言語指導、理学療法、
作業療法の個人指導利用
者（延べ381名）、ペアレ
ントトレーニング（27回）
を実施しました。    

待機児対策のための取

組みとして、平成 27 年４

月に“ぱる”の利用児枠 20

名の増を図りました。 

あいとぴあ子ども発達教室

「ぱる」において、グループ指

導(実人数 81 人）、言語指導、

理学療法、作業療法の個人指

導利用者（延べ 477 人）、ペ

アレントトレーニング（27

回）を実施しました。   

 

高

齢

障

が

い

課

Ｂ
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②特別支援教育に取り組みます 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

135 特別支

援教育

の推進 

平成 24 年度より特

別支援教室モデル事業

を東京都より受託し、特

別支援教室を設置する

とともに、「狛江市地域

特別支援教育推進連絡

協議会」にモデル事業の

取組みを報告し、方向性

等に対するアドバイス

を受けながら、推進して

います。 

また、通常学級に在

籍する特別な支援が必

要な児童・生徒に対する

特別支援教育支援員を

配置するとともに、専門

性を向上させるための

研修参加等を行ってい

ます。 

平成24年度から３年間
実施した特別支援教室モ
デル事業の成果を生かし、
小学校全校で特別支援教
室を実施しました。 

また、狛江市地域特別支
援教育推進連絡協議会に
おいて、狛江市の特別支援
教育の現状について報告
し、方向性等に対する助言
を受けながら、特別支援教
育を推進しました。 

年間３回、狛江市地域特別

支援教育推進連絡協議会にお

いて、狛江市の特別支援教育

の現状について報告し、方向

性等に対する助言を受けなが

ら、特別支援教育を推進しま

した。 

小学校全校では、特別支援

教室専門員も加えた巡回指導

体制を確立させ、特別支援教

室による指導を実施しまし

た。１５２人の児童が支援を

受けました。 

中学校においても、東京都

の中学校特別支援教室モデル

事業の指定を受け、全校で巡

回指導を実施しました。１８

人の生徒が指導を受けまし

た。中学校特別支援教室モデ

ル事業の実施に当たっては、

検討委員会を年間９回実施し

ました。 

特別支援教育悉皆研修会を

実施し、全教員が特別支援教

育に関する理解と実践力を高

められるようにしました。 

指

導

室

 

A

通常学級に在籍する特
別な支援が必要な児童・生
徒に対する特別支援教育
支援員を配置するととも
に、専門性を向上させるた
めの研修参加等も行いま
した。 

通常学級に在籍する特別な

支援が必要な児童・生徒に

対する特別支援教育支援員を

配置するとともに、専門性を

向上させるための研修参加等

も行いました。 

学

校

教

育

課

A

136 就学支

援計画

の作成 

乳児期から学齢期ま

でをつなぐ「就学支援計

画」の作成を試行し、保

護者が障がいのある子

どもやその家庭を含め

たライフステージに見

通しを持てるように、関

係機関が相互に機能を

分担し連携するネット

ワークの構築を目指す

ものです。 

各小中学校で校内委

員会を年間複数回実施

し、継続して児童・生徒

を観察することで適切

な指 導 に つ な げ て い

ます。 

「就学支援シート」を活
用するとともに各小・中学
校において校内委員会を
年間複数回実施し、継続し
て児童・生徒を観察するこ
とで適切な指導につなげ
ました。 

「就学支援シート」を活

用するとともに、「学校生活支

援シート（個別の教育支援計

画）」も必要とされる児童・生

徒に対して保護者との連携を

図りながら作成しています。

各小・中学校においては特

別支援教育コーディネーター

を中心として、校内委員会を

年間複数回実施し、継続して

児童・生徒を観察することで

適切な指導につなげました。

指

導

室

B 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

137 発達障

がいの

ある児

童・生

徒への

取組み 

通常学級に在籍して

いる発達障がいのある

児童・生徒への指導や支

援に努めています。 

小学校長会代表、各小

学校通級指導学級代表、

特別支援教室設置校の

特別支援教育コーディ

ネーターによる特別支

援教室モデル事業に係

る検討委員会を開催し

ています。 

平成24年度から３年間
実施した特別支援教室モ
デル事業の成果を生かし、
小学校全校で特別支援教
室を実施しました。 

小学校全校では、特別支援

教室専門員も加えた巡回指導

体制を確立させ、特別支援教

室による指導を実施しまし

た。１５２人の児童が支援を

受けました。 

中学校においても、東京都

の中学校特別支援教室モデル

事業の指定を受け、全校で巡

回指導を実施しました。１８

人の生徒が指導を受けまし

た。 

中学校特別支援教室モデル

事業の実施に当たっては、検

討委員会を年間９回実施しま

した。 

指

導

室

A

138 都立特

別支援

学校等

との連

携の推

進 

都立特別支援学校（都

立調布特別支援学校・都

立府中けやきの森学園

等）との連携を図ってい

ます。 

巡回相談では、専門家

チームの中に特別支援

コーディネーターが加

わり、専門的な視点から

各学校の特別な支援教

育の具体的な指導・助言

をしています。 

また、就学相談におい

て、特別支援学校のコー

ディネーター等による

相談や行動観察を実施

しているほか、副籍制度

に関する説明を行って

います。 

巡回相談では、専門家チ
ームの中に都立調布特別
支援学校及び都立府中け
やきの森学園の特別支援
コーディネーターが加わ
り、専門的な視点から各学
校の特別な支援等の具体
的な指導・助言ができまし
た。 

都立特別支援学校の特別支

援教育コーディネーターを加

えた巡回相談を各学校で実施

しました。 

また、都立特別支援学校に

おいて開催している研修会に

教員が参加するなど、都立特

別支援学校のセンター的機能

を活用しました。 

特別支援教育コーディネー

ター連絡会を年間５回開催

し、各回において都立特別支

援学校の特別支援教育コーデ

ィネーターから、情報提供や

指導・助言を受けました。 

指

導

室

 

A

副籍者：22名 

就学相談において、特別
支援学校のコーディネー
ター等による相談や行動
観察を実施しました。 

副籍者：22 名 

副籍事業について特別支援

学校在籍者全員へ制度案内を

送付しました。 

就学相談においては、特別

支援学校教諭による行動観察

を実施しました。 

学

校

教

育

課

B 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

139 都立特

別支援

学校、

本市小

中学校

におけ

る交流

及び共

同学習

の促進 

障がいのある児童・生

徒と障がいのない児童・

生徒がともに学ぶ機会

が適切に設けられるよ

う、都立特別支援学校と

小中学校との交流を促

進しています。 

副籍交流を活用した

事業として、都立特別支

援学校在籍児童・生徒の

居住地での夏季水泳の

参加や、狛江市特別支援

学級連合展覧会への特

別支援学校からの出品

等を促進しています。 

また、市内小中学校特

別支援学級における交

流及び共同学習の充実

を図っています。 

副籍交流を活用した事

業として都立特別支援学

校在籍児童・生徒の居住地

での夏季水泳の参加や狛

江市特別支援学級連合展

覧会への特別支援学校か

らの出品等を促進すると

ともに、市内小中学校特別

支援学級における交流及

び共同学習の充実を図り

ました。 

副籍交流については、校長

会、副校長会、特別支援教育コ

ーディネーター連絡会等にお

いて事業の趣旨を周知しまし

た。 

副籍交流を活用した事業と

して都立特別支援学校在籍児

童・生徒の居住地での夏季水

泳の参加や狛江市特別支援学

級連合展覧会への特別支援学

校からの出品等を促進すると

ともに、市内小中学校特別支

援学級における交流及び共同

学習の充実を図りました。 

市内小・中学校において、

13 人の児童・生徒が直接交流

を実施しました。 

指

導

室

B 
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③在宅支援を充実します 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

新規 

140 

障がい

福祉サ

ービス

の充実 

日常生活を営むのに

支障がある心身障がい

児の介護や相談、調整、

その他家事の援助等に

関する支援（障がい福祉

サービス）を行うもの

です。 

特に、障がい児のニー

ズが高い居宅介護、短期

入所等については、サー

ビス提供体制の充実を

図ります。 

居宅介護、短期入所につ
いては、以下のとおりサー
ビスを実施しました。 

居宅介護  

実利用者数 131(人/
年) 

延 利 用 量
19,924(時間/年) 

重度訪問介護 

 実利用者数 ７(人/年) 

 延 利 用 量
11,789(時間/年) 

短期入所（福祉型） 

実利用者数 74 (人/
年) 

延 利 用 量   2,705 
(日/年) 

短期入所（医療型） 

実利用者数 5 (人/年) 

延利用量  103 (日/
年) 

※実績には、障がい者・

障がい児ともに含む。 

居宅介護、短期入所につい
ては、以下のとおりサービス
を実施しました。 

居宅介護  

実利用者数 152(人/年) 

延利用量 19,346(時間/年)

重度訪問介護 

 実利用者数 10(人/年) 

 延利用量 17,853(時間/年)

短期入所（福祉型） 

実利用者数 69 (人/年) 

延利用量 2,879 (日/年)

短期入所（医療型） 

実利用者数 5 (人/年) 

延利用量  99 (日/年) 

※実績には、障がい者・障が

い児ともに含む。 

高

齢

障

が

い

課 

 

Ｂ 

制度の周知を市ＨＰに
掲載するほか、手帳受け渡
し時などに周知に努めて
いるが、サービス利用に関
しての案内はまだ不足し
ている状況です。 

本人だけでなく家族支
援も含めて相談の対応を
行っています。窓口の福祉
サービス利用に関する相
談件数は、1,113件（児者
含む）で、サービスの支給
決 定 実 績 は 次 の と お り
です。 

居宅介護   10名 

重度訪問介護 1名 

短期入所   31 名 

制度の周知を市 HP に掲載

し、障害福祉サービスの対象

となる方については、その利

用に向けて必要な支援を行っ

ています。 

 本人だけでなく、育児支援

の観点からのサービスについ

て情報提供を行い、サービス

の利用については、国制度だ

けでなく、都や市の制度につ

いても情報提供を併せて行い

ました。 

 平成 28 年度の窓口におけ

る障害福祉サービスに関する

相談件数は 1,413 件（児者含

む）となっています。また、平

成 28 年度末における各種障

害者手帳を所持している障が

い児の障害者総合支援法サー

ビスの支給決定状況は次のと

おりです。 

居宅介護       13 名 

重度訪問介護    0 名 

短期入所       30 名 

福

祉

相

談

課

B 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

新規 

141 

児 童 発

達 支 援

及 び 放

課 後 等

デ イ サ

ー ビ ス

の充実 

未就学児を対象に、日

常生活における基本的

な動作の指導や集団生

活への適応訓練等を行

う児童発達支援、生活能

力向上のために必要な

訓練の支援や社会交流

を行う放課後等デイサ

ービスを充実するもの

です。 

児童発達支援、放課後等デ
イサービスについては、以下

のとおりサービスを実施しま
した。 

医療型児童発達支援 

 実利用者数 １(人/年) 

 延利用量 155(日/年) 

児童発達支援 

実利用者数 100 (人/年)

延利用量 4,052 (日/年)

放課後等デイサービス 

実利用者数 76 (人/年) 

延利用量 8,210 (日/年) 

児童発達支援では、あいと
ぴあ子ども発達教室「ぱる」の

定員の20名増を図りました。 

児童発達支援、放課後等デイサ
ービスについては、以下のとおり

サービスを実施しました。 

医療型児童発達支援 

 実利用者数 １(人/年) 

 延利用量 14(日/年) 

児童発達支援 

実利用者数 139 (人/年) 

延利用量 6,299(日/年) 

放課後等デイサービス 

実利用者数 88 (人/年) 

延利用量 9,872(日/年) 

 

待機児対策のための取組みと

して、平成 27 年４月に“ぱる”

の利用児枠20名の増を図ったた

め、待機児童は出ませんでした。

高

齢

障

が

い

課 

 

Ｂ 

児童発達支援事業所や
放課後等デイ事業所、健康
推進課での健診等で発達
が緩やかな方に対して、年
度内に障がい児通所支援
サービスの支給決定者数
は次のとおりです。 

支給決定者数 

医療型児童発達  1人 

児童発達支援 114人 

放課後等デイ  97人 

また、支給決定にあたっ
ては、ご自宅等を担当ケー
スワーカーが訪問し、障が
い児相談支援事業所やサ
ービス提供事業者などと
連携を取りながら、本人や
ご家族の状況を確認した
上で、適切な支給量を決
定するよう努めました。 

児童発達支援事業所や放課後
等デイ事業所、健康推進課での健

診等で発達が緩やかな方に対し
て、サービスの支給決定をしてい
ます。平成28年度中の支給決定

者は次のとおりです。 

支給決定者数 

医療型児童発達  0人 

児童発達支援 125人（うち重
症心身１人） 

放課後等デイ 104人（うち重
症心身４人） 

また、支給決定にあたっては、

原則ご自宅等を担当ケースワー

カーが訪問し、障がい児相談支援

事業所やサービス提供事業者な

どと連携を取りながら、本人やご

家族の状況を確認した上で、適切

な支給量を決定するよう努めま

した。 

福

祉

相

談

課

Ｂ 

142 児童育

成手当

（障が

い）の

支給 

20 歳未満で心身に一

定の障がいのある子ども

のいる家庭に対し、児童

育成手当（障がい）を支給

しています。 

昨年度に引き続き制度
のとおり実施しました。 

昨年度に引き続き制度のと

おり実施しました。 

子 

育 

て 

支 

援 

課 

Ｂ 

143 特別児

童扶養

手当の

支給 

障がいを理由とする公

的年金を受けていない

20 歳未満で心身に一定

の障がいのある子どもを

扶養する父母または養育

者に対し、特別児童扶養

手当を支給しています。 

昨年度に引き続き制度
のとおり実施しました。 

昨年度に引き続き制度のと

おり実施しました。 

子 

育 

て 

支 

援 

課 

Ｂ 
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

144 ひとり

親家庭

相談事

業の充

実 

母子家庭等ひとり親

家庭の生活上の悩みや

相談に応じるため、母

子・父子自立支援員によ

る 相 談 を 実 施 し て い

ます。 

母子・父子自立支援員に
よる相談を実施しました。

 

新規相談 714件 

（内５件父子家庭（福祉資
金）相談） 

延べ   872 人 

母子・父子自立支援員によ
る相談を実施しました。 

 

新規相談 751件 

（内９件父子家庭（福祉資
金）相談） 

延べ   891 人 

子

育

て

支

援

課 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要課題４ ひとり親家庭等への支援を充実する 

①相談事業の充実を促進します 
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②ひとり親家庭への支援サービスの充実を図ります 

事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

145 ひとり

親家庭

支援策

の周知 

ひとり親家庭支援策

の内容や利用方法につ

いて、広報紙や子育て

ガイドブック等によ

り、周知を図るととも

に、住まい、子育て、教

育、仕事、家計など、総

合的な観点から支援し

ています。 

ひとり親家庭向けの情報
を集約した「ひとり親家庭
のしおり」の更新版を作成
しました。 

市で作成した「ひとり家庭

のしおり」の情報を更新し、

様々な支援や制度の周知に

努めました。 

子

育

て

支

援

課

Ｂ

146 母子家

庭等の

自立を

支援す

る事業

等の促

進 

ハローワークとの連

携による母子・父子自

立支援プログラムや、

高等職業訓練促進給付

金、教育訓練給付金と

いった事業を周知、促

進することにより、母

子家庭等の自立支援を

進めています。 

母子家庭等の自立支援を
行いました。 

自立支援教育訓練給付金
０件 

高等職業訓練促進給付金
８件 

自 立 支 援 プ ロ グ ラ ム
０件   

国の制度改正に伴い、支給
限度額の拡大など母子家庭
等の自立支援に努めました。

自立支援教育訓練給付金
１件 

高等職業訓練促進給付金
７件 

自 立 支 援 プ ロ グ ラ ム

０件   

子

育

て

支

援

課

Ａ

147 母子及

び父子

福祉資

金貸付 

20 歳未満の子ども

等を扶養している母子

家庭及び父子家庭に、

入学や就学、技能習得

等必要な資金を貸し付

けています。 

将来の自立のため貸付を
行いました。 

将来の自立のため貸付を

行いました。 

子

育

て

支

援

課

Ｂ

148 母子生

活支援

施設事

業 

子どもの福祉に欠け

る母子家庭に対して、

母子生活支援施設を提

供し、その経済的自立

と生活の安定を図って

います。 

事業を実施し、その充実
に努めました。 

事業を実施し、その充実に

努めました。 

子

育

て

支

援

課

Ｂ

149 ひとり

親家庭

ホーム

ヘルプ

サービ

ス 

離 婚直 後 な ど によ

り、日常生活に著しく

支障のあるひとり親家

庭に対して、育児や日

常生活の世話など必要

な援助を行うホームヘ

ルパーの派遣をしてい

ます。 

昨年度に引き続き事業を
実施しました。 

平成27年度実績 ３家
庭 延べ388時間 

昨年度に引き続き事業を
実施しました。 

平成 28 年度実績 １家庭

延べ 136 時間 

子

育

て

支

援

課

Ｂ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

150 ひとり

親家庭

医療費

助成 

ひとり親家庭等の医

療費の自己負担分を助

成し、家庭の健康の保

持と生活の安定・自立

を図っています。 

制度のとおり実施しまし
た。 

児童福祉法の改正に伴い

条例を改正し、制度の実施を

行いました。 

子

育

て

支

援

課

Ａ

151 児童扶

養手当

の支給 

父母が離婚、父また

は母が死亡、生死不明、

1 年以上拘禁されてい

る、重い障がい、保護命

令が出ている、母が婚

姻によらない出生等の

場合、子どもが 18 歳

になった日の属する年

度末日まで、母子家庭

または父子家庭または

養育者に対して手当を

支給しています。 

制度のとおり実施しまし
た。 

平成 28 年８月からの第２

子の加算額、第３子以降の加

算額の変更等国の制度改正

に対応し、安定した制度の実

施に努めました。 

子

育

て

支

援

課

Ａ

152 児童育

成手当

の支給 

子どもが 18 歳にな

った日の属する年度末

日まで（一定の障がい

のある場合は 20 歳未

満まで）、母子家庭また

は父子家庭または養育

者に児童育成手当を支

給しています。 

制度のとおり実施しまし
た。 

制度のとおり実施しまし

た。 

子

育

て

支

援

課

Ｂ
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事業 

No. 
事業名 

事業内容と 

現状の取組み 
平成 27 年度実績 平成 28 年度実績 

担

当

課

153 児童手

当の支

給 

子育て家庭の経済的

負担を軽減するため、中

学校３年生までの子ど

もを養育している保護

者等に対して、児童手当

を支給しています。 

中学校３年生までの子
どもを養育している保護
者等に対して、児童手当を
支給しました。 

中学校３年生までの子ど

もを養育している保護者等

に対して、児童手当を支給し

ました。 

子

育

て

支

援

課 

Ｂ 

154 私立幼

稚園児

に対す

る補助

金の支

給 

幼児教育の普及を図

るため、満３～５歳児を

私立幼稚園に通園させ

ている保護者に入園料

や保育料の補助を行っ

ています。 

事業の円滑な実施を図
りました。 

国の制度改正に対応し、事

業の円滑な実施を図りまし

た。 

子

育

て

支

援

課 

A 

155 就学援

助費の

支給 

経済的理由により就

学が困難な小中学校に

在学する児童・生徒の保

護者に就学援助費を支

給しています。 

円滑に実施しました。 

 対象者：576名 

 内訳 

・小学生 364名 

・中学生 212名 

円滑に実施しました。 

 対象者：569名 

 内訳 

・小学生 360名 

・中学生 209 名 

学

校

教

育

課

A 

156 奨学資

金の支

給 

経済的理由により修

学が困難な高等学校ま

たは高等専門学校に在

学する生徒に対し、奨学

資金を支給しています。

奨学金認定者 

平成25年度認定 

（高校3年生） 8人 

平成26年度認定 

（高校2年生） ９人 

平成27年度認定 

（高校1年生） 10人 

奨学金認定者 

平成 26 年度認定 

（高校 3 年生） ９人 

平成 27 年度認定 

（高校 2 年生） 10 人 

平成 28 年度認定 

（高校 1 年生） ７人 

学

校

教

育

課

A 

 

 

主要課題５ 子育て家庭への経済的支援を推進する 

①子ども関係手当制度の推進を図ります 
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